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新 旧 修正箇所・理由 

第１章 水産業の振興に関する基本的な計画の策定に当たって 

１ 計画策定の趣旨  

「水産業の振興に関する基本的な計画（以下「水産基本計画」という。）」は、平成１

５年４月１日に施行された「みやぎ海とさかなの県民条例（平成１５年宮城県条例第４

８号。以下「県民条例」という。）」に掲げる基本理念の実現に向け、本県水産業の振興

に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図る目的で策定する計画です。これまでに、

第Ⅰ期計画（平成１６年度～平成２５年度）、第Ⅱ期計画（平成２６年度～令和２年度）

のもと、県民条例に掲げる基本理念の実現に向けて各種施策を展開してきました。 

 

 平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災により本県水産業は壊滅的な被害を受

けたことから、以降は水産業の復旧・復興に全力を注ぎ、第Ⅱ期計画では震災発災から

１０年目となる令和２年度までの復旧・復興の完結を目指し取り組んできました。その

結果、漁業・養殖業に不可欠な漁船・養殖施設・共同処理場・荷揚げクレーン等の生産

基盤、魚市場・冷凍冷蔵施設などの流通機能、水産加工業者の施設等、水産業を構成す

る主要な施設の復旧・復興は着実に進みました。 

 

 一方で、１０年にわたる震災復興期間の終了後も継続しなければならない取組や、第

Ⅱ期計画に取り組む過程で生じた新たな課題への対策が必要となったほか、海洋環境の

変化による漁獲対象魚種の水揚量の減少、人口減少等による人手不足や国内市場の縮

小、国による「水産政策の改革」や「スマート水産業の推進」、激甚化する自然災害へ

の対応、世界的に取り組まれている持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の推進や環境志向

の高まりなど、水産業を巡る情勢が大きく変化したことを踏まえ、令和３年３月に水産

基本計画（第Ⅲ期）を策定し、各種課題の解決に向けて取り組んできました。 

 

 しかし、第Ⅲ期計画策定以降、観測史上類を見ない海水温の上昇、水揚げ量の減少、

物価高騰の継続のほか、福島第一原子力発電所事故に伴う多核種除去設備等処理水（以

下「処理水」という。）の海洋放出が開始されたことにより、一部の国・地域で禁輸措

置が講じられ、県内の水産・輸出関係事業者に影響が生じるなど、水産業を取り巻く環

境は厳しさが増しています。 

こうした状況を踏まえ、新たに対応すべき課題が生じていることから、計画策定から５

年目を迎えるに当たり、中間見直しを行いました。 

 

２ 水産基本計画（第Ⅲ期）の位置付け等 

（１） 水産基本計画（第Ⅲ期）の位置付け 

  水産基本計画（第Ⅲ期）は「県民条例に基づく計画」であり、県民条例の基本理念

の実現を目指します。同時に、県政運営の基本的な指針を示す総合計画「新・宮城の

将来ビジョン（令和３年度～令和１２年度）」の分野別計画、内水面漁業に関する事項

については「内水面漁業の振興に関する法律（平成2６年法律第１０３号）」第10条
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 このため，第Ⅱ期計画の点検結果及び新たに取り組むべき課題や近年の本県水産業を

巡る情勢変化を踏まえ，次の１０年間の本県水産業の振興・発展を図るため，水産基本
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の規定に基づく県計画として位置付けます。 

 

（２） 計画の期間・目標年度 

  水産基本計画（第Ⅲ期）は令和３年度を初年度とし、令和１２年度を目標年度とす

る１０か年の計画とします。 

 

（３） 計画策定の根拠となる県民条例の基本理念と主要方策 

１）県民条例の目的（第１条） 

   この条例は、水産業の振興について基本理念を定め、県の責務等を明らかにする

とともに、施策の基本的な事項を定めることにより、水産業の振興に関する施策を

総合的かつ計画的に推進し、それにより水産業の健全な発展及び県民生活の安定向

上を図ることを目的としています。 

 

２）基本理念と主要方策（第３条、第８条） 

   県民条例では水産業の振興に向けて３つの基本理念と５つの主要方策を定めてい

ます。 

 

図：３つの基本方針、理念を実現するための５つの主要方策 

 

（４） 計画に掲げた施策の推進体制 

  施策の展開に当たっては、県、市町村、水産業関係者等及び県民が相互に連携・協

力しながら推進します。また、食・文化・観光などの多様な分野や国が進める水産政

策の改革等との連携を図るとともに、連携の在り方については、政策推進の基本方向

として示していきます。 

 

（５） 講じた施策の公表 

講じた施策の実施状況等については、毎年度結果を公表します。 

 

 

３ 復旧・復興が進んだ宮城の水産業 

（１） 全国屈指の宮城の水産業 

  宮城県は全国屈指の水産県です。沿岸地域は県の中央部に突出した牡鹿半島を境

に、北は複雑に海岸線が入り組んだリアス海岸、南は平坦な砂浜海岸が仙台湾を形成

するなど、地形的な変化に富んでおり、ノリ、カキ、ワカメ、ホヤ、ホタテガイ、ギ

ンザケなどの養殖業やサケ、タラ、カレイなどを対象とした刺網漁業、小型底びき網

漁業などの漁船漁業が盛んです。また、沖合は親潮と黒潮が交わる生産性の高い海域

であり、金華山・三陸沖漁場は世界３大漁場としても有名です。さらに、本県には１

４３の漁港と９か所の水産物産地卸売市場があり、気仙沼市、石巻市、塩釜市、女川
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町、南三陸町は、沿岸・沖合・遠洋漁業の基地であるとともに、魚市場などの流通機

能や水産加工業等関連産業が集積する水産都市を形成しています。 

 

（２） 復旧・復興が進んだ宮城の水産業を次世代に 

  宮城の水産業は、東日本大震災により壊滅的な被害を受けましたが、第Ⅱ期計画期

間中に復旧・復興に取り組み、産業規模はおおむね震災前の水準まで回復しました。 

 

  今後は水産基本計画（第Ⅲ期）のもと、これまで宮城の水産業が果たしてきた沿岸

地域の重要な基幹産業という役割と豊かな自然環境を守り、次世代に残していく必要

があります。 
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図：復旧・復興が進んだ宮城の水産業 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・（旧）情報が古いため削除 

 

 

 第２章 本県水産業を巡る状況 

１ 復興の進捗と引き続き取り組むべき課題 

（１） 漁業・養殖業 

（復興の進捗） 

   第Ⅱ期計画は、「宮城県震災復興計画」に準じて計画期間を区分し、平成２６年

度から平成２９年度までを「再生期」、平成３０年度から令和２年度までを「発展

期」としました。操業に必要な漁船や漁具・養殖施設等の取得・整備は再生期の最

終年度である平成２９年度末までに完了し、早期操業再開を実現しました。また、

養殖業では震災以降、経営体の法人化・協業化、施設の共同利用化、種苗の共同購

入、漁場の効率的な利用、環境に配慮した水産エコラベル認証の取得など、生産の

合理化等の取組が進みました。これらの取組により、平成２９年までに漁業産出額

（養殖業含む。）及び主要５漁港の水揚額は震災前の水準に回復し、第Ⅱ期計画の目

標を達成しました。 

 

   一方で、令和６年の漁業生産量（養殖業含む。）及び主要５漁港の水揚量は震災前

の水準を下回っており、魚価高に支えられている状況であることから、今後の動向

を注視する必要があります。 

 

 （引き続き取り組むべき課題） 

  今後は、復旧した漁業者・養殖業者が持続的な経営を確立できるよう、外部環境

の変化に強く、収益性の高い生産体制の構築や新技術導入等を積極的に促すととも

に、担い手の確保・育成等をより効果的に推進していくことが重要です。 

また、近年は魚価高によって漁業経営が維持されている状況にありますが、各魚

種の水揚が総じて減少傾向にあり、養殖生産も海水温上昇等の海洋環境の変化によ

 第２章 本県水産業を巡る状況 

１ 復興の進捗と引き続き取り組むべき課題 

（１） 漁業・養殖業 
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など，生産の合理化等の取組が進みました。これらの取組により，平成２９年まで

に漁業産出額（養殖業含む。）及び主要５漁港の水揚額は震災前の水準に回復し，第

Ⅱ期計画の目標を達成しました。 

 

   なお，令和元年の主要５漁港の水揚額についてはサンマ，マグロ類，サケ，コウ

ナゴ等の不漁により前年を大きく下回る結果となりました。今後の動向を注視する

必要があります。 

 

 （引き続き取り組むべき課題） 

   今後は復旧した漁業者・養殖業者が持続的な経営を確立できるよう，外部環境変

化（気象災害，海洋環境の変化による魚種変化，燃油価格高騰など）に強く，収益

性の高い生産体制構築や新技術導入等を積極的に促すとともに，担い手の確保・育

成等をより効果的に推進していくことが重要です。また，近年は魚価の高止まりに

よって経営が維持されている状況にありますが，各魚種の水揚が総じて減少傾向に
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る生育不良やへい死等によって、計画的な水揚が困難となるなどの影響がみられま

す。このため、環境変化に対応した生産体制の整備を進め、安定的な生産を図ると

ともに、魚価が低下しても経営を維持できるよう、生産コスト削減に関する取組

や、生産者と加工業者・流通業者との連携強化など、多様な手段を通じて漁業・養

殖業の収益性の向上を図る必要があります。 

 

（２） 流通・加工業 

 （復興の進捗） 

   特定第３種漁港である気仙沼・石巻・塩釜に女川、志津川を加えた主要５漁港で

は、高度衛生管理型魚市場が整備されたほか、冷凍・冷蔵能力もおおむね震災前の

水準に回復しました。また、個々の水産加工業者の施設・設備についても復旧整備

はおおむね完了しました。加えて、震災後に失われた販路の回復・開拓に向けた商

談会への参加や米国等への輸出に必要なＨＡＣＣＰ認証取得など、様々な取組が進

み、水産加工品出荷額は平成２９年には震災前（平成２２年）の約９割まで回復し

ました。 

 

さらに、令和４年の水産加工品出荷額は、震災前の水準まで回復していますが、

一方で、企業が事業活動によって生み出した価値を示す水産加工業付加価値額（生

産額（税込）から原材料費、減価償却費、税（消費税等）を差し引いた金額）が令

和４年は震災前の９割程度にとどまるなど、水産加工業者の収益については、未だ

震災前の水準には戻っていない状況にあります。 

 

（引き続き取り組むべき課題） 

   水産加工業者の経営環境は、県内魚市場の水揚量減少や海外における水産物需要

の拡大等による輸入原料の入手難、原料価格・電気料金等の高騰・高止まり、復旧

に要した借入金の返済などによる資金繰りの悪化、深刻な人材不足等により厳しさ

を増しており、事業継続が困難となる事業者も現れています。厳しい経営環境の中

で経営を安定・発展させていくためには、各企業の生産性向上・収益増加を促進す

るとともに、経営改善・強化を図ることが重要です。また、震災により喪失した販

路を回復・定着させ、国内需要が縮小する中で一定のシェアを確保することや、国

内市場縮小を補完するため輸出等に積極的に取り組んでいくことも必要です。沿岸

地域においては水産業が基幹産業であり、地域経済を活性化するため、水産関係事

業者、国、県、市町村等が一体となって地域全体で稼ぐ力を高め、魚市場及びその

背後に集積した水産流通・加工業が担ってきた水産物の受入、流通、加工、保管と

いった水産都市機能を維持・強化していく必要があります。 

 

（３） 漁村・漁港 

 （復興の進捗） 

   県内１４３漁港のうち、漁港施設の復旧が必要な１３９漁港は、令和５年３月を

あり，養殖生産も水温上昇等の海洋環境の変化により計画的な水揚が困難となるな

どの影響がみられます。このため，今後は魚価が低下しても経営を維持できるよう

生産コスト削減に取り組むとともに，買い手のニーズに応じた安定的な生産を行

い，生産者と加工業者・流通業者との連携強化など，多様な手段を通じて漁業・養

殖業の収益の向上を図る必要があります。 

 

（２） 流通・加工業 

 （復興の進捗） 

   特定第３種漁港である気仙沼・石巻・塩釜に女川，志津川を加えた主要５漁港で

は，高度衛生管理型魚市場が整備されたほか，冷凍・冷蔵能力もおおむね震災前の

水準に回復しました。また，個々の水産加工業者の施設・設備についても復旧整備

はおおむね完了しました。加えて，震災後に失われた販路の回復・開拓に向けた商

談会への参加や米国等への輸出に必要なＨＡＣＣＰ認証取得など，様々な取組が進

み，水産加工品出荷額は平成２９年には震災前（平成２２年）の約９割まで回復し

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

（引き続き取り組むべき課題） 

   水産加工業者の経営環境は県内魚市場の水揚量減少等に伴う原料不足，原料価格

の高騰，復旧に要した借入金返済据置期間の終了，資金繰りの悪化，深刻な人材不

足等により厳しさを増しており，事業継続が困難となる事業者も現れています。厳

しい経営環境の中で経営を安定・発展させていくためには，各企業の生産性向上・

収益増加を促進するとともに，経営改善・強化を図ることが重要です。また，震災

により喪失した販路を回復・定着させ，国内需要が縮小する中で一定のシェアを確

保することや，国内市場縮小を補完するため輸出等に積極的に取り組んでいくこと

も必要です。沿岸地域においては水産業が基幹産業であり，地域経済を活性化する

ため，水産関係事業者，国，県，市町村等が一体となって地域全体で稼ぐ力を高

め，魚市場及びその背後に集積した水産流通・加工業が担ってきた水産物の受入，

流通，加工，保管といった水産都市機能を維持・強化していく必要があります。 

 

 

（３） 漁村・漁港 

 （復興の進捗） 

   県内１４３漁港のうち，漁港施設の復旧が必要な１３９漁港は全て工事に着手し

・海洋環境変化による影響の具体例を追記 

・「環境変化への対応」について追記 

見直し視点：変化する海洋環境への適応 

・（旧）環境変化に対応した生産体制構築を優先す

る必要があることを強調するため「買い手のニー

ズ」は連携強化「など」に包含し削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現状について追記 

※出荷額が達成している一方、付加価値額が達成

しておらず、未だ水産加工業者は厳しい状況 
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審議会・部会意見７：加工・販売（厳しい情勢） 

見直し視点：変化する海洋環境への適応（原料） 

見直し視点：増大するリスク（物価高騰等） 

・事業者の大半は、返済が開始して時間が経過して

いると思われるため修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・時点修正 
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もって全て工事が完了しました。また、被災した漁村の多くは、漁港背後の高台に

造成された住宅地に集団移転し、生活基盤もおおむね整いました。 

 

 

 （引き続き取り組むべき課題） 

   集落の高台移転等により震災前とは大きく姿を変えた地域においては、地元市町

村とも緊密に連携し、漁村活性化・漁業者のコミュニティの維持やにぎわいの創出

が図られるよう取組を進めていく必要があります。また、震災により多くの漁村地

域で人口が都市部に流出し、漁港施設の利用度や漁村が果たしてきた密漁監視機能

の低下が懸念されるため、漁港施設の利用・管理に係る新たなルールの策定や、密

漁監視機能を維持する方策等についても検討する必要があります。ハード整備につ

いては、開閉操作が自動・遠隔化された水門・陸閘
こう

をはじめ、復旧・整備した漁

港・海岸保全施設の長寿命化計画の策定と計画的なストックマネジメントを実施す

るとともに、地域の活性化に向けて、海業に取り組む市町・企業・団体等を支援す

るなど、漁港施設が有する多様な機能の有効活用なども検討していく必要がありま

す。 

 

（４） 漁場・資源 

 （復興の進捗） 

   津波により陸上由来の大量のガレキ等が海へ流出し、漁業・養殖業の再開の支障

となりましたが、漁業者等による回収を進めた結果、沿岸域の震災ガレキ回収はお

おむね完了し、漁業活動にほぼ影響がない状況となりました。また、被災した漁場

環境の復旧を目的に津波で失われた各地域の干潟の復旧を行い、完成した干潟の一

部ではアサリの漁獲が再開されています。さらに、本県沿岸域における重要な磯根

資源であるアワビの種苗生産やサケの増殖事業を行う施設等も被災しましたが、復

旧を進め、種苗生産・放流活動が再開されています。 

 

 （引き続き取り組むべき課題） 

   今後は、いまだ残存する沖合漁場の震災ガレキ回収を継続するとともに、水産業

を持続的に発展させていくため適切な資源管理を実施し、生産力の高い漁場を維持

することが重要です。このため、科学的根拠に基づく未成魚や親魚の保護、各地域

と連携した藻場・干潟の造成及び保全、近年深刻化している磯焼けへの対策が必要

です。また、アワビ等の磯根資源やヒラメ、ホシガレイ、サケなどの産業上重要な

魚種については、効果的な種苗放流等を実施し資源の増大を図ることも必要です。

さらに、水産資源の管理・造成だけでなく、環境保全の取組も重要です。特に沿岸

域の漁場環境は、水産資源の生育の場として漁業生産の基盤となるほか、一般的に

生物多様性が高いことが知られていますが、プラスチックごみの排出など、人の生

活によっても影響を受けやすいことから、県民が一丸となって環境保全に取り組む

視点が不可欠となっています。 

ました。令和２年３月末時点の完成率は約９０％となっており，令和２年度中の完

了を目標に工事が進んでいます。また，被災した漁村の多くは，漁港背後の高台に

造成された住宅地に集団移転し，生活基盤もおおむね整いました。 

 

 （引き続き取り組むべき課題） 

   集落の高台移転等により震災前とは大きく姿を変えた地域においては，地元市町

村とも緊密に連携し，漁村活性化・漁業者のコミュニティの維持やにぎわいの創出

が図られるよう取組を進めていく必要があります。また，震災により多くの漁村地

域で人口が都市部に流出し，漁港施設の利用度や漁村が果たしてきた密漁監視機能

の低下が懸念されるため，漁港施設の利用・管理に係る新たなルールの策定や，密

漁監視機能を維持する方策等についても検討する必要があります。ハード整備につ

いては，開閉操作が自動・遠隔化された水門・陸閘
こう

をはじめ，復旧整備した漁港・

防災施設の長寿命化計画の策定と計画的なストックマネジメントを実施するととも

に，地域の活性化に向けて，漁港施設が有する多様な機能の有効活用なども検討し

ていく必要があります。 

 

 

（４） 漁場・資源 

 （復興の進捗） 

   津波により陸上由来の大量のガレキ等が海へ流出し，漁業・養殖業の再開の支障

となりましたが，漁業者等による回収を進めた結果，沿岸域の震災ガレキ回収はお

おむね完了し，漁業活動にほぼ影響がない状況となりました。また，被災した漁場

環境の復旧を目的に津波で失われた各地域の干潟の復旧を行い，完成した干潟の一

部ではアサリの漁獲が再開されています。さらに，本県沿岸域における重要な磯根

資源であるアワビの種苗生産やサケの増殖事業を行う施設等も被災しましたが，復

旧を進め，種苗生産・放流活動が再開されています。 

 

 （引き続き取り組むべき課題） 

   今後は，いまだ残存する沖合漁場の震災ガレキ回収を継続するとともに，水産業

を持続的に発展させていくため適切な資源管理を実施し，生産力の高い漁場を維持

することが重要です。このため，科学的根拠に基づく未成魚や親魚の保護，各地域

と連携した干潟・藻場の造成，近年深刻化している磯焼けへの対策を実施すること

が必要です。また，アワビ等の磯根資源やヒラメ，ホシガレイ，サケなどの産業上

重要な魚種については，効果的な種苗放流等を実施し資源の増大を図ることも必要

です。さらに，水産資源の管理・造成だけでなく，環境保全の取組も重要です。特

に沿岸域の漁場環境は，プラスチックごみの排出や生活排水など，人の生活によっ

ても影響を受けることから，県民が一丸となって環境保全に取り組む視点が不可欠

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

見直し視点：変化する海洋環境への適応（防災） 

見直し視点：増大するリスク（労働力不足） 

 

 

 

 

・より具体的な施設名に修正 

・「海業」追記 
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・造成と、その後の保全が重要であるため修正 

・言い回し修正 

 

 

・生物多様性の面からも重要である旨を追記 

審議会・部会意見９：生物多様性 

・（旧）生活排水の影響は限定的と思われるため削除  

・断定を避けた表現に修正 
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 （内水面漁業の現状と課題） 

   

河川や湖沼など内水面の自然環境は、海への栄養塩等の供給源となるほか、サケ

の種苗生産・放流の場として海面の漁業生産にも大きく寄与してきました。また、

流域の環境保全活動を通じた生物多様性の維持、自然体験や遊漁の場の提供など、

その多面的な機能により、地域の振興にも重要な役割を果たしています。 

 

   

しかしながら、これまで水産資源の増殖事業や内水面漁場の管理を担ってきた内

水面漁業協同組合の運営は、組合員の減少や高齢化と遊漁者の減少に加え、外来魚

やカワウ等による食害、度重なる自然災害による河川環境の悪化等により、非常に

厳しい状況にあります。また、震災後のサケ放流数の減少や、回帰率の低下等によ

り、本県沿岸に来遊するサケ資源が激減し、ふ化放流事業の継続が困難な状況に陥

っています。 

 

 

今後は、資源への影響が大きいカワウ等の食害対策を推進するとともに、内水面

漁業協同組合を中心に地元市町村や観光産業等とも連携して、魅力ある釣り場や親

水環境の整備・維持に努めるとともに、遊漁者等を地域に呼び込むための情報発信

等に取り組んでいく必要があります。 

 

サケのふ化放流事業については、放流稚魚の確保や回帰率の向上に向けた種苗の

大型化、適期・適サイズ放流の再検討など、資源の再造成に向けた取組を継続しつ

つ、ふ化放流体制を存続するためのふ化場の集約化や休止、ふ化放流団体の新しい

収入源の確保支援など、新しい体制の構築に向けた抜本的な見直しが必要です。 

 

   加えて、今なお残っている福島第一原子力発電所事故によるイワナ、ヤマメ、ウ

グイの出荷規制の早期解除にも取り組んでいく必要があります。 

 

図：出資内水面漁業協同組合の組合員数 

図：宮城県におけるさけ来遊尾数と種苗放流数の推移 

 

２ 本県水産業を巡る情勢の変化と対応策 

（１） 外部環境の変化 

 １）海洋環境の変化 

近年、地球温暖化により地球全体の気温・海水温が上昇していることに加え、黒

潮続流からの暖水波及や親潮の北偏など海流の変化が影響し、本県沿岸域の海洋環

境は大きく変化しています。 

 

（内水面漁業の現状と課題） 

   本県の内水面における漁業・養殖業生産量は海面の０．２％程度に過ぎませんが，

河川や湖沼など内水面の自然環境は海への栄養塩等の供給源となるほか，サケの種

苗生産・放流の場として海面の漁業生産にも大きく寄与しています。また，自然体

験や遊漁などレクリエーションの場としても重要な役割を果たしています。 

 

県では，震災で被災したサケふ化場の復旧等により内水面漁業の復興・振興に取り

組んできました。 

  しかしながら，これまでサケ増殖事業や内水面漁場の管理を担ってきた内水面漁業

協同組合は，組合員の減少や高齢化と遊漁者の減少に加え，外来魚やカワウ等の有

害生物による食害，令和元年東日本台風（以下「台風第１９号」という。）による河

川環境の悪化等により運営が困難な状況に陥っています。また，震災後のサケ放流

数の減少や 回帰率の低下等により，近年本県沿岸に来遊するサケ資源が激減して

いる中，台風第１９号では多くのサケふ化場等が被災したことから，今後の沿岸域

のサケ漁業にも影響が及ぶと懸念されています。 

 

   今後は内水面漁業協同組合を中心に沿岸域のサケ漁業関係者の協力も得て，サケ

のふ化放流事業が安定的に実施される体制を維持するとともに，地元市町村や観光

産業とも連携して，魅力ある釣り場や親水環境が整備・維持されるように取り組ん

でいく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

   また，今なお残っている福島第一原子力発電所事故によるイワナ，ヤマメ，ウグ

イの出荷規制の早期解除にも取り組んでいく必要があります。 

 

図：出資内水面漁業協同組合の組合員数 

図：宮城県におけるさけ来遊尾数と種苗放流数の推移 

 

２ 本県水産業を巡る情勢の変化と対応策 

（１） 外部環境の変化 

 １）海洋環境の変化 

   近年，海水温の上昇等により，冷水性の魚種が減少し暖水性の魚種が増加するな

ど，水揚魚種の変化や沿岸域での磯焼けの進行等が確認されています。本県沖合の

海洋環境は寒流と暖流が混じり合う混合海域ですが，今後とも予想される海水温上

 

本文 p.10 

・（旧）ネガティブな印象を与えるため削除 

 

 

・生物多様性などを追記 

 審議会・部会意見９：生物多様性 

・（旧）時点修正（削除） 

 

・サケに特化した記載から修正 

・言い回し修正 

・「有害生物」という主観的表現を改め 

・災害情報が古いため修正 

 

 

 

 

・サケに特化した記載を修正し、カワウ対策を追記 

 

・遊漁者等の地域への呼び込みを追記 

 

 

・サケ放流事業に関する記載を現状に合わせて修正 

見直し視点：変化する海洋環境への適応 

 

 

 

・文言修正 

 

 

・時点修正 

・時点修正 

 

本文 p.11 

 

 

・海洋環境変化の影響等を現在の情勢に合わせ修正 
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このことにより、冷水性の魚種が減少し暖水性の魚種が増加するなど水揚魚種に

変化が生じているほか、主要養殖生産物の生育不良・へい死の発生や、沿岸域にお

ける磯焼けの進行等により、水揚量は総じて減少傾向にあります。また、植物プラ

ンクトンや海藻類の成長に必要な栄養塩類を豊富に含む親潮は、近年、春季の南下

が弱い傾向にあるため、本県の主力である無給餌型養殖や、天然藻場へのさらなる

影響が懸念されています。 

このような状況は当面の間、継続する可能性があるため、本県水産業の振興に向

けた今後の方向性を検討するに当たっては、こうした海洋環境の変化を想定した対

応策を講じていく必要があります。具体的には、環境変化に対応した生産体制への

見直し、水揚が増加している魚種の有効活用、高水温に適応した養殖種や系統の導

入に加え、漁業許可・免許制度の柔軟な運用を図るなど、海洋環境の変化に対応で

きる漁業・養殖業へ転換していくことが必要です。 

内水面養殖業では、本県の主力養殖品目であるギンザケの稚魚生産を始め、県水

産技術総合センターで技術開発を行った「伊達いわな」や、ニジマス、ヤマメ、コ

イ、アユ等の生産が行われていますが、海面と同様、温暖化に伴う飼育水温の上昇

により、摂餌不良等による生産不調が生じています。 このため、環境変化等に対応

した生産体制の構築など、安定的な生産を図るための取組が重要です。 

  

 ２）本格化する人口減少社会 

   我が国において今後、人口減少と高齢化は更に加速すると見込まれるため、労働

力確保は喫緊の課題となっており、労働生産性の向上や就業希望者のニーズに応じ

た人材確保等の取組が必要です。 

また、人口減少社会において、国内における水産物消費量の減少や国内市場の縮

小は避けられません。一方で世界的には、水産物は良質な動物性タンパク質を供給

する食料資源としてニーズが高く、水産業は成長産業として捉えられています。ま

た、国では、業界が一体となって行うプロモーションやマーケットインによる輸出

体制の整備を支援しているほか、国産水産物の輸出促進に必要な施設整備等を積極

的に推進しています。このため、本県においても、水産加工業者等の輸出に向けた

生産体制の転換や環境整備等を推進していくことが重要です。 

 

 ３）激甚化する自然災害 

   近年、気候変動の影響等により、自然災害が頻発化・激甚化する傾向にありま

す。防災・減災の視点から、これまで沿岸域では主に地震・津波対策に取り組んで

きましたが、今後は高潮対策等にも対応した国土強靱化や安全・安心な地域づくり

が必要となります。このため、漁港施設の防災機能強化・維持管理を推進するとと

もに、海上の養殖施設においても耐波性等の機能向上を図る必要があります。ま

た、大雨時に陸域から大量の淡水が流入することにより、沿岸域に生息する生物に

影響が及んでいることから、影響の把握や対応について検討が必要です。 

 

昇によって環境・生物等に大きな影響が及ぶことが懸念されます。 

 

 

 

 

 

このため，海水温上昇を前提とした水産業の今後について考えていく必要があり

ます。具体的には，水揚が増加している魚種の有効活用や，高水温に適応した養殖

種・系統の導入，加えて，漁業許可・免許制度の柔軟な運用を図るなど，海洋環境

の変化に対応できる漁業・養殖業へ転換していくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）国内市場の縮小 

   我が国において今後，人口減少と高齢化は更に加速すると見込まれることから， 

 

 

国内における水産物消費量の減少や国内市場の縮小は避けられません。一方で世界

的には，水産物は良質な動物性タンパク質を供給する食料資源としてニーズが高

く，水産業は成長産業として捉えられています。また，国では，国産水産物の輸出

促進に必要な施設整備を積極的に推進しています。このため，本県においても，水

産加工業者等の輸出に向けた生産体制の転換や環境整備等を推進していくことが重

要です。 

 

 

 ３）激甚化する自然災害 

    近年，気候変動の影響等により，自然災害が頻発化・激甚化する傾向にありま

す。防災・減災の視点から，これまで沿岸域では主に地震・津波対策に取り組んで

きましたが，今後は高潮対策等にも対応した国土強靱化や安全・安心な地域づくり

が必要となります。このため，漁港施設の防災機能強化・維持管理を推進するとと

もに，海上の養殖施設においても耐波性等の機能向上を図る必要があります。ま

た，大雨時に陸域から大量の淡水が流入することにより，沿岸域に生息する生物に

影響が及んでいることから，影響の把握や対応について検討が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

・海水温上昇を「前提」でなく、「想定」に改め。 

・「環境変化に対応した生産体制の見直し」を追記 

審議会・部会意見６：海洋環境の変化 

※どのような魚種が獲れても対応できるような体

制の構築 

 

・内水面養殖業に関する内容を追加 

 

 

 

 

 

・市場だけでなく労働人口の減少にも言及するた

め、見出しを修正 

・労働人口減少による従業員確保の競争が激化して

いることから、関係する記述を追加 

見直し視点：増大するリスク（労働力不足） 

 

 

・施設整備以外の国の施策も追記。 

（「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」） 
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  ４）物価高騰 

   近年、国際情勢の不安定化や円安等の影響から、エネルギーや原料等の価格が上

昇しており、本県水産業においても、燃油や飼料価格、電気料金等の高騰・高止ま

りによる影響を大きく受け、漁業者や水産加工業者の経営状況は、一層厳しさを増

しています。 

県では、これまで国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した影響

緩和対策等に取り組んできましたが、物価を巡る今後の見通しについては、不確実

な状況です。このため、影響緩和対策の継続とともに、生産性の向上や省エネルギ

ー化等の取組による経営コストの削減など、強い経営体づくりを推進していくこと

が重要です。 

 

（２） イノベーションをもたらす動き 

 １）国による水産政策の改革 

   国は、平成３０年６月に「水産政策の改革について」をとりまとめ、水産資源の

適切な管理と水産業の成長産業化の両立、漁業者の所得向上と年齢バランスのとれ

た漁業就業構造の確立を目指して、「資源管理の高度化」、「沿岸漁業における海面利

用制度の見直し」、「遠洋・沖合漁業許可制度の見直し」等の改革に着手しました。

そのために必要な法整備として、「漁業法等の一部を改正する等の法律（平成３０年

法律第９５号）」が令和２年１２月に施行され、漁業法（昭和２４年法律第２６７

号）が約７０年ぶりに全面改正されました。 

 

   本県においても、国の諸施策と歩調を合わせて、水産資源の適切な管理と水産業

の成長産業化の両立、漁業者の所得向上等に取り組むとともに、地域の特性を踏ま

えて水産業の成長産業化を推進し、沿岸地域の活性化・にぎわいの創出を図ること

が必要です。特に、集団移転や高齢化によって海面利用の急激な低下等が見込まれ

 ４）新型コロナウイルス感染症の影響 

   令和２年に発生した新型コロナウイルス感染症の流行拡大により，世界的に経済

活動が縮小し，多方面にわたり甚大な影響が生じています。本県水産業において

も，外食向け食材を中心に流通の停滞や価格低下が生じているほか，冷凍倉庫の保

管余力の低下，外国人技能実習生や漁船乗組員の入国禁止による労働力不足，操業

停止など，様々な悪影響が生じています。一方，感染症防止のためのフィジカルデ

ィスタンスの確保など新たな生活様式の定着化やステイホームの推進により，量販

店等では内食向けの加工品等の需要が増加するなど，生産現場や市場ニーズに変化

が生じています。 

   このような状況がいつまで継続するかは予測困難ですが，今般の感染症のような

想定外のリスクへの対応や，新型コロナウイルス感染症の流行収束後にも残ると考

えられる消費形態の変化等への対応を念頭に置いた方策について検討していく必要

があります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） イノベーションをもたらす動き 

 １）国による水産政策の改革 

   国は，平成３０年６月に「水産政策の改革について」をとりまとめ，水産資源の

適切な管理と水産業の成長産業化の両立，漁業者の所得向上と年齢バランスのとれ

た漁業就業構造の確立を目指して，「資源管理の高度化」，「沿岸漁業における海面利

用制度の見直し」，「遠洋・沖合漁業許可制度の見直し」等の改革に着手しました。

そのために必要な法整備として，「漁業法等の一部を改正する等の法律（平成３０年

法律第９５号）」が令和２年１２月に施行され，漁業法（昭和２４年法律第２６７

号）が約７０年ぶりに全面改正されました。 

 

   本県においても，国の諸施策と歩調を合わせて，水産資源の適切な管理と水産業

の成長産業化の両立，漁業者の所得向上等に取り組むとともに，地域の特性を踏ま

えて水産業の成長産業化を推進し，沿岸地域の活性化・にぎわいの創出を図ること

が必要です。特に，集団移転や高齢化によって海面利用の急激な低下等が見込まれ

・（旧）時勢に合わせて削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現在の社会情勢のうち、特に、水産業に与える影

響が大きい「物価高騰」を項目として追加 

・魚価等の高騰により特に加工業者は厳しい状況 

審議会・部会意見７：加工・販売 

 

見直し視点：増大するリスク（物価高騰） 

 

 

 

 

 

本文 p.12 
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る地域については、地元漁業協同組合や市町村とも緊密に連携して、地域づくりの

視点も持ちつつ、利用度の維持・向上に向けた検討を行う必要があります。 

 

 ２）スマート水産業の推進 

   国では、ICT、IoT 等の先端技術の活用により、水産資源の持続的利用と水産業

の産業としての持続的成長の両立を実現する次世代の水産業として「スマート水産

業」を推進することとしており、令和元年度に開催された「水産業の明日を拓くス

マート水産業研究会」において、今後の検討方向や検討すべき課題等を整理しまし

た。また、スマート水産業の推進には、データの利活用を適切かつ円滑に行うこと

を可能とするための環境整備が重要であることから、令和２年度から「水産分野に

おけるデータ利活用のための環境整備に係る有識者協議会」を開催し、データの標

準化やデータポリシーの在り方等の論点について検討を行い、ガイドラインを示す

とともに、令和３年度からは、漁業者等によるスマート機器の整備に対する支援な

どを実施しているところです。 

本県水産業は、海洋環境の変化等による水揚量の減少や、就業者の減少・高齢化

による労働力不足などにより厳しい状況にありますが、こうした問題を解決するた

めには、新たな技術を活用した機器の導入等による生産性の向上や、省力化・省人

化、中長期的なコストの削減、各種データに基づく効率的な生産体制の構築など、

スマート水産業の推進により、収益性の向上を図っていくことが必要です。 

 

３）東日本大震災以降に生まれた新たな動き 

   未曾
ぞ

有の被害をもたらした東日本大震災以降、本県水産業においては、それまで

にない様々な試みが進められました。漁村地域においては、民間の力を活用した地

域復興の取組（水産業復興特区の導入）や、経営の再建及び安定化を目的とした協

業化・共同化、法人化などの取組が行われたほか、漁業者と国や県、大学等の試験

研究機関、各種支援団体との連携が強化され、効率的な養殖生産技術など新技術の

導入等が進みました。また、環境に配慮した養殖生産に対する国際認証であるＡＳ

Ｃ認証を南三陸町戸倉地区のカキ養殖業が国内で初めて取得するなど、国際的な取

組にも広く目を向ける視点が養われ、環境配慮の意識も高まるなど多くの成果が得

られました。さらに、意欲ある生産者が連携して輸出までも視野に入れた販路の拡

大に取り組むなど、震災前にはない自発的で積極的な活動が始まっています。流

通・加工業分野においては、事業者がグループで輸出に取り組み、統一ブランドを

開発するなど、事業者単独では成し得ない成果がありました。 

 

   今後もこのような取組を一層促進し、地域全体での競争力強化や、より安定的な

経営形態への移行を図っていくことが重要です。 

 

 

 

 

る地域については，地元漁業協同組合や市町村とも緊密に連携して，地域づくりの

視点も持ちつつ，利用度の維持・向上に向けた検討を行う必要があります。 

 

 ２）スマート水産業の推進 

   水揚量の減少，就業者の減少・高齢化など，水産業を巡る情勢は厳しい状況にあ

る一方，これらを解決することにより，持続的で魅力ある水産業の発展に大きく貢

献できると考えられます。そのために，新たな技術の開発・導入により生産性を向

上させるとともに，省力化や省人化による労働力不足の解消と中長期的なコストの

削減，各種データに基づく効率的な生産体制の構築により，収益性を向上させるこ

とが必要です。 

 

   国は令和元年度の「水産業の明日を拓くスマート水産業研究会」において，スマ

ート水産業を「ＩＣＴ，ＩｏＴ等の先端技術の活用により，水産資源の持続的利用

と水産業の産業としての持続的成長の両立を実現する次世代の水産業」と定義し，

今後の検討方向や検討すべき課題等を整理しています。今後，漁業管理や水産物流

通の高度化に向けて全国的にＩＣＴやＩｏＴ，ＡＩ等の先端技術を活用したスマー

ト水産業の推進が見込まれることから，本県においても漁場情報の共有や漁獲物の

選別自動化などの先端技術の導入を図ることが必要となっています。 

 

 

 ３）東日本大震災以降に生まれた新たな動き 

   未曾
ぞ

有の被害をもたらした東日本大震災以降，本県水産業においては，それまで

にない様々な試みが進められました。漁村地域においては，民間の力を活用した地

域復興の取組（水産業復興特区の導入）が行われたほか，漁業者と国や県，大学等

の試験研究機関，各種支援団体との連携が強化され，養殖品目の効率的な生産技術

など新技術の導入等が進みました。また，環境に配慮した養殖生産に対する国際認

証であるＡＳＣ認証を南三陸町戸倉地区のカキ養殖業が国内で初めて取得するな

ど，国際的な取組にも広く目を向ける視点が養われ，環境配慮の意識も高まるなど

多くの成果が得られました。さらに，意欲ある生産者が連携して輸出までも視野に

入れた販路の拡大に取り組むなど，震災前にはない自発的で積極的な活動が始まっ

ています。流通・加工業分野においては，事業者がグループで輸出に取り組み，統

一ブランドを開発するなど，事業者単独では成し得ない成果がありました。 

 

 

   今後もこのような取組を一層促進し，地域全体での競争力強化や，より安定的な

経営形態への移行を図っていくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

本文 p.12 

・現在の国の取組等に合わせた記載に修正 

 

・構成を下記のように修正 

 ①国はスマート水産業を推進 

②本県においても水揚げ減少や労働力不足などの

問題解決のためスマート水産業による収益性の向

上が必要 
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（３） 重視すべき新しい価値観 

 １）持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の推進 

   国際連合は平成２７年に全世界の共通課題である貧困や不平等・格差、テロや紛

争、気候変動など様々な課題を令和１２年までに解決し、「誰一人取り残さない」

世界の実現を目指すための１７の目標からなる「持続可能な開発目標

（Sustainable Development Goals：ＳＤＧｓ）」を設定し、目標達成に向けた

取組が世界的に進められています。目標の一つである「目標１４ 海の豊かさを守

ろう」では、海洋と海洋資源を保全しつつ持続的に開発していくことの重要性がう

たわれていますが、世界的に達成度は低いとされています（毎年、ＳＤＧｓ達成状

況を分析したレポート「Sustainable Development Report」が発行され、各国

の達成度を４段階で評価しており、目標１４の評価は軒並み低い達成度となってい

ます。なお、令和６年の日本における目標１４の達成度は４段階中、最も低い４番

目の評価）。「海の豊かさを守ろう」などＳＤＧｓが達成を目指す目標は、本県が直

面する水揚量減少・磯焼けの進行等の課題解決においても重要な視点であり、本県

においても目標の達成に向けた取組を推進する必要があります。 

 

 

 ２）環境志向の高まり 

近年，世界的に環境志向が高まっています。水産分野としては、特に、海洋プラス

チックごみが海洋環境を汚染し生態系にも悪影響を及ぼすことが問題視されてお

り、水産資源の持続的利用のみならず、環境保全・改善への配慮の視点を持った対策

が求められています。 

また、地球温暖化の要因である大気中ＣＯ２の削減対策として海洋生物による二酸

化炭素（ＣＯ２）吸収効果（ブルーカーボン効果）が世界的にも注目されています。 

さらに、近年、生物多様性の重要性についての認識が急速に高まっており、令和４

年に開催された生物多様性条約第 15 回締約国会議（COP15）では、生物多様性保

全に関する世界目標「昆明・モントリオール生物多様性枠組」が採択され、生物多様

性の損失を食い止め、自然を回復軌道に乗せる「ネイチャーポジティブ（自然再興）」

を 2030 年までに実現することが目標に掲げられました。 

本県水産業においても、海洋プラスチック問題への対応や、ＣＯ２吸収源として有

望であり、生物多様性の保全にも資する藻場や干潟の造成・保全など、環境に配慮し

た取組を計画的に推進し、その状況を積極的に情報発信することが必要です。 

（３） 重視すべき新しい価値観 

 １）持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の推進 

    国際連合は平成２７年に全世界の共通課題である貧困や不平等・格差，テロや

紛争，気候変動など様々な課題を令和１２年までに解決し，「誰一人取り残さな

い」世界の実現を目指すための１７の目標からなる「持続可能な開発目標

（Sustainable Development Goals：ＳＤＧｓ）」を設定し，目標達成に向けた

取組が世界的に進められています。目標の一つである「目標１４ 海の豊かさを守

ろう」では，海洋と海洋資源を保全しつつ持続的に開発していくことの重要性がう

たわれていますが，世界的に達成度は低いとされています（毎年，ＳＤＧｓ達成状

況を分析したレポート「ＳＤＧ Ｉｎｄｅｘ ａｎｄ Ｄａｓｈｂｏａｒｄｓ Ｒ

ｅｐｏｒｔ」が発行され，各国の達成度を４段階で評価しており，目標１４の評価

は軒並み低い達成度となっています。なお，令和２年の日本における目標１４の達

成度は４段階中，最も低い４番目の評価）。「海の豊かさを守ろう」などＳＤＧｓ

が達成を目指す目標は，本県が直面する水揚量減少・磯焼けの進行等の課題解決に

おいても重要な視点であり，本県においても目標の達成に向けた取組を推進する必

要があります。 

 

 ２）環境志向の高まり 

   近年，世界的に環境志向が高まっています。特に，海洋プラスチックごみが海洋

環境を汚染し生態系にも悪影響を及ぼすことが問題視されており，水産資源の持続

的利用のみならず，環境保全・改善への配慮の視点を持った対策が求められていま

す。 

また，海洋生物による二酸化炭素（ＣＯ２）吸収効果（ブルーカーボン効果）に

ついての研究が進んでおり，地球温暖化の要因である大気中ＣＯ２の削減対策とし

て世界的にも注目されています。このため本県水産業においても，海洋プラスチッ

ク問題への対応やＣＯ２吸収源として有望な藻場の造成など，環境に配慮した取組

を計画的に推進し，その状況を積極的に情報発信することが必要です。 
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 第３章 本県水産業の目指すべき姿 

１ 目指すべき姿“環境と調和した持続可能で活力ある水産業の確立” 

 第２章で示したとおり、本県水産業を巡る状況は大きく変化しており、特に海洋環境

の変化による水揚の変動や、人口減少とそれに伴う国内市場の縮小は、本県水産業が活

力ある産業として持続するために乗り越えなければならない課題です。新たな水産基本

計画の策定に当たっては、水産業が抱える諸課題のみならず、様々な外部環境の変化や

国の政策の方向性等も踏まえ、本県にとって望ましい“水産業の成長産業化”の在り方

を念頭に置いて、“目指すべき姿”を定める必要があります。 

 ここで、本県にとって望ましい“水産業の成長産業化”を「震災からの復旧・復興を

経験した水産業者が、多様な産業・関係者との連携や新しい技術・価値観等の導入を進

め、イノベーションを創出することで、経営環境の変化に柔軟に対応し、自然環境と調

和した持続的産業として安定的に収益を上げ、地域が活性化すること」と定義します。 

 これを踏まえ、水産基本計画（第Ⅲ期）においては、本県水産業が１０年後に目指す

べき姿を、“環境と調和した持続可能で活力ある水産業の確立”とし、その実現に向け

て各種施策を展開していきます。 

 

図：本県水産業の目指すべき姿 

 

２ 県の将来ビジョン、国の水産改革及び持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）との関係 

（１） 県の将来ビジョンとの関係 

  「新・宮城の将来ビジョン」は県政運営の基本的な指針となる総合計画です。本ビ

ジョンでは多様な主体との連携による活力ある宮城を目指すため、持続可能な「未

来」づくりに向けた政策推進の横断的視点として「人づくり」、「地域づくり」、「イノ

ベーション」を掲げ、その土台に「ＳＤＧｓの推進」を位置付けています。また、政

策推進の基本方向として「富県宮城を支える県内産業の持続的な成長促進」、「社会全

体で支える宮城の子ども・子育て」、「誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づ

くり」、「強靭で自然と調和した県土づくり」の４つを柱とするとともに、東日本大震

災の被災地の復興完了に向けたきめ細かなサポートも行っていくこととしています。 

 

  水産基本計画（第Ⅲ期）は、「新・宮城の将来ビジョン」の分野別計画として位置

付けており、ビジョンが目指す方向に沿って施策を展開することで、その推進に寄与

していきます。 

 

（２） 国の水産政策の改革との関係 

  水産業を巡る状況が大きく変化していることを踏まえ、国は平成２９年４月に水産

基本計画を閣議決定し、数量管理等による資源管理の充実や漁業の成長産業化等を強

力に進めるために必要な施策及び関係法律の見直しの検討を行い、その結果として、

平成３０年６月に水産政策の改革の具体的な内容を定めた「水産政策の改革につい

 第３章 本県水産業の目指すべき姿 

１ 目指すべき姿“環境と調和した持続可能で活力ある水産業の確立” 

 第２章で示したとおり，本県水産業を巡る状況は大きく変化しており，特に海洋環境

の変化による水揚の変動や，人口減少とそれに伴う国内市場の縮小は，本県水産業が活

力ある産業として持続するために乗り越えなければならない課題です。新たな水産基本

計画の策定に当たっては，水産業が抱える諸課題のみならず，様々な外部環境の変化や

国の政策の方向性等も踏まえ，本県にとって望ましい“水産業の成長産業化”の在り方

を念頭に置いて，“目指すべき姿”を定める必要があります。 

 ここで，本県にとって望ましい“水産業の成長産業化”を「震災からの復旧・復興を

経験した水産業者が，多様な産業・関係者との連携や新しい技術・価値観等の導入を進

め，イノベーションを創出することで，経営環境の変化に柔軟に対応し，自然環境と調

和した持続的産業として安定的に収益を上げ，地域が活性化すること」と定義します。 

 これを踏まえ，水産基本計画（第Ⅲ期）においては，本県水産業が１０年後に目指す

べき姿を，“環境と調和した持続可能で活力ある水産業の確立”とし，その実現に向

けて各種施策を展開していきます。 

 

図：本県水産業の目指すべき姿 

 

２ 県の将来ビジョン，国の水産改革及び持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）との関係 

（１） 県の将来ビジョンとの関係 

  「新・宮城の将来ビジョン」は県政運営の基本的な指針となる総合計画です。本ビ

ジョンでは多様な主体との連携による活力ある宮城を目指すため，持続可能な「未

来」づくりに向けた政策推進の横断的視点として「人づくり」，「地域づくり」，「イノ

ベーション」を掲げ，その土台に「ＳＤＧｓの推進」を位置付けています。また，政

策推進の基本方向として「富県宮城を支える県内産業の持続的な成長促進」，「社会全

体で支える宮城の子ども・子育て」，「誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づ

くり」，「強靭で自然と調和した県土づくり」の４つを柱とするとともに，東日本大震

災の被災地の復興完了に向けたきめ細かなサポートも行っていくこととしています。 

 

  水産基本計画（第Ⅲ期）は，「新・宮城の将来ビジョン」の分野別計画として位置

付けており，ビジョンが目指す方向に沿って施策を展開することで，その推進に寄与

していきます。 

 

（２） 国の水産政策の改革との関係 

  水産業を巡る状況が大きく変化していることを踏まえ，国は平成２９年４月に新た

な水産基本計画を閣議決定し，数量管理等による資源管理の充実や漁業の成長産業化

等を強力に進めるために必要な施策及び関係法律の見直しを検討することとしまし

た。その結果として，平成３０年６月に「水産政策の改革について」がとりまとめら
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て」がとりまとめられました。この「水産政策の改革について」に基づき、「新たな

資源管理システムの構築」、「漁業者の所得向上に資する流通構造の改革」、「生産性の

向上に資する漁業許可制度の見直し」、「養殖・沿岸漁業の発展に資する海面利用制度

の見直し」、「水産政策の改革の方向性に合わせた漁業協同組合（漁協）制度の見直

し」、「漁村の活性化と国境監視機能を始めとする多面的機能の発揮」といった、水産

資源の適切な管理と水産業の成長産業化の両立を目指した改革の推進と、漁業法改正

をはじめとする法整備等が行われています。 

さらに、令和４年３月に閣議決定された新たな水産基本計画では、持続性のある水

産業の成長産業化と漁村の活性化の実現に向けて、「（1）海洋環境の変化も踏まえた

水産資源管理の着実な実施」、「（2）増大するリスクも踏まえた水産業の成長産業化

の実現」、「（3）地域を支える漁村の活性化の推進」の３つの柱のほか、スマート水

産技術の活用やカーボンニュートラルへの対応、東日本大震災からの復興、水産物の

自給率目標等について今後の方向を示しており、それに基づいた施策が展開されてい

ます。 

 

  本県が策定する水産基本計画（第Ⅲ期）には、国の「水産政策の改革について」や

新たな水産基本計画で示された方向性を念頭に置きつつ、本県の状況に応じた水産業

の成長産業化の在り方、それを実現させるための施策、具体的な取組を盛り込む必要

があります。 

 

（３） 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）との関係 

  「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」は、平成２７年９月の国連サミットにおい

て、「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のために採択

された令和１２年を年限とする１７の国際目標（その下に１６９のターゲット、２３

２の指標）です。その特徴として、普遍性（先進国を含め、全ての国が行動）、包摂性

（人間の安全保障の理念を反映し「誰一人取り残さない」）、参画型（全てのステーク

ホルダーが役割を）、統合性（社会・経済・環境に統合的に取り組む）、透明性（定期

的にフォローアップ）の５つが挙げられています。 

 

  国においては、平成２８年５月に内閣総理大臣を本部長、官房長官・外務大臣を副

本部長、全閣僚を構成員とする「ＳＤＧｓ推進本部」を設置し、各種施策が展開され

ています。 

 

  本県においては、平成３１年４月に知事を本部長とする「宮城県ＳＤＧｓ推進本

部」を設置し、全庁一丸となってＳＤＧｓの達成に向けた取組を展開するとともに、

県民、企業、市町村など、様々な主体の取組や連携を促す取組を進めています。ま

た、「新・宮城の将来ビジョン」の理念や各種施策にもＳＤＧｓが反映されます。 

 

れ，水産資源の適切な管理と水産業の成長産業化を両立させ，漁業者の所得向上と年

齢バランスのとれた漁業就業構造の確立を目指し，「新たな資源管理システムの構

築」，「漁業者の所得向上に資する流通構造の改革」，「生産性の向上に資する漁業許可

制度の見直し」，「養殖・沿岸漁業の発展に資する海面利用制度の見直し」，「水産政策

の改革の方向性に合わせた漁業協同組合（漁協）制度の見直し」及び「漁村の活性化

と国境監視機能を始めとする多面的機能の発揮」に取り組むこととされています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  本県が策定する水産基本計画（第Ⅲ期）には，国の「水産政策の改革について」で

示された方向性を念頭に置きつつ，本県の状況に応じた水産業の成長産業化の在り

方，それを実現させるための施策，具体的な取組を盛り込む必要があります。 

 

 

（３） 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）との関係 

  「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」は，平成２７年９月の国連サミットにおいて，

「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のために採択さ

れた令和１２年を年限とする１７の国際目標（その下に１６９のターゲット，２３２

の指標）です。その特徴として，普遍性（先進国を含め，全ての国が行動），包摂性

（人間の安全保障の理念を反映し「誰一人取り残さない」），参画型（全てのステーク

ホルダーが役割を），統合性（社会・経済・環境に統合的に取り組む），透明性（定期

的にフォローアップ）の５つが挙げられています。 

 

  国においては，平成２８年５月に内閣総理大臣を本部長，官房長官・外務大臣を副

本部長，全閣僚を構成員とする「ＳＤＧｓ推進本部」を設置し，各種施策が展開され

ています。 

 

本県においては，平成３１年４月に知事を本部長とする「宮城県ＳＤＧｓ推進本

部」を設置し，全庁一丸となってＳＤＧｓの達成に向けた取組を展開するとともに，

県民，企業，市町村など，様々な主体の取組や連携を促す取組を進めています。ま

た，「新・宮城の将来ビジョン」の理念や各種施策にもＳＤＧｓが反映されます。 
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  本基本計画においても、ＳＤＧｓが目指す持続可能性の追求は重要な要素であり、

海洋と海洋資源を保全しつつ持続的に開発していくことの重要性をうたった目標「海

の豊かさを守ろう」の達成をはじめ、本県水産業が貢献し得る目標を整理し、達成に

必要な各種施策を盛り込むこととします。 

 

図：SDGｓの関連する目標 
 

  本基本計画においても，ＳＤＧｓが目指す持続可能性の追求は重要な要素であり，

海洋と海洋資源を保全しつつ持続的に開発していくことの重要性をうたった目標「海

の豊かさを守ろう」の達成をはじめ，本県水産業が貢献し得る目標を整理し，達成に

必要な各種施策を盛り込むこととします。 

 

図：SDGｓの関連する目標 
 

 

 

 

 

 

 第４章 政策推進の基本方向等 

１ 目指すべき姿の実現に向けた政策推進の基本方向と１４の施策 

 第２章で示した課題の解決及び第３章で示した目指すべき姿の実現に向けて、漁業・

養殖業生産の基盤となる水域環境・水産資源を良好に保全し、水産業が立地する地域社

会を持続・活性化しながら水産業を成長させていくために、以下の４つの基本方向に沿

って水産業の各分野（①漁業・養殖業、②流通・加工業、③漁村・漁港、④漁場・資

源）において必要な施策を展開していきます。「基本方向」ごとに実施する具体的な施

策については，クロスＳＷＯＴ分析（※）を行って抽出し、１４の施策としてまとめま

した。 

 

図：基本方向の構成 

 

基本方向１ 持続的で収益性が高く、創造的な漁業・養殖生産体制の確立 

（関連分野：①漁業・養殖業） 

  第Ⅱ期計画において、強い経営体の育成と後継者対策の強化を目指し、法人化・協

業化等の推進、担い手確保対策を実施してきましたが、法人や協業体制に移行した経

営体はいまだ少数にとどまっております。沿岸漁業における新規就業者数の実績も目

標（２５人／年）を達成したものの、漁業者数の減少や高齢化のトレンドを踏まえる

と十分とは言えない状況です。また、これまで、遊休化した漁業許可を整理し、新し

く操業を希望する漁業者に発給するなどの許可の見直しや海洋環境の変化に柔軟に対

応できるよう区画漁業権における養殖種類の統合などを進めてきましたが、今後も、

資源の持続的利用と漁業秩序の維持を実現しつつ漁業生産力の向上に向けた許可・免

許制度の運用を進める必要があります。加えて、魚種の変化に対応するための新たな

操業体制への転換や、海水温の上昇に適応した新養殖種や系統の導入、陸上養殖の推

進などにより、海洋環境の変化等に柔軟に対応できる生産体制を構築する必要があり

ます。このため、漁業・養殖業分野においては、「持続的で収益性が高く、創造的な漁

業・養殖生産体制の確立」を基本方向とします。 

 

 第４章 政策推進の基本方向等 

１ 目指すべき姿の実現に向けた政策推進の基本方向と１４の施策 

 第２章で示した課題の解決及び第３章で示した目指すべき姿の実現に向けて，漁業・

養殖業生産の基盤となる水域環境・水産資源を良好に保全し，水産業が立地する地域社

会を持続・活性化しながら水産業を成長させていくために，以下の４つの基本方向に沿

って水産業の各分野（①漁業・養殖業，②流通・加工業，③漁村・漁港，④漁場・資

源）において必要な施策を展開していきます。「基本方向」ごとに実施する具体的な施策

については，クロスＳＷＯＴ分析（※）を行って抽出し，１４の施策としてまとめまし

た。 

 

図：基本方向の構成 

 

基本方向１ 持続的で収益性が高く，創造的な漁業・養殖生産体制の確立 

（関連分野：①漁業・養殖業） 

  第Ⅱ期計画において，強い経営体の育成と後継者対策の強化を目指し，法人化・協

業化等の推進，担い手確保対策を実施してきましたが，法人や協業体制に移行した経

営体はいまだ少数にとどまっております。沿岸漁業における新規就業者数の実績も目

標（２５人／年）を達成したものの，漁業者数の減少や高齢化のトレンドを踏まえる

と十分とは言えない状況です。また，これまで，遊休化した漁業許可を整理し，新し

く操業を希望する漁業者に発給するなど，許可の見直しを進めてきましたが，今後

も，資源の持続的利用と漁業秩序の維持を実現しつつ漁業生産力の向上に向けた許可

制度の運用を進める必要があります。加えて，海水温の上昇に適応した新養殖種や系

統を導入するなど，海洋環境の変化等に柔軟に対応できる新しい漁業免許の運用を図

る必要があります。このため，漁業・養殖業分野においては，「持続的で収益性が高

く，創造的な漁業・養殖生産体制の確立」を基本方向とします。 

 

 

 

 

本文 p.17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・項目名変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

・漁業法改正後の許可運用、漁業権一斉切り替え後

 の内容に時点修正 

・不漁対策、養殖生産物のへい死・生育不良への対

 策、陸上養殖の推進など、海洋環境の変化等への

 柔軟な対応について追記 

審議会・部会意見６：海洋環境の変化① 

見直し視点：変化する海洋環境への適応 
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図：基本方向１ 関連施策 

 

基本方向２ 社会・経済環境の変化に対応できる流通・加工業の体制構築と水産物の販

売力強化  

（関連分野：②流通・加工業） 

  流通・加工業においては、施設設備の復旧が進む一方で、復旧に要した借入金の返

済、水揚量減少や国際情勢の不安定化、円安の進行等による原料・資材等の調達難や

価格の高騰・高止まり、人手不足、物流コストの上昇、震災により喪失した販路が十

分に回復していないことなどにより、経営環境は非常に厳しく、事業継続が困難とな

る事業者も現れている状況にあります。このため、目下の課題に対処しつつ事業者の

経営力と生産性を向上させ、震災後、整備の進んだ交通インフラを活用した輸出等も

視野に入れて、販売力の強化を図る必要があります。また、漁業生産から流通・加工

まで、水産関係事業者が連携して地域で稼ぐ力を高めていくことも必要であることか

ら、流通・加工業分野においては、「社会・経済環境の変化に対応できる流通・加工

業の体制構築と水産物の販売力強化」を基本方向とします。 

 

図：基本方向２ 関連施策 

 

基本方向３ 将来にわたって持続する活力ある漁業地域とそれを支える人づくり 

（関連分野：③漁村・漁港） 

  水産業は、本県沿岸地域の基幹産業として、地域の暮らしや経済を支える重要な柱

です。その持続的な発展のためには、変化する社会・自然環境に適応しながら、漁場

から水揚げ・加工・流通に至るまで一体的に機能させ、漁業地域の活力を高めていく

必要があります。 

しかし、本県沿岸地域では、自然災害の頻発化・激甚化に加え、人口減少や高齢化

に伴う担い手不足が進んでおり、漁港施設の利用度や地域資源の活用の低下が将来へ

の懸念となっています。 

 このため今後は、防災・減災に向けた取組や、復旧整備された漁港施設の適切な維

持管理、地域資源の活用を中心とした「地域づくり」に加え、水産業を担う人材の確

保・育成や経営の高度化などの「人づくり」の取組を強化していくことが重要です。 

 さらに、漁業者をはじめ自治体・企業・団体など、地域の多様な主体が海業等の取

組を通じて、地域の魅力を発信し、経済活動を広げていくことが求められます。 

 こうした「地域づくり」と「人づくり」の両面から、漁村・漁港分野の政策を進め

る必要があるため、この分野においては、「将来にわたって持続する活力ある漁業地域

とそれを支える人づくり」を基本方向とします。 

 

図：基本方向３ 関連施策 

 

 

図：基本方向１ 関連施策 

 

基本方向２ 社会・経済環境の変化に対応できる流通・加工業の体制構築と水産物の販

売力強化  

（関連分野：②流通・加工業） 

  流通・加工業においては，施設設備の復旧が進む一方で，復旧に要した借入金の返

済，水揚量減少等による原料の不足・価格高騰，人手不足，震災により喪失した販路

が十分に回復していないことなど，取り巻く経営環境は非常に厳しく，事業継続が困

難となる事業者も現れている状況にあります。このため，原料価格の高騰や人手不足

等の目下の課題に対処しつつ事業者の経営力と生産性を向上させ，震災後，整備の進

んだ交通インフラを活用した輸出等も視野に入れて，販売力の強化を図る必要があり

ます。また，漁業生産から流通・加工まで，水産関係事業者が連携して地域で稼ぐ力

を高めていくことも必要であることから，流通・加工業分野においては，「社会・経

済環境の変化に対応できる流通・加工業の体制構築と水産物の販売力強化」を基本方

向とします。 

 

図：基本方向２ 関連施策 

 

基本方向３ 将来にわたって持続する活力ある漁業地域とそれを支える人づくり 

（関連分野：③漁村・漁港） 

  水産業は本県沿岸地域の基幹産業であるため，漁業地域の活力を高め持続させてい

くことは地域政策の観点からも重要となります。特に漁業地域においては，人口減

少・高齢化の影響が顕著に現れると考えられ，また，集落の高台移転等により震災前

とは大きく姿を変えた地域も存在します。今後は漁村・漁港分野の政策についても，

頻発化・激甚化する自然災害に対する防災・減災に向けた取組や復旧整備した漁港施

設の適切な維持管理と利活用の促進に加え，地域づくりと地域をけん引する人材の育

成の視点を持って進める必要があります。このため，漁村・漁港分野においては，「将

来にわたって持続する活力ある漁業地域とそれを支える人づくり」を基本方向としま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

図：基本方向３ 関連施策 

 

 

・施策３の取組項目名変更に伴い修正 

 

本文 p.18 

 

 

 

・時勢に合わせ、現状の問題点を追記 

 

・言い回し修正 

 

 

 

 

 

 

 

・施策５の取組項目名変更に伴い修正 

 

 

 

 

・水産業を担う人材の確保・育成に加え、海業等

に取り組む多様な主体、プレイヤーと連携し、

漁業地域の活性化につなげていくことを念頭に

修正。 

 

 

 

 

 

見直し視点：変化する海洋環境への適応 

・・・防災機能強化 

見直し視点：増大するリスク 

・・・担い手確保・育成対策 
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基本方向４ 海と内水面の豊かさを守り支える資源管理と漁場・水域環境保全の推進

（関連分野：④漁場・資源） 

  生産力の高い漁場は持続的な漁業を支える基盤となるため、沖合に残るガレキの撤

去や漁場の修復・造成を行い、適切に保全・管理していくことが必要です。   そ

の際には漁場としての機能のみに着目するのではなく、ＣＯ2の吸収や生物多様性の維

持など、多面的な機能を発揮する水域環境全体を捉え、その保全を図っていく必要が

あります。また、水産資源の持続的な利用を確保するため、科学的根拠に基づく適切

な資源管理や、種苗放流による資源造成の取組を推進し、資源の回復や維持を図って

いくことが重要です。さらに、河川や湖沼など内水面の環境についても、自然体験や

遊漁者のレクリエーションの場としてだけでなく、陸域の有機物や栄養塩等の供給に

より豊かな海の生態系に貢献するなど重要な役割を担っていることから、その保全を

図っていく必要があります。このため、漁場・資源分野においては、「海と内水面の豊

かさを守り支える資源管理と漁場・水域環境保全の推進」を基本方向とします。 

 

 

図：基本方向４ 関連施策 

 

図：SDGｓと施策の関係 

 

 

２ 政策推進のロードマップと具体的な施策 

政策推進のロードマップ 

 

図：政策推進のロードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図：“環境と調和した持続可能で活力ある水産業の確立”を目指した施策の展開 

 

 

 

基本方向４ 海の豊かさを守り支える資源管理と漁場・水域環境保全の推進 

（関連分野：④漁場・資源） 

  生産力の高い漁場は持続的な漁業を支える基盤となるため，沖合に残るガレキの撤

去や漁場の修復・造成を行い，適切に保全・管理していくことが必要です。また，そ

の際には漁場としての機能のみに着目するのではなく，ＣＯ2の吸収や生物多様性の維

持など，多面的な機能を発揮する水域環境全体を捉え，その保全を図っていく必要が

あります。さらに，河川や湖沼など内水面の環境についても，自然体験や遊漁者のレ

クリエーションの場としてだけでなく，陸域の有機物や栄養塩等の供給により豊かな

海の生態系に貢献するなど重要な役割を担っており，その保全を図っていく必要があ

ります。このため，漁場・資源分野においては，「海の豊かさを守り支える資源管理と

漁場・水域環境保全の推進」を基本方向とします。 

 

 

 

 

図：基本方向４ 関連施策 

 

図：SDGｓと施策の関係 

 

 

２ 政策推進のロードマップと具体的な施策 

政策推進のロードマップ 

 

図：政策推進のロードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図：“環境と調和した持続可能で活力ある水産業の確立”を目指した施策の展開 

 

 

 

・項目名変更                        本文 p.19 

 

 

 

 

 

 

・漁場だけでなく資源に関する記述を追加 

・言い回し修正 

 

 

・項目名変更に合わせて修正 

 

 

 

・施策の統合、新設により修正 

 

・施策の統合、新設により修正 

 

 

・施策３ 陸上養殖施設の完成に合わせてロード 

マップの年度修正 

・施策５ 「コロナによる社会情勢～」の前置き

削除 

・施策６・７ 事業者連携終期年度修正 

 R7→R12 

審議会・部会意見２：事業者間連携 

・施策７ 衛生管理強化終期年度修正 R7→R12 

・施策８ 海業を追記 

・施策 12～14 施策の統合、新設により修正 

 

 

 

 

 

・中間見直しの内容が固まった後に図を調製 
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【現状・課題】 

○生産性・安全性等の向上に向けた漁船・漁具等の更新 

・震災からの復旧事業として漁船・漁具の整備を進めてきましたが、今後、生産性の維持

やメンテナンス経費削減のため計画的な更新が必要です。 

・また、生産量の増加が見込み難い中、収益性を高めるためには、省エネ・省コストで操

業できる漁船・漁具の導入が重要となります。加えて漁船の更新時には、乗組員の労働

環境改善に向けて、漁船の居住性及び安全性の向上も必要です。 

 

○新技術・スマート水産業の推進 

・漁業生産量の減少、就業者の減少・高齢化など、水産業を取り巻く状況が厳しい中で、

自動化・省力化による生産性の向上が一層必要です。これらの課題を解決する手法の一

つとしてＩＣＴやＡＩ等の先端技術を活用したスマート水産業が着目されており、本県

においてもスマート水産業の社会実装に向けた取組を加速していく必要があります。 

・また、漁業用燃油使用に係る経費が漁業経営を圧迫していることから、経営の安定に向

けた省エネ・省コスト化の推進が必要です。 

 

 

○操業体制の見直し 

・本県の近海まぐろはえ縄漁業や沖合底びき網漁業等においては、国の漁業構造改革総合

対策事業等を活用し、操業体制の見直しによる高付加価値化やコスト削減の取組が行わ

れています。 

 

【目指す姿】 

・計画的な漁船・漁具の更新により、遠洋・沖合漁業漁船の勢力維持と船齢の若返りが図

られています。また、居住性や安全性が向上し、働きやすく生産性が高い労働環境を実

現しています。 

・水産業のスマート化が進み、ＩＣＴ技術等で蓄積・解析された漁場データが漁業間で有

効利用されるなど、生産性が向上しています。 

・推進抵抗の少ない船体、燃油使用量を削減できる推進機関や漁具等の積極的な導入と効

率的な漁場探索ができる集団操業への転換により、操業の省エネ・省コスト化が進んで

います。 

  

【目指す姿実現のための取組方向】 

○生産性・安全性等の向上に向けた漁船・漁具等の更新 

・東日本大震災からの復旧事業で整備した漁船・漁具の適正管理と計画的な更新 

・水産業成長産業化沿岸地域創出事業等の活用による漁船の更新と漁業構造改革総合対

策事業による改良型漁船の導入推進 

 

○新技術・スマート水産業の推進 

・漁場データの共有や選別の自動化等による省エネ・省コスト漁船漁業の推進 

・機械化や先端技術の導入による生産性・経営効率の向上と高齢者や女性が働きやすい環

境整備 

 

○操業体制の見直し 

・集団操業への転換による省エネ・省コスト化の推進 

・航海日数の短期化による漁獲物の高付加価値化や労働環境の改善 

 

 

 

【現状・課題】 

○生産性・安全性等の向上に向けた漁船・漁具等の更新 

・震災からの復旧事業として漁船・漁具の整備を進めてきましたが，今後，生産性の維

持やメンテナンス経費削減のため計画的な更新が必要です。 

・また，生産量の増加が見込み難い中，収益性を高めるためには，省エネ・省コストで

操業できる漁船・漁具の導入が重要となります。加えて漁船の更新時には，乗組員の

労働環境改善に向けて，漁船の居住性及び安全性の向上も必要です。 

 

○新技術・スマート水産業の推進 

・漁業生産量の減少，就業者の減少・高齢化など，水産業を取り巻く状況が厳しい中

で，自動化・省力化による生産性の向上が一層必要です。これらの課題を解決する手

法の一つとしてＩＣＴやＡＩ等の先端技術を活用したスマート水産業が着目されてお

り，本県においてもスマート水産業の社会実装に向けた取組を加速していく必要があ

ります。 

・また，漁業用燃油使用に係る経費が漁業経営を圧迫していることから，経営の安定に

向けた省エネ・省コスト化の推進が必要です。 

 

○操業体制の見直し 

・本県の近海まぐろはえ縄漁業や沖合底びき網漁業等においては，国の漁業構造改革総

合対策事業等を活用し，操業体制の見直しによる高付加価値化やコスト削減の取組が

行われています。 

 

【目指す姿】 

・計画的な漁船・漁具の更新により，遠洋・沖合漁業漁船の勢力維持と船齢の若返りが

図られています。また，居住性や安全性が向上し，働きやすく生産性が高い労働環境

を実現しています。 

・水産業のスマート化が進み，ＩＣＴ技術等で蓄積・解析された漁場データが漁業間で

有効利用されるなど，生産性が向上しています。 

・推進抵抗の少ない船体，燃油使用量を削減できる推進機関や漁具等の積極的な導入と

効率的な漁場探索ができる集団操業への転換により，操業の省エネ・省コスト化が進

んでいます 

 

【目指す姿実現のための取組方向】 

○生産性・安全性等の向上に向けた漁船・漁具等の更新 

・東日本大震災からの復旧事業で整備した漁船・漁具の適正管理と計画的な更新 

・水産業成長産業化沿岸地域創出事業等の活用による漁船の更新と漁業構造改革総合対

策事業による改良型漁船の導入推進 

 

○新技術・スマート水産業の推進 

・漁場データの共有や選別の自動化等による省エネ・省コスト漁船漁業の推進 

・機械化や先端技術の導入による生産性・経営効率の向上と高齢者や女性が働きやすい

環境整備 

 

○操業体制の見直し 

・集団操業への転換による省エネ・省コスト化の推進 

・航海日数の短期化による漁獲物の高付加価値化や労働環境の改善 

 

本文 p.24 
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【現状・課題】 

○資源や漁場の有効活用に向けた漁業調整と漁業許可制度等の見直し 

・海洋環境の変化により漁獲される魚種が変化しており、資源の有効活用及び漁業経営

継続のため、許可制度等の見直しが必要です。 

 

○増加傾向にある魚種への対応と漁獲物の高付加価値化 

・震災後、極端な不漁となっている魚種がある一方で、これまで本県ではあまり水揚が

多くなかったタチウオ、チダイ、アカムツ、ケンサキイカなどの水揚が増加傾向にあ

り、これらの魚種の利用率向上や高付加価値化に取り組んでいく必要があります。 

 

○漁船漁業と養殖業の組合せなど経営多角化の推進 

・これまでは過剰な漁獲、養殖場の過密利用が課題となっており、新規漁業許可や柔軟

な漁場の利用が難しい状況にありました。 

・東日本大震災以降、急速に漁業者が減少したため、漁場の過密は解消されつつあり、

経営の多角化に取り組みやすい状況となっています。 

 

○新技術・スマート水産業の推進 

・漁業生産量の減少、就業者の減少・高齢化など、水産業を取り巻く状況が厳しい中

で、漁船漁業においても、作業の省力化や生産性の向上に向けたＩＣＴやＡＩ等の先

端技術活用が一層必要です。 

・本県においては、東日本大震災以降、国や大学等の研究機関との連携が進んだことか

ら、新技術導入を推進しやすい環境が整っています。 

  

【目指す姿】 

・資源管理を行いながら、資源や海洋環境の状況に応じて漁法や漁獲対象となる魚種を

転換するなど、変化に強い漁業経営を実現しています。 

・活け締めなどの鮮度保持技術や高品質を保てる凍結技術等の活用により、様々な市場

ニーズに対応できる体制を構築することで評価が高まり、良質な水産物を供給する産

地として内外から認知されています。 

・漁船漁業と養殖業の組合せなど多様な収入源を確保することで、特定の魚種が不漁に

なっても収入を確保できる安定した漁業経営が営まれています。  

・水産業のスマート化技術の導入により、漁労作業の軽減や漁場探索時間の削減などが

進み、生産性向上が図られています。 

・燃油使用量を削減できる新しい漁船・漁具への更新を計画的に行い、省コスト化が進

んでいます。 

 

【現状・課題】 

○資源や漁場の有効活用に向けた漁業調整と漁業許可制度等の見直し 

・海洋環境の変化により漁獲される魚種が変化しており，資源の有効活用及び漁業経営

継続のため，許可制度等の見直しが必要です。 

 

○増加傾向にある魚種への対応と漁獲物の高付加価値化 

・震災後，極端な不漁となっている魚種がある一方で，これまで本県ではあまり水揚が

多くなかったブリ・サワラ・タチウオ・ガザミなどの水揚が増加傾向にあり，今後は

これら魚種の利用率向上や高付加価値化に取り組んでいく必要があります。 

 

○漁船漁業と養殖業の組合せなど経営多角化の推進 

・これまでは過剰な漁獲，養殖場の過密利用が課題となっており，新規漁業許可や柔軟

な漁場の利用が難しい状況にありました。 

・東日本大震災を契機に漁業者が減少したため，漁場の過密は解消されつつあり，経営

の多角化に取り組みやすい状況となっています。 

 

○新技術・スマート水産業の推進 

・漁業生産量の減少，就業者の減少・高齢化など，水産業を取り巻く状況が厳しい中

で，漁船漁業においても，作業の省力化や生産性の向上に向けたＩＣＴやＡＩ等の先

端技術活用が一層必要です。 

・本県においては，東日本大震災からの復旧を契機に国や大学等の研究機関との連携が

進んだことから，新技術導入を推進しやすい環境が整っています。 

 

【目指す姿】 

・資源管理を行いながら，資源や海洋環境の状況に応じて漁法や漁獲対象となる魚種を

転換するなど，変化に強い漁業経営を実現しています。 

・活け締めなどの鮮度保持技術や高品質を保てる凍結技術等の活用により，様々な市場

ニーズに対応できる体制を構築することで評価が高まり，良質な水産物を供給する産

地として内外から認知されています。 

・漁船漁業と養殖業の組合せなど多様な収入源を確保することで，特定の魚種が不漁に

なっても収入を確保できる安定した漁業経営が営まれています。  

・水産業のスマート化技術の導入により，漁労作業の軽減や漁場探索時間の削減などが

進み，生産性向上が図られています。 

・燃油使用量を削減できる新しい漁船・漁具への更新を計画的に行い，省コスト化が進

んでいます。 

 

本文 p.25 

 

 

 

 

 

 

 

・現在の水揚状況に合わせて魚種を修正 

 

 

 

 

 

・「契機」が適切でないため修正 

 

 

 

 

 

 

・「契機」が適切でないため修正 
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【目指す姿実現のための取組方向】 

○資源や漁場の有効活用に向けた漁業調整と漁業許可制度等の見直し 

・漁業経営の安定化に向け、操業トラブルの防止を図りつつ、資源状況に応じて漁業種

類の転換が可能となる仕組みの構築 

 

○増加傾向にある魚種への対応と漁獲物の高付加価値化 

・増加傾向にある魚種を有効に活用するための資源状況把握と適切な管理手法の開発 

・海洋環境の変化に対応した新たな操業体制への転換に必要な技術・知識の習得や漁具

等の整備 

・市場ニーズの的確な把握と漁獲物の高付加価値化に資する取組（活け締めや選別等）

の推進 

 

○漁船漁業と養殖業の組合せなど経営多角化の推進 

・経営多角化モデルの構築と成功事例の普及 

・新たな漁業種類の着業に必要となる漁船・漁具等の導入推進 

 

○新技術・スマート水産業の推進  

・国や大学等の試験研究機関との連携による新技術の開発・導入促進 

・ＡＩ技術等の活用による高精度な漁海況情報に基づく効率的な操業 

・漁労作業や魚群探索活動などの負担軽減に向けた自動化・省力化技術の導入推進 

 

【現状・課題】

○水産物や種苗の安定生産・確保 

・地球温暖化や黒潮続流からの暖水波及などを要因とした海水温上昇等の海洋環境の変

化により、本県の主要な養殖種であるカキやホタテガイ、ギンザケ、ホヤなどに生育

不良やへい死、生産期間の短縮などが生じ、生産が不安定な状況となっています。こ

のため、主に高水温対策を念頭に置きつつ、生産の安定を図る取組を推進することが

重要です。 

・これまでもホヤの被のう軟化症や内水面・海面におけるギンザケの赤血球封入体症候

群（ＥＩＢＳ）等の魚病が養殖対象種に大きな被害を及ぼしており、新たな病原体が

侵入すると感染症が蔓延して甚大な被害が生じる可能性があります。 

・国際情勢の不安定化や円安等により燃油や配合飼料、資材等の価格が高騰・高止まり

していることから、経営への影響を緩和するための支援策を講じていく必要がありま

す。 

 

【目指す姿実現のための取組方向】 

〇資源や漁場の有効活用に向けた漁業調整と漁業許可制度等の見直し 

・漁業経営の安定化に向け，操業トラブルの防止を図りつつ，資源状況に応じて漁業

種類の転換が可能となる仕組みの構築 

 

○増加傾向にある魚種への対応と漁獲物の高付加価値化  

・増加傾向にある魚種を有効に活用するための資源状況把握と適切な管理手法の開発 

 

 

・市場ニーズの的確な把握と漁獲物の高付加価値化に資する取組（活け締めや選別

等）の推進 

 

○漁船漁業と養殖業の組合せなど経営多角化の推進  

・経営多角化モデルの構築と成功事例の普及 

・新たな漁業種類の着業に必要となる漁船・漁具等の導入推進 

 

○新技術・スマート水産業の推進  

・国や大学等の試験研究機関との連携による新技術の開発・導入促進 

・ＡＩ技術等の活用による高精度な漁海況情報に基づく効率的な操業 

・漁労作業や魚群探索活動などの負担軽減に向けた自動化・省力化技術の導入推進 

 

【現状・課題】

○水産物や種苗の安定生産・確保 

・海洋環境の変化等により生産が不安定となっているホタテガイや韓国の輸入規制の継

続により過剰生産となっているホヤなど，現在，主力となっている養殖品目に課題が

生じています。 

 

 

・これまでもホヤの被のう軟化症や内水面・海面におけるギンザケの赤血球封入体症候

群（ＥＩＢＳ）等の魚病が養殖対象種に大きな被害を及ぼしており，新たな病原体が

侵入すると感染症が蔓延して甚大な被害が生じる可能性があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・漁船漁業の不漁対策 

審議会・部会意見６：海洋環境の変化 

見直し視点：変化する海洋環境への適応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本文 p.26 

 

 

 

 

・海水温上昇の影響がより深刻になっている現状に

合わせて魚種の追加等、書きぶりを修正 

 

 

 

 

 

 

・近年の情勢を記載 
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・内水面養殖業においては、本県の主力養殖品目であるギンザケの稚魚生産を始め、県

水産技術総合センターで技術開発を行った「伊達いわな」や、ニジマス、ヤマメ、コ

イ、アユ等の生産が行われていますが、近年、温暖化に伴う飼育水温の上昇により、

摂餌不良等による生産不調が生じていることから、環境変化に対応した生産体制の構

築が必要です。 

 

○市場ニーズと地域特性に応じた生産による収益性の向上 

・同じ養殖種でも地域により品質差が生じることに加え、海洋環境の変化による生産期

間の短縮化などにより、これまでどおりの出荷時期や出荷量を確保することが難しい

状況にあることから、収益性の確保・向上を図るため、漁場の特性や環境の変化、市

場ニーズに応じた生産の在り方を検討していく必要があります。 

 

○新たな養殖種の導入と漁場の有効利用を図るための免許制度の運用 

・海洋環境の変化により生産が不安定となる養殖種があることから、新たな養殖種や系

統の養殖について検討するとともに、漁業権切替えにあわせ、これらを導入できるよ

う調整する必要があります。 

・東日本大震災以降、漁業者が減少し、漁場の過密状態が解消された地域がある一方

で、集団移転や高齢化によって海面利用の急激な低下等が見込まれる地域がありま

す。このため、漁業権の内容も含め、養殖漁場の適切かつ有効な利用の在り方を検討

する必要があります。 

 

○新技術・スマート水産業の推進 

・ワカメ、カキ等の養殖業では、これまで労働集約型経営が行われてきましたが、漁業

者の高齢化、後継者不足等が進行しています。このため、新技術の導入や、スマート

水産業等による生産性の向上が必要です。 

 

・令和６年４月に竣工した県水産技術総合センター閉鎖循環式陸上養殖研究棟におい

て、外部環境の影響を受けにくく、比較的安定生産が可能な循環式陸上養殖に関する

試験研究が開始されています。 

 

○水産エコラベルの取得など環境負荷の少ない養殖業の推進 

・持続的な養殖生産に向け、環境負荷の軽減は必須であると同時に、環境志向の高まり

により、持続可能な水産物を認証する水産エコラベルの取得が市場取引の際の判断基

準になりつつあります。 

・本県沿岸域の養殖可能な海面には限りがある一方で、陸地には利用可能な集団移転跡

地があり、新たな産業の誘致や水産加工業者の安定した原料調達手段として、陸上養

殖への関心が高まっています。 

  

○安全・安心な生産物の供給 

 

 

 

 

 

 

○市場ニーズと地域特性に応じた生産による収益性の向上 

・同じ養殖品目でも地域により品質差が生じるため，漁場特性に応じた生産を行う必要

があります。 

 

 

 

○新たな品種の導入と漁場の有効利用を図るための免許制度の運用 

・海洋環境の変化により生産が不安定となる養殖品目があることから，新たな種・系統

の養殖について検討するとともに，漁業権切替にあわせ，これら品種を導入できるよ

う調整する必要があります。 

・東日本大震災を契機に漁業者が減少し，漁場の過密状態が解消された地域がある一方

で，集団移転や高齢化によって海面利用の急激な低下等が見込まれる地域がありま

す。このため，漁業権の内容も含め，養殖漁場の適切かつ有効な利用の在り方を検討

する必要があります。 

 

○新技術・スマート水産業の推進 

・ワカメ，カキ等の養殖業では，これまで労働集約型経営が行われてきましたが，漁業

者の高齢化，後継者不足等が進行していることから，生産性の向上が必要です。 

 

・また，養殖用餌料等に係る経費が漁業経営を圧迫しています。 

 

 

 

 

○水産エコラベルの取得など環境負荷の少ない養殖業の推進 

・持続的な養殖生産に向け，環境負荷の軽減は必須であると同時に，環境志向の高まり

により，持続可能な水産物を認証する水産エコラベルの取得が市場取引の際の判断基

準になりつつあります。 

・本県沿岸域の養殖可能な海面には限りがある一方で，陸地には利用可能な集団移転跡

地があり，新たな産業の誘致や水産加工業者の安定した原料調達手段として，陸上養

殖への関心が高まっています。 

  

○安全・安心な生産物の供給 

・内水面養殖業に関する記載を追加 

 

 

 

 

 

 

・「地域特性に応じた」に関する文言を追加 

 

・海洋環境の変化への対応の追記 

審議会・部会意見６：海洋環境の変化 

 

・養殖振興プランにあわせ「養殖種」に統一 

 

 

 

・「契機」が適切でないため修正 

 

 

 

 

 

 

・言い回し修正 

 

・（旧）新技術・スマート水産業の内容と合ってい

ないため「養殖用～います。」を削除 

・陸上養殖研究棟による研究が開始された旨を追記 
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・ノロウイルスによる食中毒の発生事例が社会的に注目されるなど、食品衛生に関する

消費者の関心が高まっています。 

・貝類、ホヤについて、食中毒の原因となる貝毒等の監視体制を強化し、毒化貝等の流通

防止を図っています。 

 

 

【目指す姿】 

・新たな養殖種や系統の導入及び防疫体制の強化、海洋環境の変化に対応した養殖方法

の導入や漁場の利用等により、安定的な養殖生産が行われています。 

・漁場の特性を適正に把握した上で、市場ニーズに応じた特色ある高品質な養殖生産物

が生産されるとともに、意欲ある漁業者が新たな養殖種を含め生産量を増やすなど、

漁場を効率的に利用し、収益性の高い養殖業が営まれています。 

・ＡＩやＩＣＴ等、先端技術の活用により生産性が向上するとともに、環境負荷の少な

い養殖業の推進により、“環境配慮や資源の持続的利用において先進的な宮城の水産

業”のイメージが確立し、国内外から高い評価を得ています。 

・陸上養殖が産業化され、地域ごとに特徴ある水産物が生産されるとともに、海面での

水揚減少を補い、加工原料としても活用されています。 

・国内外からの要求に応えられる貝毒やノロウイルスなどの監視体制が確立し、継続さ

れています。 

 

【目指す姿実現のための取組方向】 

○水産物や種苗の安定生産・確保 

 

・閉鎖循環式陸上養殖研究棟の活用等による安定した養殖生産・種苗供給のための技術

開発・技術普及 

・健全な種苗の導入、適正密度養殖の推進、生産者の防疫意識の向上による魚病被害の

軽減 

・垂下式養殖における深下げや漁場の沖合化など、海洋環境の変化に対応した養殖方法

や漁場利用の検討 

・燃油や配合飼料等の価格高騰対策のための漁業経営セーフティーネットへの加入促進等  

 

○市場ニーズと地域特性に応じた生産による収益性の向上 

・市場ニーズと地域の特色を踏まえた、効率的で高品質な生産ができる養殖モデルの構

築と生産技術の改良普及 

 

○新たな養殖種の導入と漁場の有効利用を図るための免許制度の運用 

・環境変化に対応した新たな養殖種や系統の探索 

・近隣地区との連携のもと、意欲ある漁業者によって漁場利用度の維持・向上が図られ

る仕組みの構築 

・ノロウイルスによる食中毒の発生事例が社会的に注目されるなど，食品衛生に関する

消費者の関心が高まっています。 

・貝類，ホヤについて，食中毒の原因となる貝毒等の監視体制を強化し，毒化貝等の流

通防止を図っていますが，東日本大震災後にまひ性貝毒が広域化・長期化する傾向に

あります。  

【目指す姿】 

・新たな養殖種や系統の導入及び防疫体制の強化により，環境変化に対応した安定的

な養殖生産が行われています。 

・漁場の特性を適正に把握した上で，市場ニーズに応じた特色ある高品質な養殖生産

物が生産されるとともに，意欲ある漁業者が新たな養殖品目を含め生産量を増やす

など，漁場を効率的に利用し，収益性の高い養殖業が営まれています。 

・ＡＩやＩＣＴ等，先端技術の活用により生産性が向上するとともに，環境負荷の少

ない養殖業の推進により，“環境配慮や資源の持続的利用において先進的な宮城の

水産業”のイメージが確立し，国内外から高い評価を得ています。 

・陸上養殖が産業化され，地域ごとに特徴ある水産物が生産されるとともに，海面で

の水揚減少を補い，加工原料としても活用されています。 

・国内外からの要求に応えられる貝毒やノロウイルスなどの監視体制が確立し，継続

されています。 

 

【目指す姿実現のための取組方向】 

○水産物や種苗の安定生産・確保 

・環境変化に対応した新たな養殖種や系統の探索，生産技術の開発，普及 

 

 

・健全な種苗の導入，適正密度養殖の推進，生産者の防疫意識の向上による魚病被害

の軽減 

 

 

 

 

○市場ニーズと地域特性に応じた生産による収益性の向上  

・市場ニーズと地域の特色を踏まえた，効率的で高品質な生産ができる養殖モデルの

構築と生産技術の改良普及 

 

○新たな品種の導入と漁場の有効利用を図るための免許制度の運用 

 

・近隣地区との連携のもと，意欲ある漁業者によって漁場利用度の維持・向上が図ら

れる仕組みの構築 

 

 

 

・（旧）近年、沈静化しているため削除 

 

 

 

・海洋環境の変化への対応として、垂下式養殖の深

下げや漁場の沖合化をイメージし、追記 

・新たな養殖種等の導入＝高水温耐性等 

審議会・部会意見６：海洋環境の変化 

見直し視点：変化する海洋環境への適応 

・文言修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・（旧）別項目へ 

・陸上養殖研究棟の活用を追記 

見直し視点：変化する海洋環境への適応 

 

 

・海洋環境の変化に対応を追記 

審議会・部会意見６：海洋環境の変化 

見直し視点：変化する海洋環境への適応 

・物価高騰対策に係る支援を追記 

見直し視点：増大するリスク 

 

 

 

 

・項目「水産物や種苗の安定生産・確保」から移記 

・新たな養殖種等の導入＝高水温耐性等 

審議会・部会意見６：海洋環境の変化 
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○新技術・スマート水産業の推進 

・海洋情報をリアルタイムで把握可能なスマートブイの設置等による効率的養殖業の推

進 

・機械化や先端技術の導入による生産性・経営効率の向上と高齢者や女性が働きやすい

環境整備 

 

○水産エコラベルの取得など環境負荷の少ない養殖業の推進 

・持続可能で環境や生態系の保全に配慮した養殖業の推進とＡＳＣなど水産エコラベル

の取得 

・閉鎖循環式陸上養殖等に関する技術開発と普及の推進  

 

○安全・安心な生産物の供給 

・食中毒の原因となる貝毒やノロウイルスなどの監視継続 

 

 

【現状・課題】 

○施設復旧した水産加工業者の経営改善 

・東日本大震災により甚大な被害を受けた本県の水産加工業者においては、施設設備の

復旧は進みましたが、県内魚市場の水揚量の減少や国際情勢の不安定化、円安の進行

等による加工原料・資材等の価格高騰・高止まりと調達難、復旧に要した借入金の返

済、人手不足、物流コストの上昇などにより、経営環境は非常に厳しく、事業継続が

困難となる事業者も現れている状況にあります。 

 

○生産性の向上 

・本県の水産加工業者は復旧期間に失った販路の回復や新規開拓に取り組んできました

が、他産地との競争の中、獲得した販路を維持・拡大していくためには、生産性の向

上によるコスト競争力の強化や他産地と差別化できるビジネスモデルの策定が必要で

す。 

 

○新技術・スマート水産業の推進 

・流通の起点となる魚市場や養殖生産物の共販施設等の復旧は進みましたが、施設を運

用する人手不足の問題は更に深刻化する見込みであり、自動化・省力化が求められて

います。今後、ＩＣＴやＡＩ等の先端技術を活用した水産業のスマート化技術が水産

物流通・加工の現場においても導入されることが想定され、本県においても将来にわ

たって安定的に生産を続けられる体制の構築に向けて、いち早い導入が必要です。 

 

 

○新技術・スマート水産業の推進 

・海洋情報をリアルタイムで把握可能なスマートブイの設置等による効率的養殖業の

推進 

・機械化や先端技術の導入による生産性・経営効率の向上と高齢者や女性が働きやす

い環境整備 

 

○水産エコラベルの取得など環境負荷の少ない養殖業の推進 

・持続可能で環境や生態系の保全に配慮した養殖業の推進とＡＳＣなど水産エコラベ

ルの取得 

・閉鎖循環式陸上養殖等に関する技術開発と普及の推進  

 

○安全・安心な生産物の供給 

・食中毒の原因となる貝毒やノロウイルスなどの監視継続 

 

 

【現状・課題】 

○施設復旧した水産加工業者の経営改善  

・東日本大震災により甚大な被害を受けた本県の水産加工業者においては，施設設備

の復旧は進みましたが，復旧に要した借入金の返済や，水揚量減少等による原料の不

足・価格高騰，人手不足など，取り巻く経営環境は非常に厳しく，事業継続が困難と

なる事業者も現れている状況にあります。 

 

 

○生産性の向上 

・本県の水産加工業者は復旧期間に失った販路の回復や新規開拓に取り組んできまし

たが，他産地との競争の中，獲得した販路を維持・拡大していくためには，生産性

の向上によるコスト競争力の強化や他産地と差別化できるビジネスモデルの策定が

必要です。 

 

○新技術・スマート水産業の推進 

・流通の起点となる魚市場や養殖生産物の共販施設等の復旧は進みましたが，施設を

運用する人手不足の問題は更に深刻化する見込みであり，自動化・省力化が求めら

れています。今後，ＩＣＴやＡＩ等の先端技術を活用した水産業のスマート化技術

が水産物流通・加工の現場においても導入されることが想定され，本県においても

将来にわたって安定的に生産を続けられる体制の構築に向けて，いち早い導入が必

要です。 

審議会・部会意見１１：新たな取組 

見直し視点：変化する海洋環境への適応 

・海洋環境調査等 

審議会・部会意見６：海洋環境の変化 

・担い手確保・育成対策 

見直し視点：増大するリスク（労働力不足） 

 

 

 

 

・陸上養殖の推進 

見直し視点：変化する海洋環境への適応 

 

 

 

 

 

本文 p.27 

 

 

 

・時勢に合わせ追記・修正 

・魚価等の高騰により特に加工業者は厳しい状況 

審議会・部会意見７：加工・販売 
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【目指す姿】 

・水産加工業者が、経営環境の変化を踏まえ、製造品目や原料の転換・多様化、人材の

確保・育成、他事業者との連携等によって経営を安定・発展させていく具体的なビジ

ョンを持ち、制度資金や各種補助事業等も有効に活用して、その実現に取り組んでい

ます。 

・水産加工業者が、「カイゼン」等に継続的に取り組むことで生産性を向上させるとと

もに、本県の漁業・水産加工業が持つ優位性を活かして販路拡大に向けたビジネスモ

デルを策定し、国内外における競争力を強化しています。 

・水産物加工・流通の自動化・省力化を可能とする水産業のスマート化技術の導入等に

より、人材確保が難しい状況下においても安定的に生産を継続できる体制が構築され

ています。 

 

【目指す姿実現のための取組方向】 

○施設復旧した水産加工業者の経営改善 

・低・未利用魚種の活用（原料転換）や歩留まりの向上など、コスト低減に係る取組の

推進 

・事業者が抱える課題解決に向けた伴走型支援の実施 

・原料確保や商品開発・流通などに関する生産者や事業者間の連携強化 

・経営の高度化・円滑化等を図るための各種制度資金の活用促進  

・市町村や民間団体との連携による人材受入体制の整備・定着率の向上（特定技能など

外国人材の受入も含む） 

 

○生産性の向上 

・自動車製造業等で取り入れられている「カイゼン」の導入等による生産工程の見直し 

 

○新技術・スマート水産業の推進 

・自動選別、入札・取引の電子化、製造ラインの機械化、トレーサビリティへのＩＣＴ

技術の導入など、自動化・省力化技術の導入推進 

・自動化・省力化技術の導入に向けた国や大学等の試験研究機関との連携推進 

 

【現状・課題】 

○多様化するニーズに対応した売れる商品づくり 

・近年、主要魚種の不漁等により原料が高騰・高止まりしており、水産加工業者が収益

力を高めるためには原料転換や商品の高付加価値化が必要となっています。これま

で、少子高齢化による国内市場の縮小、市場競争の激化を踏まえた食の外部化・個食

化や、新型コロナウイルス感染症拡大後の食料消費動向の変化などに対応した商品の

 

【目指す姿】 

・水産加工業者が，経営環境の変化を踏まえ，製造品目や原料の転換・多様化，人材

の確保・育成，他事業者との連携等によって経営を安定・発展させていく具体的な

ビジョンを持ち，制度資金や各種補助事業等も有効に活用して，その実現に取り組

んでいます。 

・水産加工業者が，「カイゼン」等に継続的に取り組むことで生産性を向上させると

ともに，本県の漁業・水産加工業が持つ優位性を活かして販路拡大に向けたビジネ

スモデルを策定し，国内外における競争力を強化しています。 

・水産物加工・流通の自動化・省力化を可能とする水産業のスマート化技術の導入等

により，人材確保が難しい状況下においても安定的に生産を継続できる体制が構築

されています。 

 

【目指す姿実現のための取組方向】 

○施設復旧した水産加工業者の経営改善  

・低・未利用魚種の活用（原料転換）や歩留まりの向上など，コスト低減に係る取組

の推進 

・事業者が抱える課題解決に向けた伴走型支援の実施 

・原料確保や商品開発などに関する生産者や事業者間の連携強化 

・経営の高度化・円滑化等を図るための各種制度資金の活用促進  

・市町村や民間団体との連携による人材受入体制の整備・定着率の向上（特定技能な

ど外国人材の受入も含む） 

 

○生産性の向上 

・自動車製造業等で取り入れられている「カイゼン」の導入等による生産工程の見直し 

 

○新技術・スマート水産業の推進 

・自動選別，入札・取引の電子化，製造ラインの機械化，トレーサビリティへのＩＣ

Ｔ技術の導入など，自動化・省力化技術の導入推進 

・自動化・省力化技術の導入に向けた国や大学等の試験研究機関との連携推進 

 

 

【現状・課題】 

○多様化するニーズに対応した売れる商品づくり 

・近年，主要魚種の不漁により原料が高騰しており，水産加工業者が収益力を高める

ためには原料転換や商品の高付加価値化が必要となっています。これまで，少子高

齢化による国内市場の縮小，競争激化を踏まえて，食の外部化，個食化などに対応

した商品の開発や販路開拓に取り組んできましたが，今後は新型コロナウイルス感

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・原材料不足、水揚げ魚種変化への対応 

見直し視点：変化する海洋環境への適応 

 

・流通方法のについて追記 

審議会・部会意見１３：流通方法の変化への対応 
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・時勢に合わせた修正 
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開発や販路開拓に取り組んできましたが、今後は、ターゲットとする市場ごとのニー

ズも踏まえて商品開発・販路開拓を行っていく必要があります。 

 

○社会情勢の変化を踏まえた販路の定着・拡大 

・これまで、首都圏や中部・関西地区等での展示商談会や営業代行など、多様な商談機

会の創出や企業間連携の促進により、販路の回復に努めてきました。 

また、毎月第３水曜日を「みやぎ水産の日」として、県内量販店等でのＰＲ販売や

様々なメディアを活用した情報発信・認知度向上に取り組み、一定の成果を上げてい

る一方で、県で実施している企業訪問によるヒアリングの結果では、事業者の多くが

販路開拓・拡大を課題と認識しており、販路の定着・拡大に向けた取組の継続・強化

が必要です。 

 

 

 

○輸出の推進 

・海外市場における水産物のニーズは高まっている一方、国内市場は縮小していること

から、輸出を推進し、新たな販路の創出を図っていくことが重要です。 

・輸出に当たっては、ＨＡＣＣＰ等の相手国が求める基準等があり、衛生管理の更なる高

度化や海外の多様な食文化への対応が求められます。 

 

【目指す姿】 

・水産加工業者・漁業者・流通業者の連携が強化され、原料の動向や市場ニーズの変化

に柔軟に対応し、県内企業の技術を活かした付加価値の高い商品が積極的に開発・販

売されています。 

・水産加工業者が対面のみならず、オンライン商談での販路開拓やｗｅｂ販売サイトの

活用など、多様な手法を活用し、社会情勢が変化する中でも積極的な販売活動が行わ

れています。 

・これまでは困難であった海外市場の動向把握や輸出手続を効率的に実施できる環境が

整うことで、多くの水産加工業者が輸出による販路拡大に取り組んでおり、県産水産

物の輸出が増大しています。 

・ＨＡＣＣＰ取得等による衛生管理の高度化や多様な食文化への対応の取組が進み、衛

生基準が厳しいＥＵやハラール対応が必要となるイスラム圏などの新たな市場へも水

産物を輸出できる企業が増加しています。 

 

【目指す姿実現のための取組方向】 

○多様化するニーズに対応した売れる商品づくり 

・少子高齢化やライフスタイルの変化、新型コロナウイルス感染症拡大以降の食料消費

動向の変化等により多様化するニーズへ対応した売れる商品づくりの推進 

 

染症の影響による市場ニーズの変化も踏まえて商品開発・販路開拓を行っていく必

要があります。 

 

○新型コロナウイルス感染症の流行等，社会情勢変化を踏まえた販路の定着・拡大 

・これまで，首都圏や中部・関西地区等での展示商談会や営業代行など，多様な商談

機会の創出や企業間連携の促進により，販路の回復に努めてきました。 

・また，毎月第３水曜日を「みやぎ水産の日」として，県内量販店等でのＰＲ販売や

様々なメディアを活用した情報発信・認知度向上に取り組み，一定の成果を上げて

います。 

・一方で，小規模事業者の多くが震災前の売上まで回復しておらず，販路の定着・拡

大に向けた取組の継続・強化が必要です。また，新型コロナウイルス感染症の流行

拡大により，集会型のＰＲイベントや商談会の開催が困難となっており，従来とは

異なる手法による取組が必要です。 

 

○輸出の推進 

・国内市場が縮小する一方で，海外市場における水産物のニーズは高まっていること

から，輸出を推進する必要があります。 

・輸出に当たっては，ＨＡＣＣＰ等の相手国が求める基準等があり，衛生管理の更な

る高度化や海外の多様な食文化への対応が求められます。 

 

【目指す姿】 

・水産加工業者・漁業者・流通業者の連携が強化され，原料の動向や市場ニーズの変

化に柔軟に対応し，県内企業の技術を活かした付加価値の高い商品が積極的に開

発・販売されています。 

・水産加工業者が対面のみならず，オンライン商談での販路開拓やｗｅｂ販売サイト

の活用など，多様な手法を活用し，社会情勢が変化する中でも積極的な販売活動が

行われています。 

・これまでは困難であった海外市場の動向把握や輸出手続を効率的に実施できる環境

が整うことで，多くの水産加工業者が輸出による販路拡大に取り組んでおり，県産

水産物の輸出が増大しています。 

・ＨＡＣＣＰ取得等による衛生管理の高度化や多様な食文化への対応の取組が進み，

衛生基準が厳しいＥＵやハラール対応が必要となるイスラム圏などの新たな市場へ

も水産物を輸出できる企業が増加しています。 

  

【目指す姿実現のための取組方向】 

○多様化するニーズに対応した売れる商品づくり 

・少子高齢化やライフスタイルの変化による食の外部化・個食化・簡便化，新型コロ

ナウイルス感染症の影響による内食化の進展など，多様化するニーズへ対応した売

れる商品づくりの推進 

・ターゲットの明確化について反映 

審議会・部会意見３：ターゲットの明確化 

 

・（旧）時勢に合わせた修正（コロナ削除） 

 

 

 

 

 

・時点修正 

・（旧）時勢に合わせた修正（コロナ削除） 

 

 

 

 

・輸出の推進の目的＝販路創出を追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・言い回し修正 

審議会・部会意見３：ターゲットの明確化 
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・農林漁業者と水産加工業者や流通業者との連携による付加価値の高い商品づくりと販

路の開拓 

・高品質で魅力ある地域水産物の掘り起こしや、近年、水揚が増加傾向にある品目など

の有効活用 

 

○社会情勢の変化を踏まえた販路の定着・拡大 

・取引先が求める商品の量目やパッケージの見直しや、商品の流通方法の変化への対応

等による商品力強化と商談機会の拡大 

・大消費地（首都圏や関西圏等）のホテルや飲食店等への販路開拓に向けた商談会の開

催やバイヤー招へいによる生産者等とのマッチング 

・県産水産物の知名度向上に向けた、観光産業と連携した宮城の食と食文化の情報発信

及び広報宣伝 

・社会情勢の変化に対応可能なオンライン・リモート商談会等による販路拡大 

・デジタルマーケティングを活用したインターネット販売による販売力の強化 

 

○輸出の推進 

・拡大する海外市場への販路開拓促進に向けたマーケティングに基づく商品開発支援と

輸出先国の基準に対応した衛生管理の高度化 

・ＨＡＣＣＰ等に対応した冷凍倉庫等の整備促進 

・輸出に取り組もうとする事業者への各種情報の発信と海外商談機会の創出 

 

 

【現状・課題 

○事業者間連携の推進 

・本県の水産加工業は小規模経営体が原料調達から商品開発、販路の開拓まで単独で行

う形態が主ですが、水揚魚種やその価格、消費者や市場ニーズの変動が大きくなる

中、小規模経営体が単独で対応していくには厳しい状況です。 

 

 

 

○ブランド力の向上 

・県産品のブランド化を図る取組が様々な主体により行われていますが、他産地との明

確な差別化によって取引の際に優位性を持てるブランドとして確立している品目は多

くありません。これは、「ブランド」に対する解釈に差があり、単なる広告宣伝やプ

ロダクトアウト型の販路開拓にとどまる取組が多く含まれているためと思われます。

県としては、県産水産物の魅力と評価を高め、地域イメージの向上に寄与するブラン

・農林漁業者と水産加工業者や流通業者との連携による付加価値の高い商品づくりと

販路の開拓 

・高品質で魅力ある地域水産物の掘り起こしや，近年，水揚が増加傾向にある品目な

どの有効活用 

 

○新型コロナウイルス感染症の流行等，社会情勢変化を踏まえた販路の定着・拡大 

・取引先が求める商品の量目やパッケージの見直しなど，商品力強化と商談機会の拡大 

 

・大消費地（首都圏や関西圏等）のホテルや飲食店等への販路開拓に向けた商談会の

開催やバイヤー招へいによる生産者等とのマッチング 

・県産水産物の知名度向上に向けた，観光産業と連携した宮城の食と食文化の情報発

信及び広報宣伝 

・社会情勢の変化に対応可能なオンライン・リモート商談会等による販路拡大 

・デジタルマーケティングを活用したインターネット販売による販売力の強化 

 

○輸出の推進 

・拡大する海外市場への販路開拓促進に向けたマーケティングに基づく商品開発支援

と輸出先国の基準に対応した衛生管理の高度化 

・ＨＡＣＣＰ等に対応した冷凍倉庫等の整備促進 

・輸出に取り組もうとする事業者への各種情報の発信と海外商談機会の創出 

 

 

 

【現状・課題】 

○事業者間連携の推進 

・本県の水産加工業は小規模経営体が原料調達から商品開発，販路の開拓まで単独で

行う形態が主ですが，水揚魚種やその価格，消費者や市場ニーズの変動が大きくな

る中，小規模経営体が単独で対応していくには厳しい状況です。また，新型コロナ

ウイルス感染症の発生など社会情勢の劇的変化に対して，単一の経営形態では対応

が困難となっています。 

 

○ブランド力の向上 

・県産品のブランド化を図る取組が様々な主体により行われていますが，他産地との

明確な差別化によって取引の際に優位性を持てるブランドとして確立している品目

は多くありません。これは，「ブランド」に対する解釈に差があり，単なる広告宣

伝やプロダクトアウト型の販路開拓にとどまる取組が多く含まれているためと思わ

れます。県としては，県産水産物の魅力と評価を高め，地域イメージの向上に寄与

審議会・部会意見４：コスト高・高付加価値化 

 

 

 

 

・（旧）時勢に合わせた修正（コロナ削除） 

・流通方法の変化への対応について追記 

審議会・部会意見１３：流通方法の変化への対応 
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・（旧）時勢に合わせた修正（コロナ削除） 
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ドの育成を図る必要があります。 

・また、ブランド化においては差別化が重要な要素となりますが、活け締めにより差別

化を図った「みやぎサーモン」が県内初となるＧＩ（地理的表示）登録を受けてお

り、このような本県の優位性を活かしたブランド化の取組を更に拡げていく必要があ

ります。 

・環境志向の高まりにより、環境への配慮は持続的な生産のためだけでなく、企業取引

や消費者の購入の判断材料となるなど、市場評価を高めるために重要な要素となって

います。本県では、南三陸町戸倉地区のカキ養殖業が国内初のＡＳＣ認証を取得し、

石巻市３地区のカキ養殖業や同市のワカメ・コンブ養殖業、女川町のギンザケ生産者

もＡＳＣ認証を取得しました。また、持続的な漁船漁業に対する国際認証であるＭＳ

Ｃ認証を気仙沼市や塩釜市の企業が取得するなど、先進的な取組が拡大しています。 

 

○安全・安心な生産物の供給 

・アニサキスによる食中毒の発生事例が社会的に注目されるなど、食品衛生に関する消

費者の関心が高まっています。 

・福島第一原子力発電所事故の影響により、海面魚種については過去に７魚種が出荷規

制の対象となっていましたが、平成３１年３月１４日のクロダイの出荷規制の解除を

もって、全ての海面魚種の出荷規制が解除されました。一方で、内水面の３魚種（イ

ワナ、ウグイ、ヤマメ）については、現在も出荷制限指示が継続されています。県産

水産物の安全性確保と、円滑な流通を図るため、引き続き、検査計画に基づく放射性

物質検査の実施が必要です。 

・また、令和５年８月には、福島第一原子力発電所の処理水の海洋放出が開始されたこ

ともあり、新たな風評被害等を発生させないよう、安全・安心に関する継続的な情報

発信が必要です。 

 

【目指す姿】 

・地域内外の水産加工業者等が連携し、各者が有する技術や設備を有効に活用して、経

営環境が変化する中でも効率的に原料調達・生産・販売等を行い、前浜に水揚される

水産物に付加価値を付けて販売できる体制が構築されています。 

・地域において水産業に関わる様々な主体が連携し、水産エコラベルの取得なども活用

して他産地との差別化により消費者に選ばれる水産物・加工品の生産・加工・販売に

取り組み、付加価値が高く、県産水産物のイメージと認知度向上に寄与するブランド

が生み出されています。 

・地域の人々が原産地や品質を重視する価値観を持ち、地域全体で高品質な県産ブラン

ドの魅力を発信しています。 

  

【目指す姿実現のための取組方向】 

○事業者間連携の推進 

・漁業者、水産加工業者、県内外の異業種を含めた事業者等が連携して行う付加価値の

するブランドの育成を図る必要があります。 

・また，ブランド化においては差別化が重要な要素となりますが，活け締めにより差

別化を図った「みやぎサーモン」が県内初となるＧＩ（地理的表示）登録を受ける

など，近年，本県の優位性を活かしたブランド化の取組が進められるようになって

おり，このような取組を更に拡げていく必要があります。 

・環境志向の高まりにより，環境への配慮は持続的な生産のためだけでなく，企業取

引や消費者の購入の判断材料となるなど，市場評価を高めるために重要な要素とな

っています。本県では，南三陸町戸倉地区のカキ養殖業が国内初のＡＳＣ認証を取

得し，石巻市３地区のカキ養殖業や女川町のギンザケ生産者もＡＳＣ認証を取得し

ました。また，持続的な漁船漁業に対する国際認証であるＭＳＣ認証を気仙沼市や

塩釜市の企業が取得するなど，先進的な取組が拡大しています。 

 

○安全・安心な生産物の供給 

・アニサキスによる食中毒の発生事例が社会的に注目されるなど，食品衛生に関する

消費者の関心が高まっています。 

・福島第一原子力発電所事故の影響により，海面魚種については過去に７魚種が出荷

規制の対象となっていましたが，平成３１年３月１４日のクロダイの出荷規制の解

除をもって，全ての海面魚種の出荷規制が解除されました。しかしながら，放射能

による風評被害がいまだ払拭できていないこと，内水面魚種３種（イワナ，ウグ

イ，ヤマメ）については出荷制限指示が継続していることから，検査の継続と安

全・安心に関する情報発信が必要です。 

  

 

 

 

【目指す姿】 

・地域内外の水産加工業者等が連携し，各者が有する技術や設備を有効に活用して，

経営環境が変化する中でも効率的に原料調達・生産・販売等を行い，前浜に水揚さ

れる水産物に付加価値を付けて販売できる体制が構築されています。 

・地域において水産業に関わる様々な主体が連携し，水産エコラベルの取得なども活

用して他産地との差別化により消費者に選ばれる水産物・加工品の生産・加工・販

売に取り組み，付加価値が高く，県産水産物のイメージと認知度向上に寄与するブ

ランドが生み出されています。 

・地域の人々が原産地や品質を重視する価値観を持ち，地域全体で高品質な県産ブラ

ンドの魅力を発信しています。 

 

【目指す姿実現のための取組方向】 

○事業者間連携の推進 

・漁業者，水産加工業者，県内外の異業種を含めた事業者等が連携した付加価値を高

 

 

 

・言い回し修正 

 

 

 

 

・現在の認証状況に合わせて追加 

 （R4 年十三浜支所青年グループ） 

 

 

 

 

 

 

 

・処理水放出開始など時勢に合わせた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・言い回し修正 
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高い新商品の共同開発、販売促進等の取組促進 

 

○ブランド力の向上 

・商品開発ストーリーの付与や競合商品と差別化された商品づくりなど、標的市場のニ

ーズや動向を踏まえた戦略の推進による水産物・水産加工品のブランド力の向上 

・県産水産物の認知度向上に向けた「みやぎ水産の日」を核としたＰＲ強化 

・「みやぎサーモン」など「食材王国みやぎ」を代表する食材におけるブランド化の推

進、ＧＩ（地理的表示）登録等を活用した国内外での効果的な広報宣伝 

・ＡＳＣ、ＭＳＣ、ＭＥＬなど水産エコラベル及び認証製品を流通するために必要なＣ

ｏＣ認証取得の推進による付加価値向上 

  

○安全・安心な生産物の供給 

・アニサキスなどの食中毒発生防止に向けた事業者・消費者向けの注意喚起 

・放射性物質検査の継続及び県産水産物の安全・安心に関する積極的な情報発信 

 

 

 

【現状・課題】 

○安定的な原料確保 

・本県の主要５漁港（気仙沼、石巻、塩釜、女川、志津川）は県外も含む各地の漁船が

基地として利用し、魚市場などの流通機能や水産加工業が集積する水産都市を形成し

ています。 

・近年、県内の水産加工業者が主に原料としていたサンマ・タラ・イカ等の水揚が減少

しており、水産加工業、運送業、冷凍冷蔵業等の関連産業に大きな影響が生じていま

す。このため、これまであまり水揚されてこなかったタチウオ、チダイ、アカムツ、

ケンサキイカや、主に飼料等の原料として利用されてきたマイワシなど水揚が増加し

ている魚種、令和元年７月に約３２年ぶりに再開された商業捕鯨により供給される鯨

肉等についても、水産加工品の原材料としての有効活用を図っていく必要がありま

す。 

 

○生産・魚市場・加工業者まで一貫した衛生管理体制の構築 

・震災以降、主要５漁港の魚市場が高度衛生管理型として整備され、背後の水産加工場

についても復旧が進み、ＨＡＣＣＰ等の取得件数が増加しています。 

・消費者の食の安全・安心意識が高まっているとともに、輸出時にＨＡＣＣＰ等の衛生

基準への対応が求められることから、衛生管理の高度化が必要です。 

 

【目指す姿】 

めた新商品の共同開発，販売促進等の取組促進 

 

○ブランド力の向上 

・商品開発ストーリーの付与や競合商品と差別化された商品づくりなど，標的市場の

ニーズや動向を踏まえた戦略の推進による水産物・水産加工品のブランド力の向上 

・県産水産物の認知度向上に向けた「みやぎ水産の日」を核としたＰＲ強化 

・「みやぎサーモン」など「食材王国みやぎ」を代表する食材におけるブランド化の

推進，ＧＩ（地理的表示）登録等を活用した国内外での効果的な広報宣伝 

・ＡＳＣ，ＭＳＣ，ＭＥＬなど水産エコラベル及び認証製品を流通するために必要な

ＣｏＣ認証取得の推進による付加価値向上 

  

○安全・安心な生産物の供給 

・アニサキスなどの食中毒発生防止に向けた事業者・消費者向けの注意喚起 

・放射能検査の継続及び県産水産物の安全・安心に関する積極的な情報発信 

 

 

 

【現状・課題】 

○安定的な原料確保 

・本県の主要５漁港（気仙沼，石巻，塩釜，女川，志津川）は県外も含む各地の漁船

が基地として利用し，魚市場などの流通機能や水産加工業が集積する水産都市を形

成しています。 

・近年，県内の水産加工業者が主に原料としていたサンマ・タラ・イカ等の水揚が減

少しており，水産加工業，運送業，冷凍冷蔵業等の関連産業に大きな影響が生じて

います。このため，これまであまり水揚されてこなかったサワラ・ブリ・タチウオ

や，主に飼料等の原料として利用されてきたマイワシなど水揚が増加している魚種

や，３２年ぶりに再開された商業捕鯨によって供給される鯨肉などについても，加

工原料として活用を進める必要があります。 

 

 

○生産・魚市場・加工業者まで一貫した衛生管理体制の構築  

・震災を契機に，主要５漁港の魚市場が高度衛生管理型として整備され，背後の水産

加工場についても復旧が進み，ＨＡＣＣＰ等の取得件数が増加しています。 

・消費者の食の安全・安心意識が高まっているとともに，輸出時にＨＡＣＣＰ等の衛

生基準への対応が求められることから，衛生管理の高度化が必要です。 

 

【目指す姿】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・県の公表資料等で使用している呼称に修正 
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・現在の水揚状況に合わせて魚種を修正 

 

・言い回し修正 

 

 

 

 

・「契機」が適切でないため修正 

 

 

 

 

 



27 
 

・全国の漁船が、本県の主要５漁港を水揚・補給・整備拠点として利用し、様々な魚種

を活発に水揚しています。 

・魚市場の受入機能が拡大するとともに、市場運営事業者の経営安定が図られていま

す。 

・県内水産加工業者をはじめとした関連産業が、水揚に応じて多種多様な原料を活用で

きる生産体制を構築しています。 

・生産・魚市場・加工業者まで一貫した衛生管理体制が構築され、水産都市全体で消費

者ニーズに対応した商品づくりが可能となっているとともに、市場が拡大している海

外への輸出も活発化しています。 

 

【目指す姿実現のための取組方向】 

○安定的な原料確保 

・水産加工業者、漁業生産者、運送業者等関連事業者との連携による広域調達を含めた

原料の安定確保 

・低・未利用魚種の活用（原料転換）や歩留まりの向上など、コスト低減に係る取組の

推進 

・特定第３種漁港を中心とした水産物の受入機能の強化 

・水揚見込に応じた市場運営コストの削減 

 

○生産・魚市場・加工業者まで一貫した衛生管理体制の構築  

・衛生管理の高度化やＨＡＣＣＰ導入の推進 

 

 

 

【現状・課題】 

○安全な地域づくり 

・頻発化・激甚化する自然災害から漁業者や漁港利用者の命と漁港機能を守り、被害を

最小化する対策を充実させる必要があります。 

・震災後に復旧・整備された防波堤や岸壁等の漁港施設、海岸保全施設等により漁村地

域の安全性は向上していますが、将来にわたり機能が十分に発揮されるよう適切な運

用、維持・管理を行っていく必要があります。 

・高台移転等により密漁や盗難を監視する機能の低下が懸念されていることから、被害

防止に向けた対応を検討する必要があります。 

 

○漁港等の利活用の推進 

・第１種漁港を中心とした小規模漁港については、震災からの復旧はおおむね完了した

ものの、人口減少や高齢化等に伴う港勢の低下、漁港施設・沿岸地域の利用度低下が

・全国の漁船が，本県の主要５漁港を水揚・補給・整備拠点として利用し，様々な魚

種を活発に水揚しています。 

・魚市場の受入機能が拡大するとともに，市場運営事業者の経営安定が図られていま

す。 

・県内水産加工業者をはじめとした関連産業が，水揚に応じて多種多様な原料を活用

できる生産体制を構築しています。 

・生産・魚市場・加工業者まで一貫した衛生管理体制が構築され，水産都市全体で消

費者ニーズに対応した商品づくりが可能となっているとともに，市場が拡大してい

る海外への輸出も活発化しています。 

  

【目指す姿実現のための取組方向】 

○安定的な原料確保 

・水産加工業者，漁業生産者，運送業者等関連事業者との連携による広域調達を含め

た原料の安定確保 

・低・未利用魚種の活用（原料転換）や歩留まりの向上など，コスト低減に係る取組

の推進 

・特定第３種漁港を中心とした水産物の受入機能の強化 

・水揚見込に応じた市場運営コストの削減 

 

○生産・魚市場・加工業者まで一貫した衛生管理体制の構築   

・衛生管理の高度化やＨＡＣＣＰ導入の推進 

 

 

 

 

【現状・課題】 

○安全な地域づくり 

・頻発化・激甚化する自然災害から漁業者や漁港利用者の命と漁港機能を守り，被害

を最小化する対策を充実させる必要があります。 

・震災後に整備された防波堤や岸壁等の漁港施設，海岸保全施設等により漁村地域の

安全性は向上していますが，将来にわたり機能が十分に発揮されるよう適切な運

用，維持・管理を行っていく必要があります。 

・高台移転等により密漁監視機能の低下が懸念されていることから，密漁防止に向け

た対応を検討する必要があります。 

 

○漁港等の利活用の推進 

・第１種漁港を中心とした小規模漁港については，震災からの復旧はおおむね完了し

たものの，人口減少や高齢化等に伴う港勢の低下，漁港施設・沿岸地域の利用度低

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・どのような魚種が獲れても対応できるような体制 

審議会・部会意見６：海洋環境の変化 

・南方系の魚をどのように加工・販売するか 

審議会・部会意見７：加工・販売 
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・より適切な記述に修正 

 

 

・近年船外機の盗難事案が増加しているため追記 
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懸念されています。 

 

【目指す姿】 

・大規模災害に対して防災・減災機能を備えた施設整備が着実に進むとともに、地域全

体で防災意識が共有され、災害発生時の円滑な避難や漁業活動の早期再開ができる体

制が整っています。 

・漁港施設や海岸保全施設の維持管理・更新の低コスト化や水門開閉などの運用面の省

力化が図られ、人口減少や超高齢社会においても安全性と信頼性が確保されていま

す。 

・悪質巧妙化する密漁や盗難等の犯罪行為に対して十分な対策が講じられ、ウニやアワ

ビ、ナマコ等の有用資源や地域住民の生活が守られています。 

・整備された漁港施設等が水揚のみにとどまらない新しい視点で地域内外の人々に有効

に活用され、地域の活性化に寄与しています。 

・地域間連携の推進のもと、漁港施設の広域利用や近隣漁港との機能分担、漁場の有効

利用が実現し、地域の活力が維持されています。 

 

【目指す姿実現のための取組方向】 

○安全な地域づくり 

・災害発生後の漁業活動早期再開や地震・津波・波浪対策等を目的とした漁港施設の機

能強化 

・既存の漁港施設・海岸保全施設等の長寿命化による確実な防災機能の発揮 

・海岸の地形や交通インフラの整備状況など、地域特性に応じた生命・財産を守るため

の仕組みづくり 

・先端技術等を活用した高度な監視システムの導入推進など、密漁等の防止体制の強化 

 

○漁港等の利活用の推進 

・漁港の利活用推進に向けた、利便性が高く安全に利用できる漁港施設の整備や近隣漁

港との機能分担等 

・海業や漁港を活用した蓄養・増殖の推進等による地域活性化 

 

 

 

【現状・課題】 

○市町村や民間団体と連携した地域の活性化 

・水産都市・漁村地域ともに東日本大震災からの生産基盤の復旧はおおむね完了したも

のの、高台移転、人の流出、後継者不足による廃業など、地域の状況に大きな変化が

生じています。 

下が懸念されています。 

 

【目指す姿】 

・大規模災害に対して防災・減災機能を備えた施設整備が着実に進むとともに，地域

全体で防災意識が共有され，災害発生時の円滑な避難や漁業活動の早期再開ができ

る体制が整っています。 

・漁港施設や海岸保全施設の維持管理・更新の低コスト化や水門開閉などの運用面の

省力化が図られ，人口減少や超高齢社会においても安全性と信頼性が確保されてい

ます。 

・悪質巧妙化する密漁に対して十分な対策が講じられ，ウニやアワビ，ナマコ等の有

用資源が守られています。 

・整備された漁港施設等が水揚のみにとどまらない新しい視点で地域内外の人々に有

効に活用され，地域の活性化に寄与しています。 

・地域間連携の推進のもと，漁港施設の広域利用や近隣漁港との機能分担，漁場の有

効利用が実現し，地域の活力が維持されています 

 

【目指す姿実現のための取組方向】 

○安全な地域づくり 

・災害発生後の漁業活動早期再開や地震・津波・波浪対策等を目的とした漁港施設の

機能強化 

・既存の漁港施設・海岸保全施設等の長寿命化による確実な防災機能の発揮 

・海岸の地形や交通インフラの整備状況など，地域特性に応じた生命・財産を守るた

めの仕組みづくり 

・先端技術等を活用した高度な監視システムの導入推進など，密漁防止体制の強化 

 

○漁港等の利活用の推進 

・利便性が高く，安全に利用できる漁港施設の整備 

・新たな視点での海面・漁港・背後地・沿岸地域等の利活用推進（観光・レクリエー

ションなど）  

・漁港を活用した蓄養・増殖の推進と近隣漁港との機能分担による地域活性化 

 

 

 

【現状・課題】 

○市町村や民間団体と連携した地域の活性化 

・水産都市・漁村地域ともに東日本大震災からの生産基盤の復旧はおおむね完了した

ものの，高台移転，人の流出，後継者不足による廃業など，地域の状況に大きな変

化が生じています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・近年船外機の盗難事案が増加しているため追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・海業を追記 

 

・ハード整備とソフトの取組の２項目に再編 
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・地域のにぎわいや活力を取り戻すためには、水産業のみにとどまらない多様な主体と

の連携が必要です。 

 

○食育・魚食普及の推進 

・全国トップクラスの生産量・品質を誇り、市場で高く評価されている水産物は県内に

多数ありますが、県産水産物に対する県民の認知度は高くありません。 

・また、近年水揚が増加傾向にあるものの、これまで本県ではあまり利用されてこなか

った魚種についても、消費者に対する魅力や調理法等の情報発信により、利活用の促

進を図っていく必要があります。 

・地域の水産物を活用し、漁村地域を活性化するためには、魚離れが進む中で、地域の

人々自らがその品質、機能、調理法、食文化等を十分に理解し、子どもたちに伝える

とともに、その魅力を都市部や県外に向けて発信していくことが必要です。 

・令和元年７月に商業捕鯨が３２年ぶりに再開されたことから、国内屈指の捕鯨基地で

ある鮎川を擁する本県としても、鯨肉の消費拡大や捕鯨文化を活かした地域活性化に

積極的に取り組む必要があります。 

 

○新たな漁業・養殖業や６次産業化へ挑戦できる環境整備 

・漁業経営体の世代交代が進んだことや、水揚魚種に変化が生じていることから、新た

な漁業・養殖業や６次産業化等への取組に挑戦する経営体が現れています。 

・新たな取組の実現には漁業許可・免許の取得、施設・設備の導入、異業種連携等が必

要となる場合もあるため、意欲ある経営体が新しい取組に挑戦できる環境整備が必要

です。 

・漁業者自らが地域の課題を把握し、所得を向上するための取組を明確化するため、「浜

の活力再生プラン（以下「浜プラン」という。）」、「浜の活力再生広域プラン（以下「広

域浜プラン」という。）」を策定しています。策定されたプランをより良いものにブラ

ッシュアップし、所得向上と地域活性化を推進することが必要です。 

 

 

 

【目指す姿】 

・水産業関係者を中心に目指すべき漁村地域の将来像が具体化され、それに向けて、

食・文化・観光関係者など、多様な主体とも連携して地域活性化の取組が実践されて

います。 

・漁村地域から地元水産物の魅力が積極的に情報発信され、県内での認知度と消費量が

増大することで県外の関心も高まり、関係人口が増大するなどの波及効果が生まれて

います。 

・海洋環境や社会環境が変化する中で、新たな漁業・養殖業や６次産業化等に挑戦しや

すい環境が生まれています。 

・より多くの水産関係者が浜プランや広域浜プランに参加・実践し、漁業者の所得向上

・地域のにぎわいや活力を取り戻すためには，水産業のみにとどまらない多様な主体

との連携が必要です。 

 

○食育・魚食普及の推進 

・全国トップクラスの生産量・品質を誇り，市場で高く評価されている水産物は県内

に多数ありますが，県産水産物に対する県民の認知度は高くありません。 

 

 

 

・地域の水産物を活用し，漁村地域を活性化するためには，魚離れが進む中で，地域

の人々自らがその品質，機能，調理法，食文化等を十分に理解し，子どもたちに伝

えるとともに，その魅力を都市部や県外に向けて発信していく必要があります。 

・令和元年７月に商業捕鯨が３２年ぶりに再開されたことから，国内屈指の捕鯨基地

である鮎川を擁する本県としても，鯨肉の消費拡大や捕鯨文化を活かした地域活性

化に積極的に取り組む必要があります。 

 

○新たな漁業・養殖業や６次産業化へ挑戦できる環境整備  

・東日本大震災を契機に漁業経営体の世代交代が進んだことや，水揚魚種に変化が生

じていることから，新たな漁業・養殖業や６次産業化等への取組に挑戦する経営体

が現れています。 

・新たな取組の実現には漁業許可・免許の取得，施設・設備の導入，異業種連携等が

必要となる場合もあるため，意欲ある経営体が新しい取組に挑戦できる環境整備が

必要です。 

・漁業者自らが地域の課題を把握し，所得を向上するための取組を明確化するため，

「浜の活力再生プラン（以下「浜プラン」という。）」，「浜の活力再生広域プラ

ン（以下「広域浜プラン」という。）」を策定しています。策定されたプランをよ

り良いものにブラッシュアップし，所得向上と地域活性化を推進することが必要で

す。 

 

【目指す姿】 

・水産業関係者を中心に目指すべき漁村地域の将来像が具体化され，それに向けて，

食・文化・観光関係者など，多様な主体とも連携して地域活性化の取組が実践され

ています。 

・漁村地域から地元水産物の魅力が積極的に情報発信され，県内での認知度と消費量

が増大することで県外の関心も高まり，関係人口が増大するなどの波及効果が生ま

れています。 

・海洋環境や社会環境が変化する中で，新たな漁業・養殖業や６次産業化等に挑戦し

やすい環境が生まれています。 

・より多くの水産関係者が浜プランや広域浜プランに参加・実践し，漁業者の所得向

 

 

 

 

 

 

・新たな魚種の情報について積極的な情報発信 

 審議会・部会意見１０：消費拡大 

 

 

 

・言い回し修正 

 

 

 

 

 

・（旧）水揚げ魚種の変化と東日本大震災に直接の

関係があると誤認されないよう修正 

 

・他分野からの参入、連携 

審議会・部会意見１１：新たな取組 
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や担い手の確保 

・育成、地域の課題解決が効果的に図られています。 

 

 

 

【目指す姿実現のための取組方向】 

○市町村や民間団体と連携した地域の活性化 

・渚泊、ブルーツーリズムなどの海業に取り組む市町・企業・団体等への支援による漁

村地域のファンづくりなど、地域と多様に関わる関係人口の創出 

・市町村による移住定住や水産業担い手政策及び民間団体と連携した地域の活性化 

 

○食育・魚食普及の推進 

・出前講座や料理教室の開催、学校給食への食材供給の促進など、魚食普及活動等を通

じた県産水産物の認知度向上、地域の魅力発信、消費の拡大 

 

 

○新たな漁業・養殖業や６次産業化へ挑戦できる環境整備 

・地域の実情に応じた漁業許可や免許制度などの運用 

・効率的で有効な漁場の利活用に向けた漁業権の見直し 

・地域資源の有効活用や６次産業化など、新しい取組に必要なハード整備や技術の普及 

・浜プラン、広域浜プランの策定・改定と推進事業の活用 

 

 

 

【現状・課題】 

○就業者確保・人材育成 

・沿岸漁業・養殖業においては、東日本大震災により漁業者が減少し、地域のけん引役

となる担い手が活動できない状況が続きました。一方で、世代交代の加速化や水産業

の活性化を目指す民間団体の登場など、新しい動きも見られています。 

・このような状況の中、県では地域の中核となる担い手の活動支援や就業希望者の受入

体制の構築、民間団体との連携等による人材の確保・育成に努めてきました。さら

に、沖合・遠洋漁業については幹部船員の育成、水産加工については従業員宿舎の整

備等による人材確保を進めてきました。また、本県には水産業を学ぶことができる大

学や高校等の教育機関が充実しており、将来の水産業を担う人材を育成しています

が、その一方で、本県水産業においては深刻な担い手や人材の不足が続いており、人

上や担い手の確保 

・育成，地域の課題解決が効果的に図られています。 

 

 

 

【目指す姿実現のための取組方向】 

○市町村や民間団体と連携した地域の活性化  

・渚泊，ブルーツーリズム等の推進による漁村地域のファンづくりなど，地域と多様

に関わる関係人口の創出 

・市町村による移住定住や水産業担い手政策及び民間団体と連携した地域の活性化 

 

○食育・魚食普及の推進 

・魚食普及活動等を通じた県産水産物の認知度向上，地域の魅力発信，消費の拡大 

・出前講座や料理教室の開催，学校給食への食材供給の促進等を通じた県産品の認知

度向上と消費の拡大 

 

○新たな漁業・養殖業や６次産業化へ挑戦できる環境整備  

・地域の実情に応じた漁業許可や免許制度などの運用 

・効率的で有効な漁場の利活用に向けた漁業権の見直し 

・地域資源の有効活用や６次産業化など，新しい取組に必要なハード整備や技術の普及 

・浜プラン，広域浜プランの策定・改定と推進事業の活用 

 

 

 

【現状・課題】 

○就業者確保・人材育成 

・沿岸漁業・養殖業においては，東日本大震災により漁業者が減少し，地域のけん引

役となる担い手が活動できない状況が続きました。一方で，世代交代の加速化や水

産業の活性化を目指す民間団体の登場など，新しい動きも見られています。 

・このような状況の中，県では地域の中核となる担い手の活動支援や就業希望者の受

入体制の構築，民間団体との連携等による人材の確保・育成に努めてきました。さ

らに，沖合・遠洋漁業については幹部船員の育成，水産加工については従業員宿舎

の整備等による人材確保を進めてきました。また，本県には水産業を学ぶことがで

きる大学や高校等の教育機関が充実しており，将来の水産業を担う人材を育成して

いますが，その一方で，本県水産業においては深刻な担い手や人材の不足が続いて

 

 

 

 

 

 

 

・海業追記 

 

 

 

 

・類似した文章のため、２つの項目を統合 

 

 

 

 

 

 

・他分野からの参入、連携 

審議会・部会意見１１：新たな取組 
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手不足解消に向けた取組の継続が必要です。 

・海上での肉体労働が大きな部分を占める漁業において、本県の就業者に占める女性の

割合は８％（令和５年時点）と低いものの、陸上作業や加工作業においては多くの女

性が活躍しています。地域の活力を維持していくためには、就労形態の見直しや働き

方改革を推進し、誰もが活躍できる環境をつくるとともに、女性の担い手確保及び経

営への参画を促進することが重要です。 

 

○水産業関係者を支える水産業協同組合の経営基盤強化 

・漁村地域においては、漁業協同組合が海面利用の総合調整、組合員への指導を行い、

漁協を中心とした地域づくり・人づくりが行われています。また、水産都市において

は、水産加工業協同組合が水産加工業者の共同利用施設運営等を行っています。水産

業協同組合は水産業関係者を支える組織として重要な役割を果たしてきましたが、組

合員の減少や加工原魚の価格高騰・高止まりなど、漁協や加工協を取り巻く環境は厳

しい状況が続いており、組合経営の基盤を安定させることが必要です。 

 

【目指す姿】 

・水産業への就業希望者が社会保険の充実や労働環境の改善のもと、より安心して水産

業に参入し、漁協や市町村など地域のサポートを受けながらやりがいを持って働くこ

とで、地域への定着率が高まっています。 

・地域をけん引するリーダーのもと次世代リーダーが育成される循環が確立し、リーダ

ーを中心に個人レベルでは難しい取組が地域全体で推進されるなど、地域の活力が高

まっています。 

・女性の担い手が陸上作業や加工作業のみならず、漁業経営においても生き生きと活躍

し、地域を支えています。 

・水産業協同組合の経営基盤が安定し、組合員である漁業者や水産加工業者の活動が力

強く支えられています。 

 

【目指す姿実現のための取組方向】 

○就業者確保・人材育成 

・漁業士会や漁協女性部・青年部等、漁業地域の担い手の活動推進と浜をけん引するリ

ーダーの育成 

・教育機関と連携した産業人材の育成 

・女性の経営参画、次世代リーダーとしての育成支援 

・女性の活躍に向けた農山漁村パートナーシップ等の推進 

・労働作業の負担軽減を図るための技術導入の推進など、高齢者や女性が働きやすい環

境整備 

・市町村や民間団体との連携による人材受入体制の整備・定着率の向上（特定技能など

外国人材の受入も含む） 

・就業希望者と漁業経営者とのマッチング機会の創出、就業に必要となる技能の習得、

おり，人手不足解消に向けた取組の継続が必要です。 

・海上での肉体労働が大きな部分を占める漁業において，本県の就業者に占める女性

の割合は１１％（平成３０年時点）と低いものの，陸上作業や加工作業においては

多くの女性が活躍しています。地域の活力を維持していくためには，就労形態の見

直しや働き方改革を推進し，誰もが活躍できる環境をつくるとともに，女性の担い

手確保及び経営への参画を図ることが重要です。 

 

○水産業関係者を支える水産業協同組合の経営基盤強化 

・漁村地域においては，漁業協同組合が海面利用の総合調整，組合員への指導を行

い，漁協を中心とした地域づくり・人づくりが行われています。また，水産都市に

おいては，水産加工業協同組合が水産加工業者の共同利用施設運営等を行っていま

す。水産業協同組合は水産業関係者を支える組織として重要な役割を果たしてきま

したが，組合員の減少や加工原魚の高騰など，漁協や加工協を取り巻く環境は厳し

い状況が続いており，組合経営の基盤を安定させることが必要です。 

 

【目指す姿】 

・水産業への就業希望者が社会保険の充実や労働環境の改善のもと，より安心して水

産業に参入し，漁協や市町村など地域のサポートを受けながらやりがいを持って働

くことで，地域への定着率が高まっています。 

・地域をけん引するリーダーのもと次世代リーダーが育成される循環が確立し，リー

ダーを中心に個人レベルでは難しい取組が地域全体で推進されるなど，地域の活力

が高まっています。 

・女性の担い手が陸上作業や加工作業のみならず，漁業経営においても生き生きと活

躍し，地域を支えています。 

・水産業協同組合の経営基盤が安定し，組合員である漁業者や水産加工業者の活動が

力強く支えられています。 

 

【目指す姿実現のための取組方向】 

○就業者確保・人材育成 

・漁業士会や漁協女性部・青年部等，漁業地域の担い手の活動推進と浜をけん引する

リーダーの育成 

・教育機関と連携した産業人材の育成 

・女性の経営参画，次世代リーダーとしての育成支援 

・女性の活躍に向けた農山漁村パートナーシップ等の推進 

・労働作業の負担軽減を図るための技術導入の推進など，高齢者や女性が働きやすい

環境整備 

・市町村や民間団体との連携による人材受入体制の整備・定着率の向上（特定技能な

ど外国人材の受入も含む） 

・就業希望者と漁業経営者とのマッチング機会の創出 

 

 

・時点更新 

 

 

・言い回しの修正 

 

 

 

 

 

 

・他箇所との表現の統一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・担い手、就業者確保のための取組、情報発信 

審議会・部会意見８：担い手確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

・漁師カレッジや、県補助事業（漁業担い手スター
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資格や漁具等の取得支援等 

 

○水産業関係者を支える水産業協同組合の経営基盤強化 

・専門家による経営指導や助言等による水産業協同組合の組織体制・経営基盤の強化 

 

 

 

【現状・課題】 

○経営基盤の安定・高度化 

・本県の漁業では家族経営など小規模経営体が多く、高齢化や後継者不足、環境変化に

伴う生産量の減少、養殖用飼料の高騰、燃油価格の高止まり、人手不足等が課題にな

っており、経営体質の強化が必要です。 

 

○自然災害や海難事故等への備え 

・台風、地震、津波等の自然災害が頻発化・激甚化しており、災害に強い施設の導入や

減収への対策、海難事故防止のための安全対策が必要です。 

・社会情勢の変化により、経営に重大な影響が生じる事態に直面しても、経営継続が可

能な体制を整備する必要があります。 

 

【目指す姿】 

・経営規模や地域の生産形態に即した法人化・グループ化等により、外部環境の変化に

強い経営形態への移行が進み、漁業種類の多角化、ＩＣＴ等の先端技術の導入等を通

して、収益力が高く効率的な経営が行われ、競争力を高めています。 

・機械化・自動化を進めることにより、作業の負担が軽減され、高齢者も地域の水産業

に従事しています。 

・漁業者と流通・加工業者の連携による、原料生産から加工・販売まで一貫した事業形

態の構築など、異業種連携により持続性が高い経営を目指す取組が広がっています。 

・災害に強い施設の導入が進み、災害による損失が軽減されています。 

・共済制度等への加入が進み、自然災害に対して持続可能な経営が可能となっていま

す。 

・安全操業に対する意識が向上するとともに、海難防止に必要な機器の導入が進み、事

故の未然防止に寄与しています。 

 

【目指す姿実現のための取組方向】 

○経営基盤の安定・高度化 

・経営基盤の安定・高度化に向けた法人化の推進や白色申告から青色申告への移行等 

・省エネ・省力化に向けたＩＣＴ等の先端技術の導入 

 

 

○水産業関係者を支える水産業協同組合の経営基盤強化 

・専門家による経営指導や助言等による水産業協同組合の組織体制・経営基盤の強化 

 

 

 

 

【現状・課題】 

○経営基盤の安定・高度化 

・本県の漁業では家族経営など小規模経営体が多く，高齢化や後継者不足，環境変化

に伴う生産量の減少，養殖用餌料の高騰，燃油価格の乱高下，人手不足等が課題に

なっており，経営体質の強化が必要です。 

 

○自然災害や海難事故等への備え 

・台風，地震，津波等の自然災害が頻発化・激甚化しており，災害に強い施設の導入

や減収への対策，海難事故防止のための安全対策が必要です。 

・新型コロナウイルス感染症の拡大など，経営に重大な影響が生じる事態に直面して

も，経営継続が可能な体制を整備する必要があります。 

 

【目指す姿】 

・経営規模や地域の生産形態に即した法人化・グループ化等により，外部環境の変化

に強い経営形態への移行が進み，漁業種類の多角化，ＩＣＴ等の先端技術の導入等

を通して，収益力が高く効率的な経営が行われ，競争力を高めています。 

 

 

・漁業者と流通・加工業者の連携による，原料生産から加工・販売まで一貫した事業形態

の構築など，異業種連携により持続性が高い経営を目指す取組が広がっています。 

・災害に強い施設の導入が進み，災害による損失が軽減されています。 

・共済制度等への加入が進み，自然災害に対して持続可能な経営が可能となっていま

す。 

・安全操業に対する意識が向上するとともに，海難防止に必要な機器の導入が進み，

事故の発生が未然に防止されています。 

 

【目指す姿実現のための取組方向】 

○経営基盤の安定・高度化 

・経営基盤の安定・高度化に向けた法人化の推進や白色申告から青色申告への移行等 

・省エネ・省力化に向けたＩＣＴ等の先端技術の導入 

トアップ支援事業）による支援内容を追記 

 

 

 

 

 

 

本文 p.34 

 

 

 

・餌料→飼料（養殖振興プラン等と統一） 

・他箇所との表現の統一 

 

 

 

 

 

・時勢に合わせた修正（コロナ） 

 

 

 

 

 

 

・高齢化、後継者不足、労働人材不足という状況に

おいて、高齢者が健康的に長く活躍できる環境が必

要 見直し視点：増大するリスク（労働力不足） 

 

 

 

 

・言い回しの修正 
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・経営の高度化・持続性向上に向けた異業種連携の促進 

・経営の高度化・円滑化等を図るための各種制度資金の活用促進  

 

○自然災害や海難事故等への備え 

・災害に強い養殖施設・定置網等の導入推進 

・減収補填対策である「積立ぷらす」、燃油価格の高騰対策である「セーフティネット構

築事業」等の漁業共済・漁業経営安定制度への加入促進 

・船同士の衝突事故防止のためのＡＩＳ（船舶自動識別装置）、転覆・遭難等の事故が起

きた際の迅速な救助活動を支援するＥＰＩＲＢ（非常用位置指示無線標識）など、安

全操業機器の導入推進 

・不測の事態にも対応した経営継続が可能な仕組みづくり 

 

 

 

 

 

（削除）※現行の施策 14 と統合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・経営の高度化・持続性向上に向けた異業種連携の促進 

・経営の高度化・円滑化等を図るための各種制度資金の活用促進  

 

○自然災害や海難事故等への備え 

・災害に強い養殖施設・定置網等の導入推進 

・減収補填対策である「積立ぷらす」，燃油価格の高騰対策である「セーフティネッ

ト構築事業」等の漁業共済・漁業経営安定制度への加入促進 

・船同士の衝突事故防止のためのＡＩＳ（船舶自動識別装置），転覆・遭難等の事故

が起きた際の迅速な救助活動を支援するＥＰＩＲＢ（非常用位置指示無線標識）な

ど，安全操業機器の導入推進 

・感染症の拡大など，不測の事態にも対応した経営継続が可能な仕組みづくり 

 

 

 

【現状・課題】 

○海洋環境モニタリングの継続及び情報の活用  

・近年，海水温上昇等の海洋環境変化により，水揚魚種の変化，主力養殖品目の生産

不調が生じているため，継続的に海洋環境をモニタリングし，その動向を注視して

いく必要があります。 

・また，海洋環境モニタリングで得られた情報は漁業者へのリアルタイム配信や中長

期的な漁場形成予測等に有効活用していく必要があります。 

 

○震災ガレキの撤去等による漁場環境の改善 

・津波により陸上から漁場に流入した大量のガレキについて，沿岸域の大部分では撤

去されましたが，沖合漁場では現在も操業の支障となっています。 

・アサリなどの漁場となる干潟は水質浄化や生物多様性の維持など多様な機能を有

し，重要な役割を果たしています。震災によりその多くが消失しましたが，一部は

復旧し，アサリの漁獲等が再開しました。今後は，干潟復旧の効果検証とその維持

に向けた検討を行う必要があります。 

 

○魅力ある内水面漁場の維持管理 

・河川や湖沼は自然体験や遊漁の場としてだけでなく，陸域の有機物や栄養塩等の沿

岸域への供給など，豊かな海の生態系を維持する大切な役割を担っています。 

・漁場の管理を担う内水面漁業協同組合は，組合員の高齢化や遊漁者数の減少等によ

り，機能低下が懸念されています。 

・また，特定外来生物（オオクチバスなど）や有害鳥獣（カワウなど）による水産資

源の食害が増加しています。特に内陸部ではカワウの食害が増加しており，有効な

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・（旧）他箇所でコロナの記載を削除しているの

で、あえて残さないこととしたい 

 

 

 

 

・現行の施策１４「ブルーカーボンによるＣＯ２吸

収や海洋プラスチックごみ対策等，海洋環境の保全

に寄与する取組の推進」に統合（内水面を除く） 
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対策の検討が必要です。 

・災害の激甚化等により内水面漁場も被害を受けており，生態系の維持や遊漁者によ

る漁場利用にも配慮した復旧工事の実施が必要です。 

・福島第一原子力発電所事故の影響により内水面３魚種（イワナ，ヤマメ，ウグイ）

の出荷規制が継続されており，内水面漁業振興の妨げとなっていることから，早期

解除に向けた取組が必要です。 

 

【目指す姿】 

・モニタリングにより海洋環境の状況及び変化が正確に捉えられるとともに，調査デ

ータが漁場探索など操業の効率化に活かされています。また，漁況予測精度の向上

により漁場・養殖場の適性を中長期的に見通すことができています。 

・震災ガレキの撤去が完了し，安心して操業できる漁場が確保されています。また，

干潟等の重要な漁場が管理され，生産力が保たれています。 

・生産力と魅力ある内水面の漁場環境が整備され，遊漁や自然体験の場として多くの

遊漁者や県民が河川や湖沼を利用しています。また，海への栄養塩供給の役割など

の内水面環境が持つ多様な役割が維持されています。 

 

【目指す姿実現のための取組方向】 

○海洋環境モニタリングの継続及び情報の活用 

・漁場の健全かつ持続的な利用に向けた海洋環境調査の継続的な実施 

・漁海況予測精度の向上に向けた調査研究 

 

○震災ガレキの撤去等による漁場環境の改善 

・震災ガレキの撤去継続 

・震災復旧事業で修復した干潟の事業効果検証と適正な維持管理 

 

○魅力ある内水面漁場の維持管理 

・遊漁対象魚の産卵場造成，有害生物（オオクチバス，カワウなど）の被害対策等，

内水面漁場健全化に向けた各種取組の推進 

・河川管理者と連携した河川環境の整備 

・遊漁者や県民と連携した内水面漁場の活用推進 

・イワナ，ヤマメ，ウグイの出荷規制の早期解除に向けた検体の確保及び安全・安心

に関する情報発信の継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本文 p.35 

・現行施策 12 と 14 の統合により番号ずれ 
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【現状・課題】 

○水産資源の動向把握と資源管理の高度化推進 

・水産業の持続的発展のためには適切な資源管理が必要であり、これまで沿岸・沖合域

における資源調査やＴＡＣ対象魚種の漁獲量管理等を行ってきました。漁業法改正に

伴い、国は水産改革の柱の一つである新たな資源管理を推進する上で、当面の目標と

具体的な工程を示し、科学的な根拠に基づく資源評価や、その結果を踏まえたＴＡＣ

対象魚種の拡大等により、令和１２年度に１０年前と同程度まで漁獲量を回復させる

ことを目標としています。このため、より正確で詳細な資源動向の把握など国と連携

した取組が必要となります。 

・また、水産資源の持続的利用に悪影響を及ぼす違法漁獲物の国内流通防止を図る目的

で令和４年１２月に水産流通適正化法が施行されたことから、本県においても同法に

対応して違法漁獲物の流通防止対策を講じる必要があります。 

 

○先端技術等を活用した効率的な種苗生産及び資源造成等の推進 

・本県では、アワビなど沿岸漁業の重要魚種の資源造成のため、東日本大震災で被災し

た施設を復旧し、種苗放流を行っていますが、費用対効果の高い種苗生産体制の構築

が課題となっていることから、先端技術等の活用により、効率的で増殖効果の高い種

苗の生産や資源の造成に取り組む必要があります。 

・また、サケについては、海洋環境の変化により全国的に著しく来遊尾数が減少してお

り、資源の再造成に向けた取組を継続するとともに、ふ化放流事業を存続するため、

新しい体制の構築に向けた抜本的な見直しが必要です。 

   

【目指す姿】 

・資源評価に基づく適正な資源管理により資源量が回復し、水揚量が約１０年前の水準

（震災前の平成１９年から平成２２年頃までの水準）まで回復しています。 

・アワビなどの沿岸重要魚種について、漁業者等による自立的な種苗生産・放流体制が

確立し、安定した資源のもと、水揚が行われています。 

・アワビ、ナマコ等について、違法漁獲物の流通防止対策により密漁が防止され、漁業

者の経営安定が図られています。 

・ホシガレイ種苗の成長促進に有効な緑色ＬＥＤや、加温飼育が可能な閉鎖循環式陸上

養殖技術等の先端技術を活用し、様々な魚種で効率的で増殖効果の高い資源造成が行

われています。 

 

【目指す姿実現のための取組方向】 

○水産資源の動向把握と資源管理の高度化推進 

・正確かつ迅速な水揚データ等の収集体制の構築と資源評価の精度向上 

 

・科学的な根拠（データ）に基づく資源評価の実施による資源の持続的利用 

 

【現状・課題】 

○水産資源の動向把握と資源管理の高度化推進 

・水産業の持続的発展のためには適切な資源管理が必要であり，これまで沿岸・沖合

域における資源調査やＴＡＣ対象魚種の漁獲量管理等を行ってきました。漁業法改

正に伴い，国は改革の柱の一つである新たな資源管理を推進する上で，当面の目標

と具体的な工程を示したロードマップを策定し，令和１２年度に１０年前と同程度

まで漁獲量を回復させることを目標としています。このため，より正確で詳細な資

源動向の把握が必要となります。 

 

・また，水産資源の持続的利用に悪影響を及ぼす違法漁獲物の国内流通防止に向けた

法整備が行われることから，本県においても新法に対応して違法漁獲物の流通防止

対策を講じる必要があります。 

 

○先端技術等を活用した効率的な種苗生産及び資源造成等の推進 

・本県では，サケやアワビなど沿岸漁業の重要魚種の資源造成のため，東日本大震災

で被災した施設を復旧し，種苗放流を行っていますが，全国的なサケ来遊尾数減少

への対応や費用対効果の高い種苗生産体制の構築が課題となっています。 

・このため，先端技術等を活用したより安価で増殖効果の高い種苗の生産や資源の造

成に取り組む必要があります。 

 

 

 

【目指す姿】 

・資源評価に基づく適正な資源管理により資源量が回復し，水揚量が約１０年前の水

準（震災前の平成１９年から平成２２年頃までの水準）まで回復しています。 

・サケやアワビなどの沿岸重要魚種について，漁業者等による自立的な種苗生産・放

流体制が確立し，安定した資源のもと，水揚が行われています。 

・アワビ，ナマコ等について，違法漁獲物の流通防止対策により密漁が防止され，漁

業者の経営安定が図られています。 

・ホシガレイ種苗の成長促進に有効な緑色ＬＥＤや，加温飼育が可能な閉鎖循環式陸

上養殖技術等の先端技術を活用し，様々な魚種で効率的で増殖効果の高い資源造成

が行われています。 

 

【目指す姿実現のための取組方向】 

○水産資源の動向把握と資源管理の高度化推進  

・正確かつ迅速な水揚データ等の収集体制の構築と調査の拡充による資源評価対象魚

種の拡大 

・科学的な根拠（データ）に基づく資源評価の実施 

 

 

 

 

 

・文言修正 

・国が進める資源管理の内容を拡充 

 

 

 

・時勢に合わせ修正 

 

 

 

 

・サケについて、現在の状況に合わせた内容に修正 

見直し視点：変化する海洋環境への適応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資源管理の高度化の内容として、精度向上を追記 

・（旧）国による資源評価対象魚種の拡大は概ね進

められたため削除 

・資源評価を行う目的を追記 
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・漁業者による自主的な資源管理の取組に対する支援 

・資源の持続的利用を脅かす違法漁獲物の流通防止に向けたトレーサビリティ確保等の

取組推進 

 

○先端技術等を活用した効率的な種苗生産及び資源造成等の推進 

・サケふ化場の集約化や休止等によるふ化放流体制の抜本的な見直しや、遊休化する施

設の有効利用によるふ化放流団体の新しい収入源の確保 

・集約先のふ化場においては、サケ資源の再造成に向けた、回帰率向上のための調査・

試験の実施、種苗の大型化、適期・適サイズ放流の再検討 等 

・アワビ等の種苗生産の効率化と安定的な種苗供給及び効果的な資源添加 

・新技術の導入による効率的な種苗生産（緑色ＬＥＤ光によるホシガレイ種苗の成長促

進など） 

 

 

１３

 

【現状・課題】 

○震災ガレキの撤去等による漁場環境の改善 

・津波により陸上から漁場に流入した大量のガレキについて、沿岸域の大部分では撤去

されましたが、沖合漁場では現在も操業の支障となっています。 

・アサリなどの漁場となる干潟は水質浄化や生物多様性の維持など多様な機能を有し、

重要な役割を果たしています。震災によりその多くが消失しましたが、一部は復旧

し、アサリの漁獲等が再開しました。今後は、干潟復旧の効果検証とその維持に向け

た検討を行う必要があります。 

 

○海洋環境モニタリングの継続及び情報の活用 

・近年、海水温上昇等の海洋環境変化により、水揚魚種の変化、主力養殖品目の生産不

調が生じているため、海洋環境モニタリングの継続・強化により、その動向を注視し

ていく必要があります。 

・また、海洋環境モニタリングで得られた情報は漁業者へのリアルタイム配信や中長期

的な漁場形成予測等に有効活用していく必要があります。 

 

○海洋環境の保全に寄与する水産業の多面的機能の発揮 

・水産業は、本来機能である水産物の安定供給のほかにも、藻場・干潟の保全、沿岸域

の美化、海洋環境の監視など、多面的な機能を有しています。 

・藻場は、磯根資源の漁場であるとともに魚介類の再生産の場として重要であり、生物

 

・資源の持続的利用を脅かす違法漁獲物の流通防止に向けたトレーサビリティ確保等

の取組推進 

 

○先端技術等を活用した効率的な種苗生産及び資源造成等の推進  

・サケの回帰率向上に向けた調査・試験等の実施 

・サケのふ化放流事業が安定的に実施される体制の維持 

・復旧した種苗施設の生産工程の検証による効率的な運用 

 

 

・新技術の導入による効率的な種苗生産（緑色ＬＥＤ光によるホシガレイ種苗の成長

促進など） 

・閉鎖循環式陸上養殖技術等を活用した効率的な種苗生産方法の開発 

 

１４

 

【現状・課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○海洋環境の保全に寄与する水産業の多面的機能の発揮  

・水産業は，本来機能である水産物の安定供給のほかにも，藻場・干潟の保全，沿岸

域の美化，海洋環境の監視など，多面的な機能を有しています。 

・藻場は，磯根資源の漁場であるとともに魚介類の再生産の場として重要ですが，東

・これまでも行われてきた漁業者による自主的取組

は、今後も重要であるため追記 

 

 

 

・サケについて、現在の状況に合わせた内容に修正 

見直し視点：変化する海洋環境への適応 

 

 

・アワビに関する記載を追記 

 

 

・（旧）直上の「など」に含まれるものとして削除 

 

本文 p.36 

・（旧）現行政策 12「生産力の高い漁場の整備や水

域環境の保全」との統合により、海洋環境保全に関

する要素が加わる（ガレキ撤去、干潟保全、モニタ

リング）ことから海プラを施策名から削除 

・番号ずれ 

 

・現行施策１２から移記（統合） 

 

審議会・部会意見９：生物多様性 

 

 

 

 

・現行施策１２から移記（統合） 

・海洋環境調査 

審議会・部会意見６：海洋環境の変化 

 

 

 

 

 

 

 

審議会・部会意見９：生物多様性 
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多様性の維持にも貢献していますが、東日本大震災以降、ウニの過度な増加等による

磯焼けの進行が確認されており、その回復が必要です。 

・近年、海藻などの海洋生物による大気中二酸化炭素（ＣＯ２）吸収効果（ブルーカー

ボン効果）についての研究が進んでおり、海面養殖や漁場が大気中のＣＯ２を削減す

る効果が期待されています。 

・令和４年１月に本県沿岸域の藻場造成や海藻養殖によるブルーカーボンの推進を目的

に、「宮城県ブルーカーボン協議会」を設立し、漁業者による藻場造成活動やブルーカ

ーボンに関する普及・啓発、試験研究等を実施しているほか、県内の一部漁場で養殖

したワカメによって、海洋に関するカーボン・クレジットである「Ｊブルークレジッ

ト®」の認証を取得しました。今後、制度活用の広がりによって藻場保全・海藻養殖

の推進が期待されます。 

 

○海洋プラスチックごみ問題解決に向けた取組の推進 

・近年、海洋生物による誤飲など、海洋プラスチックごみの生態系への影響が国際的に

問題となっています。操業の支障となる懸念もあることから、使用済の漁業用資材に

加え、操業中に網に入った海洋プラスチックごみの確実な回収・処分を進めるととも

に、陸域からの排出防止を呼びかける必要があります。 

 

○再生可能エネルギー等の利用促進 

・エネルギーの安定供給や環境保全の視点から、再生可能エネルギーや省エネ技術の活

用に関心が高まっています。このような状況において、本県水産業においても、災害

時の機能維持及び省コスト化を目的として魚市場・水産加工場に太陽光発電や蓄電池

が整備されるなど、再生可能エネルギーの導入が進められています。 

 

【目指す姿】 

・震災ガレキの撤去が完了し、安心して操業できる漁場が確保されています。また、干潟

等の重要な漁場が管理され、生産力や生物多様性が保たれています。 

・モニタリングにより海洋環境の状況及び変化が正確に捉えられるとともに、調査データ

が漁場探索など操業の効率化に活かされています。また、漁況予測精度の向上により漁

場・養殖場の適性を中長期的に見通すことができています。 

・漁業活動と漁場の適正管理を通じて、水産資源を有効に活用しながら、生態系が保全 

され、漁場が持つ多面的な機能が発揮されています。 

・ブルーカーボンによるＣＯ２吸収への水産業の貢献が広く認知され、藻場保全や海藻 

養殖の推進、都市部とのカーボン・オフセットが行われています。 

・海洋プラスチックごみ問題が広く認知され、陸域からの排出が抑制されるとともに、 

回収・処理システムが機能しています。 

・魚市場や水産加工場に太陽光発電や蓄電池が整備され、通常操業時の省コスト化と同時 

に、災害・非常時の機能維持が図られています 

 

日本大震災以降，ウニの過度な増加等による磯焼けの進行が確認されており，その

回復が必要です。 

・近年，海藻などの海洋生物による大気中二酸化炭素（ＣＯ２）吸収効果（ブルーカー

ボン効果）についての研究が進んでおり，海面養殖や漁場が大気中のＣＯ２を削減す

る効果が期待されています。 

 

 

 

 

 

 

 

○海洋プラスチックごみ問題解決に向けた取組の推進  

・近年，海洋生物による誤飲など，海洋プラスチックごみの生態系への影響が国際的

に問題となっています。操業の支障となる懸念もあることから，使用済の漁業用資

材に加え，操業中に網に入った海洋プラスチックごみの確実な回収・処分を進める

とともに，陸域からの排出防止を呼びかける必要があります。 

 

○再生可能エネルギー等の利用促進  

・エネルギーの安定供給や環境保全の視点から，再生可能エネルギーや省エネ技術の

活用に関心が高まっています。このような状況において，本県水産業においても，

災害時の機能維持及び省コスト化を目的として魚市場に太陽光発電や蓄電池が整備

されるなど，再生可能エネルギーの導入が進められています。 

 

【目指す姿】 

 

 

 

 

 

・漁業活動と漁場の適正管理を通じて，水産資源を有効に活用しながら，生態系が保

全され，漁場が持つ多面的な機能が発揮されています。 

・ブルーカーボンによるＣＯ２吸収への水産業の貢献が広く認知され，藻場保全や海藻

養殖の推進，都市部とのカーボン・オフセットが行われています。 

・海洋プラスチックごみ問題が広く認知され，陸域からの排出が抑制されるととも

に，回収・処理システムが機能しています。 

・魚市場や水産加工場に太陽光発電や蓄電池が整備され，通常操業時の省コスト化と

同時に，災害・非常時の機能維持が図られています。 

 

 

 

 

 

 

・ブルーカーボン協議会による取組を追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・県の省エネ事業（デマンドコントロールシステム

や太陽光発電設備の導入支援）の対象として水産加

工場も対象としているため追記 

 

 

・現行施策１２から移記（統合） 

審議会・部会意見９：生物多様性 
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【目指す姿実現のための取組方向】 

○震災ガレキの撤去等による漁場環境の改善 

・震災ガレキの撤去継続 

・震災復旧事業で修復した干潟の事業効果検証と適正な維持管理 

 

○海洋環境モニタリングの継続及び情報の活用 

・漁場の健全かつ持続的な利用に向けた海洋環境調査の継続と状況に応じた強化 

・漁海況予測精度の向上に向けた調査研究 

 

○海洋環境の保全に寄与する水産業の多面的機能の発揮 

・県海域の藻場造成指針である「宮城県藻場ビジョン」に沿った実行性のある藻場の造

成と維持管理 

・過剰に発生したウニの有効活用や食害対策等による磯焼け対策の推進 

・「ブルーカーボン」の認知度向上に向けた情報発信や「ＪブルークレジットⓇ」制度の

活用 

 

○海洋プラスチックごみ問題解決に向けた取組の推進 

・海洋プラスチックごみ回収・処理システムの構築と排出防止に向けた普及啓発 

・海洋プラスチックごみ削減に資する取組の推進（海洋プラスチックごみのリサイクル

等） 

 

○再生可能エネルギー等の利用促進 

・地球環境に配慮した省エネ機器及び再生可能エネルギーの導入促進 

 

 

 

 

【現状・課題】 

○内水面漁業の多面的機能の発揮と地域振興 

・内水面漁業は、その活動を通じて流域における生態系の維持や自然環境保全に寄与して

いるほか、食料供給機能、遊漁や体験型観光、環境教育など、多様な社会的機能を果た

しており、地域住民や来訪者にとって身近な自然と触れ合う貴重な場を提供していま

す。 

・さらに、伝統的な漁法や水辺文化の継承といった文化的価値にも富んでおり、地域の歴

史や暮らしとの深い結びつきなど、内水面漁業は、環境・社会・文化の側面から多面的

な機能を持ち、地域の振興に重要な役割を果たしています。 

・このような内水面漁業の多面的機能を正しく評価するとともに、その価値を地域全体で

共有し、持続的に活用していくための取組が、今後ますます求められています。 

 

【目指す姿実現のための取組方向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

○海洋環境の保全に寄与する水産業の多面的機能の発揮  

・県海域の藻場造成指針である「宮城県藻場ビジョン」に沿った実行性のある藻場の

造成と維持管理 

・過剰に発生したウニの有効活用等による磯焼け対策の推進 

・「ブルーカーボン」の認知度向上に向けた情報発信 

 

 

○海洋プラスチックごみ問題解決に向けた取組の推進  

・海洋プラスチックごみ回収・処理システムの構築と排出防止に向けた普及啓発 

 

 

 

○再生可能エネルギー等の利用促進  

・地球環境に配慮した省エネ機器及び再生可能エネルギーの導入促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現行施策１２から移記（統合） 

 

 

 

・海洋環境調査 

審議会・部会意見６：海洋環境の変化 

 

 

 

審議会・部会意見５：自然環境の保全 

 

 

・ブルーカーボンに関する現状の取組追記 

 

 

 

 

・現状の取組（気仙沼市等）を追記 

審議会・部会意見５：自然環境の保全 

 

 

 

 

本文 p.38 

 

・内水面漁業の振興に関する「施策」を新設 

・国の内水面基本計画を基に文案を調製。県の内水

面漁業振興計画として位置付ける想定 

 

・「生物多様性、自然保護」関連 

審議会・部会意見５：自然環境の保全 

審議会・部会意見９：生物多様性 
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○持続可能な漁場管理体制の構築 

・内水面漁業協同組合は、第５種共同漁業権の免許主体として漁業権の管理と水産資源の

増殖に取り組んでいるほか、河川や湖沼などの内水面漁場の維持・管理に重要な役割を

担っています。 

・一方で、組合員数・職員数の減少や高齢化により、漁協活動の担い手不足が深刻となっ

ているほか、遊漁者数の減少等により経営基盤が脆弱化し、漁場管理体制の機能低下が

懸念されています。 

 

○内水面における漁場環境の維持・再生 

・内水面は、多様な淡水生物の生息環境となっており、在来種の保護や水生生物の生物多

様性の維持に不可欠であるほか、陸域から沿岸域への有機物や栄養塩等の供給源とし

て、沿岸海域における生態系の健全な維持・保全にも寄与する重要な役割を果たしてい

ます。 

・内水面の生態系の維持にあたっては、森林の有するかん養機能の発揮による良質な水の

安定供給や河川等の生育環境の保全が不可欠なため、林業関係者や河川管理者との連携

が必要です。 

・災害の激甚化等により内水面漁場の被害が多発していますが、復旧工事の実施に当たっ

ては、生態系の維持や遊漁者による漁場利用等への配慮が必要です。 

 

○内水面水産資源の回復と利用 

・第５種共同漁業権の免許を受けた内水面漁業協同組合では、漁業法に基づく増殖義務を

果たすため、稚魚や親魚、卵の放流、産卵場造成等、地域の実態に応じた多様な増殖の

取組を行っています。 

・特定外来生物（オオクチバスなど）や、内陸部を中心として生息数が増加しているカワ

ウ等の有害鳥獣による水産資源の食害が問題となっており、有効な対策の検討が必要で

す。 

・福島第一原子力発電所事故の影響により、内水面の３魚種（イワナ、ヤマメ、ウグイ）

について、一部河川での出荷規制が継続されており、内水面漁業振興の妨げとなってい

ることから、早期解除に向けた取組が必要です。 

 

【目指す姿】 

・内水面漁業協同組合では、組合員及び職員を安定的に確保し、組合の健全な運営が維持

されています。 

・内水面漁業協同組合等における増殖事業や漁場環境の整備などに加え、効果的なカワウ

等の被害対策が実施されることで、内水面の多様な水産動植物が育まれ、多くの遊漁者

が利用しながら、資源と漁場の持続的利用が図られています。 

・内水面漁業協同組合を中心に、多様な主体が協働し、河川・湖沼の水草除去や清掃、内

水面生態系の維持・保全のための活動が行われるとともに、漁業や釣り体験等のイベン

トにより、地域のにぎわいを創出し、関係人口が増加するなど内水面漁業の有する多面

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「生物多様性、自然保護」関連 

審議会・部会意見５：自然環境の保全 

審議会・部会意見９：生物多様性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「生物多様性、自然保護」関連 

審議会・部会意見５：自然環境の保全 
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的機能が発揮されています。 

・内水面漁業の意義や魅力の発信により、県民の内水面への理解と関心が高まり、内水面

に携わる人材が増加しています。 

  

【目指す姿実現のための取組方向】 

○内水面漁業の多面的機能の発揮と地域振興 

・内水面生態系の維持・保全のための活動や、多面的機能に係る理解の増進と関係人口の

増加を図るための環境教育、漁業や釣り体験等の場の提供等の取組促進 

・観光業等と連携した地域振興の取組と情報発信 

 

○持続可能な漁場管理体制の構築 

・内水面漁業協同組合の組織、運営体制の強化に向けた、先端技術等を活用した効率的な

増殖・漁場管理手法の導入等の推進、組合の合併や連携等の検討 

・サケ増殖事業を実施してきた内水面漁業協同組合については、回帰の状況等に応じて魚

種転換など新しい収入源の確保 

 

○内水面における漁場環境の維持・再生 

・内水面水産資源の生育環境の保全及び改善に資する森林の整備及び保全 

・内水面における水産動物のそ上・降下環境の改善のため、河川管理者等と連携した堰等

の河川横断施設への魚道の設置及び改良並びに適切な維持管理 

・内水面水産資源の生育又は内水面生態系の保全に資する産卵場の保全及び造成、棲み家

づくり等の取組を支援 

・自然との共生及び環境との調和に配慮した河川整備の推進 

 

○内水面水産資源の回復と利用 

・内水面水産資源の増殖及び養殖の推進 

・遊漁者を呼び込める魅力ある漁場の形成 

・カワウや外来生物による被害の防止対策 

・内水面水産資源に係る伝染性疾病の予防及びまん延防止 

・福島第一原子力発電所事故等による被害等への対策として、イワナ、ヤマメ、ウグイの

出荷規制の早期解除に向けた検体の確保及び安全・安心に関する情報発信の継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

審議会・部会意見９：生物多様性） 

 

 

 

 

 

・「生物多様性、自然保護」関連 

審議会・部会意見５：自然環境の保全 

審議会・部会意見９：生物多様性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「生物多様性、自然保護」関連 

審議会・部会意見５：自然環境の保全 
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第５章  重点プロジェクト 

6 つの重点プロジェクト 

県では、第３章で掲げた宮城の水産業の目指すべき姿の実現に向け、第４章で体系化し

た４つの基本方向と１４の施策に沿ってバランス良く政策を展開していきます。 

 

加えて、本計画期間の１０年間で取り組んでいく各種取組の中でも、優先度が高いもの

や分野横断的視点で取り組むことが必要となるものがあり、このような取組を重点プロ

ジェクトとして設定し、目指すべき姿の実現を加速します。 

図：重点プロジェクトまとめ 

 

重点プロジェクト１  海洋環境変動への適応プロジェクト 

【目的】 

近年、海水温の上昇等の海洋環境の変化により水揚魚種の変化や養殖生産物の生産

不調、加工品の原材料不足が生じており、水産物や水産加工品の生産体制が不安定と

なっています。これらの影響は、今後も継続する可能性があることから、このような

変化に対応するため、海洋モニタリング調査や水産物の生産・流通実態調査を行い、

現状の把握に努めるとともに、漁船漁業や養殖業、水産加工業で生じている課題やニ

ーズをいち早く収集し、対応策を講じることで、変化に対応した柔軟な生産・加工体

制の構築を推進します。 

 

【内容】 

①（漁船漁業）操業体制の転換、漁業調整と漁業許可制度等の見直し など 

②（養殖業）生産体制の転換、養殖方法や漁場利用の検討 など 

③（水産加工業）原料転換、暖水性魚種や低・未利用魚の有効活用 など 

 

図：海洋環境変化への適応プロジェクト 

 

重点プロジェクト２  スマート水産業推進プロジェクト 

【目的】 

ＩＣＴやＡＩ等の先端技術やデータを活用して、労働者の減少・高齢化や、海洋環境

の変動による資源量・水揚量への影響等、様々な課題の解決を図るものとして“スマー

ト水産業”が期待されています。現在、国を中心に普及が進められており、具体的な成

果が各地で見られるようになっています。本県においても東日本大震災や近年の海洋環

境の変化によって様々な課題が顕在化していることから、国や先端技術を持つ企業と連

携してスマート化のメリットを整理し、水産現場のニーズに合った技術の導入・普及を

速やかに進めます。 

第５章  重点プロジェクト 

５つの重点プロジェクト 

県では、第３章で掲げた宮城の水産業の目指すべき姿の実現に向け、第４章で体系化し

た４つの基本方向と１４の施策に沿ってバランス良く政策を展開していきます。 

 

加えて、本計画期間の１０年間で取り組んでいく各種取組の中でも、優先度が高いもの

や分野横断的視点で取り組むことが必要となるものがあり、このような取組を重点プロジ

ェクトとして設定し、目指すべき姿の実現を加速します。 

図：重点プロジェクトまとめ 
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追加 

 

重点プロジェクト１  スマート水産業推進プロジェクト 

【目的】 

ＩＣＴやＡＩ等の先端技術やデータを活用して、労働者の減少・高齢化や、海洋環境

の変動による資源量・水揚量への影響等、様々な課題の解決を図るものとして“スマー

ト水産業”が期待されています。現在、国を中心にその推進の検討が進められています

が、本県においても東日本大震災や海洋環境の変化によって様々な課題が顕在化してい

ることから、国や先端技術を持つ企業と連携してスマート化のメリットを整理し、水産

現場のニーズに合った技術の導入・普及を速やかに進めます。 

 

本文 p.40 

 

・「海洋環境変化への適応プロジェクト」の追加に

より５→６ 

 

 

 

 

 

・個別プロジェクト内容を決定後、図を調製 

 

本文 p.41 

・第Ⅲ期基本計画後半５か年の重要課題であるた

め、重点プロジェクトとして新規に立ち上げ 

 

審議会・部会意見６：海洋環境の変化 

見直し視点：変化する海洋環境への適応 
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・番号ずれ 

 

 

 

・時勢に合わせた修正 
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【内容】 

①県内全域で取り組む水揚データ等の活用推進 

②モデル地区における先端技術の試験導入と有効性の検証、社会実装と普及促進 

 

図：スマート水産業推進プロジェクト 

 

重点プロジェクト３  水産物輸出促進プロジェクト 

【目的】 

今後、人口減少と高齢化は更に加速し、国内市場の縮小は避けられないと見込まれま

すが、世界では水産物のニーズは高く、有望な輸出品目となっています。本県の水産業

を持続的産業として成長させていくため、海外市場に受け入れられる水産物・水産加工

品の生産体制と、関連事業者や輸出支援機関と連携して効率的に輸出業務を実施する体

制を構築し、拡大が見込まれる海外市場へ販路を拡大します。 

 

【内容】 

①情報の収集・共有と発信（初動支援、海外ニーズの把握） 

②生産体制整備（相手先が求める衛生基準・ニーズへの対応、原材料の確保等） 

③連携体制の強化（多様な連携による競争力の強化、輸出担当者の育成等） 

 

図：水産物輸出促進プロジェクト 

 

重点プロジェクト４  新しい漁村地域創出プロジェクト 

【目的】 

東日本大震災以降、都市部への人口流出などが進み、本県沿岸地域は大きく姿を変え

ました。特に、高台移転等によって漁業者が浜から離れた地域や高齢化が特に進んでい

る島しょ部などでは、漁村コミュニティの維持や漁港施設・漁場の利用度低下が懸念さ

れています。このような地域において、地域の活性化をけん引する人材や、中核となる

次世代漁業者リーダーを確保・育成するとともに、従来の考え方にとらわれない海業等

による漁港施設・漁場の利用や土地の利活用、異業種連携、都市部との交流、地域のフ

ァンづくり等に資する取組を支援することにより、地域のにぎわいや所得を生み出し、

将来にわたって持続する活力ある漁村地域を創出します。 

また、活力ある地域として全国から高い評価を得るためには、ＳＤＧｓの推進や環境

志向の高まりなど、社会が重視している新しい価値観を共有し、自ら実践していくこと

が不可欠です。このための新たな取組を積極的に推進します。 

 

 

 

【内容】 

①県内全域で取り組む水揚データ等の活用推進 

②モデル地区における先端技術の試験導入と有効性の検証、社会実装と普及促進 

 

図：スマート水産業推進プロジェクト 

 

重点プロジェクト２  水産物輸出促進プロジェクト 

【目的】 

今後、人口減少と高齢化は更に加速し、国内市場の縮小は避けられないと見込まれま

すが、世界では水産物のニーズは高く、有望な輸出品目となっています。本県の水産業

を持続的産業として成長させていくため、海外市場に受け入れられる水産物・水産加工

品の生産体制と、関連事業者や輸出支援機関と連携して効率的に輸出業務を実施する体

制を構築し、拡大が見込まれる海外市場へ販路を拡大します。 

 

【内容】 

①情報の収集・共有と発信（初動支援、海外ニーズの把握） 

②生産体制整備（相手先が求める衛生基準・ニーズへの対応、原材料の確保等） 

③連携体制の強化（多様な連携による競争力の強化、輸出担当者の育成等） 

 

図：水産物輸出促進プロジェクト 

 

重点プロジェクト３  新しい漁村地域創出プロジェクト 

【目的】 

東日本大震災を契機に都市部への人口流出などが進み、沿岸部の漁村地域は大きく姿

を変えました。特に、高台移転等によって漁業者が浜から離れた地域や高齢化が特に進

んでいる島しょ部などでは、漁村コミュニティの維持や漁港施設・漁場の利用度低下が

懸念されています。このような地域において、従来の考え方にとらわれない漁港施設・

漁場の利用や土地の利活用、異業種連携、都市部との交流、中核となる次世代リーダー

の育成、地域のファンづくり等により将来にわたって持続する活力ある漁村地域を創出

します。 

 

また、活力ある地域として全国から高い評価を得るためには、ＳＤＧｓの推進や環境

志向の高まりなど、社会が重視している新しい価値観を共有し、自ら実践していくこと

が不可欠です。このための新たな取組を積極的に推進します。 
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・番号ずれ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・図（ポンチ絵）を修正。有望市場にタイ、ベトナ

ムを追加、開拓市場のアメリカを北米に変更、既に

日本食市場が拡大しているタイ、ベトナムを削除 

 

本文 p.44 

・番号ずれ 

 

・「契機」が適切でないため修正 

・「まずは人材を育成し、その上で取組を支援す

る」順番で文章を再構成。 

・人材は漁業者の次世代リーダーだけでなく、海業

等により地域を活性化する様々なプレイヤーを想定

し「牽引する人材」を追記 

・「牽引する人材」は、育成だけでなく他地域から

引き込むことも想定し、「確保」を追記 

・海業を追加 

・海業の本来的な目的としての「漁業者の収入確

保」を意識して追記 
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【内容】 

 ①魅力ある地域づくりの企画・検討 

 ②地域の中核となる次世代リーダー等の育成（漁村活性化をけん引する人材・次世代

漁業者リーダー） 

③漁村活性化に向けた取組（海面の利用度向上、漁港施設等の利活用促進） 

 

 

 

 

図：新しい漁村地域創出プロジェクト 

 

重点プロジェクト５  ブルーカーボン推進プロジェクト 

【目的】 

 漁場は漁業生産の舞台であるばかりでなく、海洋環境・生態系の一部として生物多様

性の維持や水質浄化など重要な機能を有しています。特に、生産力の高い漁場である藻

場は、幼稚仔
し

魚の生息場所やアワビ・ウニ等の餌場となっているほか、温室効果ガスで

ある二酸化炭素を吸収・固定し、地球温暖化を緩和する働きを期待されています。ま

た、最近ではワカメ・コンブ等の大型藻類の養殖も二酸化炭素の吸収源として評価され

ることが分かってきました。このような藻場の造成・保全や海藻養殖の増産への取組を

推進し、本県沿岸域の水産資源の造成と養殖生産の増大を図るとともに、地球温暖化緩

和に貢献する水産業への理解を広めます。 

 

【内容】 

 ①宮城県ブルーカーボン協議会を核としたブルーカーボンの取組推進と認知度向上 

 ②宮城県藻場ビジョン（県海域の藻場造成指針）に沿った藻場の造成・維持管理 

 ③新品目・新系統導入による海藻養殖の増産 

 ④「ＪブルークレジットⓇ」制度の活用など、他地域、民間企業との連携 

 

図：ブルーカーボン推進プロジェクト 

 

 

重点プロジェクト６  試験研究推進プロジェクト 

【目的】 

海水温の上昇など、近年、海洋環境が著しく変化しており、本県においても水揚量の

減少、海洋環境の変化による水揚げ魚種の変化、養殖生産の不安定化等の課題に直面し

ています。水産資源を持続的に利用し、水産物を安定的に供給するためには、これまで

蓄積した知見や技術等の基礎研究を基盤としつつ、海洋や河川における環境モニタリン

【内容】 

 ①魅力ある地域づくりの企画・検討 

 ②地域の中核となる次世代リーダーの育成（地域内外との交流促進・技術の普及等） 

 ③海面の利用度向上（漁業権内容の見直しによる漁場有効利用の促進等） 

④漁港施設等の利活用促進（新たな機能の付与や近隣地区との機能分担等） 

 

 

 

 

図：新しい漁村地域創出プロジェクト 

 

重点プロジェクト４  ブルーカーボン推進プロジェクト 

【目的】 

 漁場は漁業生産の舞台であるばかりでなく、海洋環境・生態系の一部として生物多様

性の維持や水質浄化など重要な機能を有しています。特に、生産力の高い漁場である藻

場は、幼稚仔
し

魚の生息場所やアワビ・ウニ等の餌場となっているほか、温室効果ガスで

ある二酸化炭素を吸収・固定し、地球温暖化を緩和する働きを期待されています。ま

た、最近ではワカメ・コンブ等の大型藻類の養殖も二酸化炭素の吸収源として評価され

ることが分かってきました。このような藻場の造成・保全や海藻養殖の増産への取組を

推進し、本県沿岸域の水産資源の造成と養殖生産の増大を図るとともに、地球温暖化緩

和に貢献する水産業への理解を広めます。 

 

【内容】 

 ①ブルーカーボンの取組に対する認知度向上 

 ②宮城県藻場ビジョン（県海域の藻場造成指針）に沿った藻場の造成・維持管理 

 ③新品目・新系統導入による海藻養殖の増産 

 ④ブルーカーボン・オフセットなど、他地域、民間企業との連携 

 

図：ブルーカーボン推進プロジェクト 

 

 

重点プロジェクト５  試験研究推進プロジェクト 

【目的】 

海水温の上昇等による水揚魚種の変化や沿岸域での磯焼けの進行など、近年、海洋環

境が著しく変化しており、海水温の上昇は今後も継続すると予想されます。このような

変化に対応するためには、海洋観測や魚市場調査等の基礎調査に加えて、養殖技術や新

たな養殖種の開発・現場実装への技術的支援が不可欠です。また、水産業にイノベーシ

・以下の手順でPJを進めることをイメージし【内

容】の項目を調整 

 企画検討 

  ↓ 

 人材育成（多様なプレイヤー、漁業者リーダー） 

  ↓ 

 活性化に向けた取組（海面利用度向上、漁港施設

等の利活用促進） 

 

・上記の考え方により図を修正 
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・番号ずれ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現状の取組として、ブルーカーボン協議会、Ｊブ

ルークレジット制度を追記 

 

 

 

本文 p.46 

・番号ずれ 

 

・環境変化への対応が必要であり、優先的に対応し

ていく必要があることを念頭に修正 
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グの充実、科学的根拠に基づいた資源調査・資源評価の高度化に加え、環境変化に対応

する新たな養殖技術や水産加工技術の開発等を行い、さらに現場実装への技術的支援が

不可欠です。これらの課題に的確に対応するため、国・大学等の研究機関や民間・漁業

者等との連携を深めながら、試験研究を積極的に推進していきます。 

 

図：試験研究推進プロジェクト 

 

 

 

ョンをもたらす新技術の実装のためには導入試験や効果検証が不可欠であり、試験研究

が大きな役割を果たします。このため、漁業・養殖業、流通・加工業、資源・環境等の

水産業を構成する各分野において、国・大学等の研究機関や民間・漁業者との連携を深

めながら試験研究を積極的に推進していきます。 

 

図：試験研究推進プロジェクト 

 

 

 

 

 

・研究者等と連携した調査等 

審議会・部会意見９：生物多様性 

 

・図（ポンチ絵）を修正（海洋環境の変化への対応

プロジェクト追記） 

 

第 6 章  目標指標 

 

・１ 目標指標について 

水産基本計画（第Ⅲ期）では、県、市町村、水産業者等及び県民が相互に連携・協力

しながら施策を推進し、水産業の振興に努めることとしています。このため、生産、流

通・加工、消費それぞれに関わりの深い項目を目標指標として設定し、水産業の振興に

向けて関係者一丸となって目標達成を目指すものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6 章  目標指標 

 

・１ 目標指標について 

水産基本計画（第Ⅲ期）では、県、市町村、水産業者等及び県民が相互に連携・協力

しながら施策を推進し、水産業の振興に努めることとしています。このため、生産、流

通・加工、消費それぞれに関わりの深い項目を目標指標として設定し、水産業の振興に

向けて関係者一丸となって目標達成を目指すものとします。 
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・目標値修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和１２年の目標値。ただし、（７）は令和８年の目標値。 

※集計期間は原則１月から１２月ですが、一部の指標については、年度又は漁期を集計期間としています。 

※令和１２年の目標値。ただし、（７）は令和８年の目標値。 

※集計期間は原則１月から１２月ですが、一部の指標については、年度又は漁期を集計期間としています。 
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２ 目標値及びその考え方 

（１） 漁業産出額 

 

●基本的な考え方 

・漁業生産は水産業におけるサプライチェーンの出発点として重要な役割を持っていま

す。高齢化や人口減少に伴う漁業者の減少等により、生産量の大幅な増加は見込めませ

んが、このような状況においても、漁業者は十分な収益を上げ、漁業生産を継続してい

く必要があります。このことから、水産業の土台となる生産力を測る指標として、漁業

産出額を設定しました。 

 

（２） 漁業所得及び新規就業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●基本的な考え方 

・漁業者が将来にわたり、漁業を営んでいくためには、限りある水産資源や利用可能な漁

場面積を適切かつ有効に活用し、個々の漁業経営体が十分な所得を確保することが重

要です。 

・このため、沿岸漁船漁業においては定期的な設備投資を行い、水揚の変動等が生じても

安定した経営ができる所得を、養殖業においては浜プランの取組等により、向上が期待

できる所得を目標値としました。   

・また、各経営体が十分な所得を得ながら、目標とする漁業産出額を達成するためには経

営体数の適正化が必要となります。このため、漁業者数の自然減少等を考慮しながら、

継続的に新規就業者を確保し、長期的な視点で適正な漁業経営体数に移行（１５年後

（令和２０年））することとし、そのために必要な１年当たりの新規就業者数を目標値

としました。 

２ 目標値及びその考え方 

（１） 漁業産出額 

 

 

 

 

 

 

 

●基本的な考え方 

・漁業生産は水産業におけるサプライチェーンの出発点として重要な役割を持っていま

す。高齢化や人口減少に伴う漁業者の減少等により、生産量の大幅な増加は見込めませ

んが、このような状況においても、漁業者は十分な収益を上げ、漁業生産を継続してい

く必要があります。このことから、水産業の土台となる生産力を測る指標として、漁業

産出額を設定しました。 

 

（２） 漁業所得及び新規就業者数 

 

●基本的な考え方 

・漁業者が将来にわたり、漁業を営んでいくためには、限りある水産資源や利用可能な漁

場面積を適切かつ有効に活用し、個々の漁業経営体が十分な所得を確保することが重要

です。 

・このため、沿岸漁船漁業においては定期的な設備投資を行い、水揚の変動等が生じても

安定した経営ができる所得を、養殖業においては浜プランの取組等により、向上が期待

できる所得を目標値としました。   

・また、各経営体が十分な所得を得ながら、目標とする漁業産出額を達成するためには経

営体数の適正化が必要となります。このため、漁業者数の自然減少等を考慮しながら、

継続的に新規就業者を確保し、長期的な視点で適正な漁業経営体数に移行（２０年後）

することとし、そのために必要な１年当たりの新規就業者数を目標値としました。 

 

※ 目標値の算出根拠は、第７章「参考資料」に掲載 

 

（１） 漁業産出額 

○沿岸漁船漁業 → 現状維持 

直近実績値（R4）が、中間目標値を達成してい

る一方、魚価高による影響が大きく、今後、この水

準を維持できるか不確実なことから、見直しは行な

わず、状況を注視していく。 

 

○養殖業 → 目標値修正 

養殖振興プランに合わせて修正 

 

 

 

 

 

（２）漁業所得及び新規就業者数   本文 p.48 

 

○沿岸漁船漁業 

・漁業所得 → 目標値修正 

・新規就業者 → 目標値修正 

※２０２３漁業センサスを基に、目標値を見直し 

○養殖業 

・漁業所得 → 目標値修正 

※養殖振興プラン、２０２３漁業センサスに合わ 

 せて見直し。 

※参考指標として全国の燃油・飼料価格のグラフ 

を追加 

 ・新規就業者 → 目標値修正 

※２０２３漁業センサスを基に目標値を見直し 

 

 

 

 

 

 

・時点修正 
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（３） 水産加工品出荷額 

 

 

●基本的な考え方 

・本県の食料品出荷額の約半数を水産加工品が占めており、水産加工業は沿岸地域の基幹

産業の一つとして位置付けられています。また、水産物は畜肉等と比較し、鮮度が低下

しやすく、水揚された水産物の多くは背後地の水産加工業者により加工されます。 

・このため、水産加工品の製造・供給能力は水産業の流通・加工分野において重要な要素

となることから、水産加工品出荷額を目標指標として設定しました。 

 

 

（４） 水産加工業付加価値額  

 

●基本的な考え方 

・加工原料不足や価格の高騰など，取り巻く環境が深刻化する中，本県水産加工業が持続

していくためには，生産・販売活動において，一層の付加価値を付け，収益性を高めて

いくことが必要です。このため，水産加工業の収益性の高さや質の高い製品の製造力を

測る指標として，水産加工業付加価値額（※）を設定しました。 

 

（５） 世帯１人当たりの年間魚介類等の購入額 

 

●基本的な考え方 

・全国的に魚離れが進む中、持続的に水産振興を図るためには、県民が水産物を積極的に

利用していくことが不可欠となります。このため、魚食習慣を追跡できる指標として、

世帯１人当たりの年間魚介類等の購入額を設定しました。 

 

 

 

（３） 水産加工品出荷額 

 

 

●基本的な考え方 

・本県の食料品出荷額の約半数を水産加工品が占めており、水産加工業は沿岸地域の基幹

産業の一つとして位置付けられています。また、水産物は畜肉等と比較し、鮮度が低下

しやすく、水揚された水産物の多くは背後地の水産加工業者により加工されます。 

・このため、水産加工品の製造・供給能力は水産業の流通・加工分野において重要な要素

となることから、水産加工品出荷額を目標指標として設定しました。 

 

 

（４） 水産加工業付加価値額  

 

●基本的な考え方 

・加工原料不足や価格の高騰など，取り巻く環境が深刻化する中，本県水産加工業が持続

していくためには，生産・販売活動において，一層の付加価値を付け，収益性を高めて

いくことが必要です。このため，水産加工業の収益性の高さや質の高い製品の製造力を

測る指標として，水産加工業付加価値額（※）を設定しました。 

 

（５） 世帯１人当たりの年間魚介類等の購入額 

 

●基本的な考え方 

・全国的に魚離れが進む中、持続的に水産振興を図るためには、県民が水産物を積極的に

利用していくことが不可欠となります。このため、魚食習慣を追跡できる指標として、

世帯１人当たりの年間魚介類等の購入額を設定しました。 

 

 

 

（３）水産加工品出荷額 

→ 現状維持 

※直近実績値（R4）が中間目標値を達成している

ものの、原材料費や電気料金等の影響もあると思料

されることから、見直しは行なわず、物価の動向も

含めて注視していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）水産加工業付加価値額 

→ 現状維持 

※直近実績値（R４）が、中間目標値に達していな   

いことから、目標値は現状維持とし、各施策の展開

により、目標達成を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

本文 p.49 

（５）世帯１人当たりの年間魚介類の購入額 

→ 現状維持 

※直近実績値（R5）が、中間目標値に達していな   

いことから、目標値は現状維持とし、各施策の展開

により、目標達成を目指す。 

※参考指標として魚介類購入量のｸﾞﾗﾌ追加を検討 
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（６） 産業と環境の調和に貢献する海藻養殖の増産・藻場の造成及びＣＯ2 削減効果 

 

●基本的な考え方 

・将来にわたって水産業を持続させるためには、豊かな自然や漁場を守っていくことが大

切です。また、近年、環境志向の高まりや世界的なＳＤＧｓの推進など、新しい価値観

による産業と社会の関わり方が求められており、産業活動を通じて持続的な社会づく

りに貢献していく必要があります。 

・このため、産業上重要であり、環境改善にもつながる指標として、海藻養殖の増産・藻

場の造成とそれにより得られる大気中ＣＯ２の削減効果を設定しました。 

 

（７） 漁港施設の長寿命化対策（長寿命化対策を実施した施設の割合） 

 

●基本的な考え方 

・東日本大震災では、水産業の基盤である漁港施設や漁村地域を守る海岸保全施設が壊

滅的な被害を受けました。漁港施設については、令和５年３月をもって全て工事が完

了しましたが、海岸保全施設については、一部が未完了となっており、早期の事業完

了に向けて進めていきます。さらに、将来、発生が予想される自然災害に対し、復旧

した施設が十分に機能を発揮するためには、日常点検も含めた維持管理が重要となり

ます。 

・県では、平成３０年度から漁港施設の保全工事に着手しており、漁村・漁港の防災機能

強化には、予防保全型の長寿命化対策を推進していくことが重要であることから、長寿

（６） 産業と環境の調和に貢献する海藻養殖の増産・藻場の造成及びＣＯ2 削減効果 

 
●基本的な考え方 

・将来にわたって水産業を持続させるためには、豊かな自然や漁場を守っていくことが大

切です。また、近年、環境志向の高まりや世界的なＳＤＧｓの推進など、新しい価値観

による産業と社会の関わり方が求められており、産業活動を通じて持続的な社会づくり

に貢献していく必要があります。 

・このため、産業上重要であり、環境改善にもつながる指標として、海藻養殖の増産・藻

場の造成とそれにより得られる大気中ＣＯ２の削減効果を設定しました。 

 

（７） 漁港施設の長寿命化対策（長寿命化対策を実施した施設の割合） 

 

●基本的な考え方 

・東日本大震災では，水産業の基盤である漁港施設や漁村地域を守る海岸保全施設が壊

滅的な被害を受けました。これらの施設については，令和２年度までに復旧・復興事

業が概成しますが，将来，発生が予想される自然災害に対し，復旧した施設が十分に

機能を発揮するためには，日常点検も含めた維持管理が重要となります。 

 

 

・県では、平成３０年度から漁港施設の保全工事に着手しており、漁村・漁港の防災機能

強化には、予防保全型の長寿命化対策を推進していくことが重要であることから、長寿

（６）産業と環境の調和に貢献する海藻養殖の増産・

藻場の造成及び CO2 削減効果 

→コンブを削除 

※海洋環境の変化の影響により、コンブの増産が見

込めないことから、目標値から削除（養殖振興プラ

ンでもコンブの目標値は削除） 
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（７）漁港施設の長寿命化対策 

→ 目標値修正 

※次期漁港漁場整備長期計画の策定に伴う見直し 

 

 

 

 

・時点修正 
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命化対策を実施した施設の割合を目標指標として設定しました。 

 

（８） 主要５漁港の水揚量・額 

 

●基本的な考え方 

・特定第３種漁港をはじめとした主要５漁港（気仙沼、石巻、塩釜、女川、志津川）の魚

市場には、各地で漁獲された水産物が集まり、全国に出荷されます。主要５漁港におけ

る水揚の大部分は、漁船漁業により漁獲された水産物であり、水産資源の影響を大きく

受けますが、より多くの水産物を水揚するためには、核となる魚市場の受入機能に加

え、水揚、加工、流通、販売、消費の各機能が充実していることが重要であり、水産都

市としての総合力が必要となります。 

・このため、本県水産業の総合力を計る指標として、主要５漁港の水揚量・額を設定しま

した。 

 

補足： 目標指標と政策推進の基本方向・具体的な施策との関係 

 

第 7 章  参考資料 

１ みやぎ海とさかなの県民条例（全文） 

 

２ 水産業の振興に関する基本的な計画（第Ⅲ期）策定経過 

 

３ 宮城県産業振興審議会委員名簿 

 

４ 具体的な取組抽出に係るＳＷＯＴ分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

命化対策を実施した施設の割合を目標指標として設定しました。 

 

（８） 主要５漁港の水揚量・額 

 

●基本的な考え方 

・特定第３種漁港をはじめとした主要５漁港（気仙沼、石巻、塩釜、女川、志津川）の魚

市場には、各地で漁獲された水産物が集まり、全国に出荷されます。主要５漁港におけ

る水揚の大部分は、漁船漁業により漁獲された水産物であり、水産資源の影響を大きく

受けますが、より多くの水産物を水揚するためには、核となる魚市場の受入機能に加え、

水揚、加工、流通、販売、消費の各機能が充実していることが重要であり、水産都市と

しての総合力が必要となります。 

・このため、本県水産業の総合力を計る指標として、主要５漁港の水揚量・額を設定しま

した。 

 

補足： 目標指標と政策推進の基本方向・具体的な施策との関係 

 

第 7 章  参考資料 

１ みやぎ海とさかなの県民条例（全文） 

 

２ 水産業の振興に関する基本的な計画（第Ⅲ期）策定経過 

 

３ 宮城県産業振興審議会委員名簿 

 

４ 具体的な取組抽出に係るＳＷＯＴ分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）主要５漁港の水揚量・額 

→ 現状維持 

※水揚額が、中間目標値を達成している一方、水揚

量は達成していないことから、見直しは行なわず、

魚価の動向を注視していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・施策の統合、追加に合わせて修正 

 

 

本文 p.52 

・修正なし 

 

・最終的に中間見直しの経過を追加し調製します。 

 

・最終的に現在の名簿に差し替えします。 

 

・施策１～14で今回追加した「取組方向」につい

て、分析結果の表の該当箇所に追記 
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５ 目標値の算出と計画前期（R3～R7）の実績や情勢変化等を踏まえた見直し 

（１）漁業産出額 

 
●海面漁業（漁船漁業）産出額  

〈計画策定時の目標値〉 

・サンマやサケ、コウナゴ等が極端な不漁となっており、単価は高止まり基調にあります

が短期での水揚の増加は見込みにくい状況にありました。このため令和７年までは、資

源管理の高度化に努めながら増加傾向にあるマイワシ等を活用し、近年（直近４年平均

値）の漁船勢力を維持するとともに、この間、単価も近年（直近４年平均値）の高止ま

り傾向が持続すると想定し、令和７年の目標値を５４６億円としました。 

・令和８年度以降は、資源管理の効果により資源が徐々に回復し、回復した資源を利用

できる環境を整えることで、令和１２年の目標は水揚が安定していた期間の水準

（H19-H22 平均）の生産量としました。単価は加工原料として使いやすい水揚安定

期の水準まで落ち着くと想定し、令和１２年の目標値を５５７億円としました。 

 

〈中間見直しの検討〉 

・令和３年の海面漁業（漁船漁業）の産出額は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響に

よる価格の低下等を受けて落ち込んだものの、その後は増加に転じ、令和５年の実績値

は５８５億円と、中間目標値の５４６億円を達成しています。 

・一方で、算出額の増加は、不漁等による魚価高に支えられているものであり、海面漁業

（漁船漁業）の生産量については依然として震災前の水準を下回っている状況です。 

・このため、資源管理の高度化等による資源の回復に努めるとともに、これまで未利用・

低利用であった新たな資源の有効活用を図り、生産量の増加による漁業算出額の維持・

増大を目指すこととし、目標値は現状維持としました。 

 

●養殖業産出額 

〈計画策定時の目標値〉 

・養殖業については、品目ごとに「生産動向」と「今後の取組」から「目標水揚数量」、

「期待できる単価」を想定し、令和１２年の目標値を２６３億円としました。なお、令

和７年の目標値は現状値と令和１２年目標との中間値である２４５億円としました。 

 

〈中間見直しの検討〉 

・令和３年の養殖業の算出額は、海面漁業（漁船漁業）と同様に、新型コロナウイルス感

染症拡大の影響による価格の低下等を受けて落ち込んだものの、その後は増加に転じ、

５ 目標値の算出について 

（１）漁業産出額 

 

 

 

 

 

 

●海面漁業（漁船漁業）産出額  

〈目標値の算出〉 

・サンマやサケ，コウナゴ等が極端な不漁となっており，単価は高止まり基調にあります

が，短期での水揚の増加は見込みにくい状況です。このため，令和７年までは，資源管

理の高度化に努めながら増加傾向にあるマイワシ等を活用し，近年（直近４年平均値）

の漁船勢力を維持します。この間，単価も近年（直近４年平均値）の高止まり傾向が持

続すると想定し，令和７年の目標値を５４６億円としました。 

・令和８年度以降は，資源管理の効果により資源が徐々に回復し，回復した資源を利用

できる環境を整えることで，令和１２年の目標は水揚が安定していた期間の水準

（H19-H22 平均）の生産量としました。単価は加工原料として使いやすい水揚安定

期の水準まで落ち着くと想定し，令和１２年の目標値を５５７億円としました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●養殖業産出額 

 

・養殖業については，品目ごとに「生産動向」と「今後の取組」から「目標水揚数量」，

「期待できる単価」を想定し，令和１２年の目標値を２６３億円としました。なお，令

和７年の目標値は現状値と令和１２年目標との中間値である２４５億円としました。 

 

 

 

 

本文 p.63 

・項目名修正 

 

 

 

 

 

 

 

・項目名修正等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・中間見直しでの検討内容を追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

本文 p.64 

・項目名追加 

 

 

 

 

・中間見直しでの検討内容を追記 

 

 

区分 

現状値 

（平成２７年～３０

年平均） 

中間実績値 

（令和５年） 

目標値 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

漁業産出額合計 ７７５億円 ８８８億円 ７９１億円 ８９７億円 

 海面漁業 ５４６億円 ５８５億円 ５４６億円 ５５７億円 

養殖業 ２２９億円 ３０３億円 ２４５億円 ３４０億円 

 

区分 
現状値 

（平成２７年～３０年平均） 

目標値 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

漁業産出額合

計 

７７５億円 ７９１億円 ８２０億円 

 海面漁業 ５４６億円 ５４６億円 ５５７億円 

養殖業 ２２９億円 ２４５億円 ２６３億円 
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令和５年の実績値は３０３億円と、中間目標値の２４５億円を達成しています。一方、

沿岸域の高水温等の海洋環境の変化により、養殖生産の不調等の課題が生じています。 

・県では、主要な養殖種別に目指すべき生産体制を提示し、その実現のために必要となる

目標と具体的な取組内容を定めた「宮城県養殖振興プラン」を、水産基本計画のアクシ

ョンプランとして位置づけています。 

・令和７年３月に策定した新たな「宮城県養殖振興プラン」では、著しい海水温の上昇等

の海洋環境の変化や、不安定な社会情勢による物価高騰などの状況を踏まえた対応策

や目標値を定めるとともに、海洋環境や養殖生産等の状況を踏まえ、柔軟に見直しを行

うこととしています。 

・水産基本計画の目標値についても、この新たな「宮城県養殖振興プラン」を踏まえて見

直しを行い、令和１２年の目標値を３４０億円としました。 

 

補足：養殖業の具体的な目標値算出方法 

 養殖業の目標値は、本県の主要養殖種であるカキ、ホタテガイ、ギンザケ、ホヤ、ノ

リ、ワカメの生産動向と今後に展開する取組から令和１２年の生産量、目標とする単価

を想定し、目指すべき漁業産出額を算出しました。これに、新規養殖品目等の金額を加

え、目標値としました。 

 

※中間見直しにおいては、「宮城県養殖振興プラン」に合わせて、高水温の影響により今

後の養殖生産の動向が不透明なコンブを目標値の算定から除外しました。 

※養殖業の目標値算出基礎となるデータは、漁業産出額年報（農林水産省）及び海面漁

業生産統計調査（農林水産省）の実績値を基本とし、国の統計値の欠損値等を宮城県

漁協共販データ等で一部補完しています。なお、集計期間は原則１月１日から１２月

３１日までですが、補完に用いた漁業産出額は、１漁業期間（１シーズン）分を集計

し、最盛期が属する年度の漁業産出額実績としたものです。 

 

（２）漁業所得及び新規就業者数 

 

 

●沿岸漁船漁業の目標所得及び新規就業者数 

・沿岸漁船漁業の所得及び新規就業者数については、以下の手順で目標値を設定しまし

た。長期的な視点に立ち、将来（令和 20 年）における安定的な経営が可能な漁業所得

を設定するとともに、想定される水揚金額から、適正な経営体数と、必要な新規就業者

数を算出しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足：養殖業の具体的な目標値算出方法 

  養殖業の目標値は，主要品目であるカキ，ホタテガイ，ギンザケ，ホヤ，ノリ，ワ

カメ，コンブの生産動向と今後に展開する取組から令和１２年の生産量，目標とする

単価を想定し，目指すべき漁業産出額を算出しました。これに，新規養殖品目等の金

額を加え，目標値としました。なお，令和７年の目標値は現状値と令和１２年目標値

との中間値としました。 

 

 

※養殖業の目標値算出基礎となるデータは，漁業産出額年報（農林水産省）及び海面漁

業生産統計調査（農林水産省）の実績値を基本とし，国の統計値の欠損値等を宮城県

漁協共販データ等で一部補完しています。なお，集計期間は原則１月１日から１２月

３１日までですが，補完に用いた漁業産出額は，１漁業期間（１シーズン）分を集計

し，最盛期が属する年度の漁業産出額実績としたものです。 

 

（２）漁業所得及び新規就業者数 

 

 

 

 

 

 

 

●沿岸漁船漁業の目標所得及び新規就業者数 
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・他箇所との表現の統一 

 

 

・時点修正等 

 

・養殖振興プランに合わせてコンブを除外 

 

 

 

 

 

 

 

本文 p.66 

 

 

 

 

 

 

 

 

・目標値の算出手順、方法についての説明を追記 

 

 

 

 

区分 現状値※２ 
目標値 参考 

（令和２０年） 中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

沿岸漁船

漁業 

漁業所得／経営体 ３４９万円※３ ４５７万円 ５７８万円 ８００万円 

新規就業者数※１ 年間１３人※４ 年間１９人 年間１９人 年間１９人 

養殖業 
漁業所得／経営体 ２８０万円※３ ３９８万円 ５３４万円 ７２９万円 

新規就業者数※１ 年間２０人※４ 年間２４人 年間２４人 年間２４人 
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・なお、中間見直しにおいては、漁業センサス等からの引用データを最新値に更新し、改

めて目標値を算出しています。 

 

①将来（令和 20 年）における安定的な経営が可能な漁業所得を設定 

・沿岸漁船漁業においては、定期的な設備投資を行い、水揚の変動等が生じても安定した

経営ができることを目指し、令和２０年（平成３０年から２０年後）の目標所得を８０

０万円／経営体としました。 

・試算において１経営体の人数を１．７人としており、一人当たりの目標所得は約４７０

万円／人となります。全国における給与所得者の１年間の平均給与（平成 30 年分民間

給与実態統計調査結果：国税庁）は約４４０万円／人となっており、目標所得は、これ

を上回る金額としています。 

 

②令和 12 年における沿岸漁船漁業の水揚金額を試算 

 

 

・目標年である令和１２年における本県沿岸漁船漁業の水揚金額を求めます。本県の沿岸

漁業漁船のほとんどは、県内の全９市場に水揚することから、県内全９市場の水揚統計

を用い、県内所属の沿岸漁業漁船の水揚金額の実績値を基礎としました。 

・計画策定時において、令和１２年の水揚は、海面漁業の漁業産出額の目標値算出方法と

同様の考え方により、令和７年までは、資源管理の高度化に努めながら増加傾向にある

マイワシ等を活用し、近年（直近４年平均値）の漁船勢力を維持し、令和８年以降は、

回復した資源を利用できる環境を整え、令和１２年の漁獲量は水揚が安定していた期

間の水準（H19～H22 平均）としました。単価については、令和７年までは近年（直

近４年平均値）の高止まり傾向が持続し、令和８年以降は加工原料として使いやすい水

揚安定期の水準まで落ち着くと考え、水揚金額を以下の表のとおり９４億円と想定し

ました。 

・中間見直し時点の状況として、令和３年度以降の水揚金額は、マイワシの漁獲や、魚価

高に支えられ比較的好調に推移しており、計画策定時の想定から大きな乖離はないと

考えられることから、水揚金額の想定は現状維持としました。 

   

③将来（令和 20 年）において沿岸漁船漁業で創出できる利益から、適正経営体数を設定 

※令和 12 年における水揚金額が維持されるものと仮定 

・次に、宮城県の沿岸漁船漁業で水揚できる９４億円から漁業経費７１億円を引き、沿岸

漁船漁業により創出できる利益２４億円を求め、８００万円の所得を分配できる最大の

経営体数を算出し、３００経営体を適正経営体数としました。 

 

④将来（令和 20 年）における適正経営体数を確保するために必要な年間新規就業者数

を算出 

（経営体数） 

 

 

 

（将来の漁業所得） 

・沿岸漁船漁業においては，定期的な設備投資を行い，水揚の変動等が生じても安定した

経営ができることを目指し，令和２０年（平成３０年から２０年後）の目標所得を８０

０万円／経営体としました。 

・試算において１経営体の人数を１．７人としており，一人当たりの目標所得は約４７０

万円／人となります。全国における給与所得者の１年間の平均給与（平成 30 年分民間

給与実態統計調査結果：国税庁）は約４４０万円／人となっており，目標所得は，これ

を上回る金額としています。 

 

（新規就業者数） 

・新規就業者数の算出に当たっては，将来にわたり沿岸漁業を持続するために必要な経営

体数（適正経営体数）を求め，維持するために必要となる就業者数を算出します。 

・最初に，目標年である令和１２年における本県沿岸漁船漁業の水揚金額を求めます。本

県の沿岸漁業漁船のほとんどは，県内の全９市場に水揚することから，県内全９市場の

水揚統計を用い，県内所属の沿岸漁業漁船の水揚金額の実績値を基礎としました。令和

１２年の水揚は海面漁業の漁業産出額の目標値算出方法と同様の考え方により，令和７

年までは，資源管理の高度化に努めながら増加傾向にあるマイワシ等を活用し，近年（直

近４年平均値）の漁船勢力を維持し，令和８年度以降は，回復した資源を利用できる環

境を整え，令和１２年度の漁獲量は水揚が安定していた期間の水準（H19～H22 平均）

としました。単価については，令和７年度までは近年（直近４年平均値）の高止まり傾

向が持続し，令和８年度以降は加工原料として使いやすい水揚安定期の水準まで落ち着

くと考え，以下のとおり９４億円としました。 

 

 

 

 

 

 

 

・次に，宮城県の沿岸漁船漁業で水揚できる９４億円から漁業経費７１億円を引き，沿岸

漁船漁業により創出できる利益２４億円を求め，８００万円の所得を分配できる最大の

経営体数を算出し，３００経営体を適正経営体数としました。 

 

 

 

 

 

 

 

・算出手順に沿った項目名に修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

・算出手順に沿った項目名に修正 

・（旧）算出方法は上に記載したのでここは削除 

 

 

 

 

・言い回し修正 

 

 

 

 

 

・言い回し修正 

 

・中間見直しでの検討内容を追記 
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・算出手順に沿った項目名に修正 

 

 

 

 

 

・算出手順に沿った項目名に修正 

 

・項目名追加 
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・宮城県内で１００万円以上の水揚がある沿岸漁船漁業の経営体数は、５２７経営体（令

和５年時点）おり、その内訳は、①後継者がいる個人経営体が１２５経営体、②後継者

のいない個人経営体が３６３経営体、③会社等が３９経営体となっています。 

・現時点では、本県の沿岸漁業経営体数は適正経営体数を上回っていますが、②③の経営

体が新規就業者を確保できなければ将来的には適正経営体数を下回り、高齢化が進み

漁業生産力が低下してしまいます。 

・このため、②については、事業承継や新規経営体の参入により、令和２０年までに経営

体数を適正化することとし、③については、経営の持続を図ることとしました。なお、

①については、当面の間は経営体数を維持できると想定しました。 

 

（新規就業者数の目標） 

・適正経営体数に移行するに当たって必要となる新規就業者数を算出し、沿岸漁船漁業に

おける新規就業者数の目標を年間２１人としました。なお、新規就業者数の集計期間は

年度としています。 

 

⑤必要な年間新規就業者数を確保した場合の各目標年における経営体数を算出 

・先述のモデル２のように就業者確保対策を講じた場合、令和１２年の経営体数は４２１

経営体となります。 

 

⑥各目標年における経営体数と沿岸漁船漁業で創出する利益の試算値から、１経営体当

たりの漁業所得を算出 

・また、次表のとおり宮城県全体の沿岸漁船漁業で創出できる利益と経営体数から１経営

体当たりの漁業所得を算出し、令和１２年の漁業所得の目標値は５５７万円としまし

た。 

 

〈中間見直し時点での状況〉 

・沿岸漁船漁業の新規就業者数は、令和３年から令和５年にかけて、１０人前後で推移し

ており、令和５年の実績値は１１人と、中間目標値の１９人に達していない状況です。 

・沿岸漁船漁業の漁業所得は、計画策定以降、増加傾向にあるものの、令和５年の実績値

４０８億円は、中間目標値４５７億円に達していない状況となっています。その要因と

して、近年の魚価や燃油価格等の高騰・高止まりが影響していると推察されることか

ら、今後は、魚価や燃油価格等の動向を注視していきます。 

 

●養殖業の目標所得及び新規就業者数 

・養殖業の所得及び新規就業者数については、以下の手順で目標値を設定しました。 

・沿岸漁船漁業と同様、長期的な視点に立ち、将来（令和 20 年）における安定的な経営

が可能な漁業所得と、想定される水揚金額から、適正な経営体数と必要な新規就業者数

を算出しています。 

・なお、中間見直しにおいては、本基本計画のアクションプランとして令和７年３月に策

・宮城県内で１００万円以上の水揚を上げる沿岸漁船漁業の経営体数は，５６５経営体

（平成３０年時点）あり，その内訳は，①後継者がいる個人経営体が１３０経営体，②

後継者のいない個人経営体が４０４経営体，③会社等が３２経営体となっています。 

・現時点では，本県の沿岸漁業経営体数は適正経営体数を上回っていますが，②③の経営

体が新規就業者を確保できなければ将来的には適正経営体数を下回り，高齢化が進み漁

業生産力が低下してしまいます。 

・このため，②については，事業承継や新規経営体の参入により，令和２０年までに経営

体数を適正化することとし，③については，経営の持続を図ることとしました。なお，

①については，当面の間は経営体数を維持できると想定しました。 

 

 

・適正経営体数に移行するに当たって必要となる新規就業者数を算出し，沿岸漁船漁業に

おける新規就業者数の目標を年間１９人としました。なお，新規就業者数の集計期間は

年度としています。 

 

（目標年の漁業所得） 

・先述のモデル２のように就業者確保対策を講じた場合，令和７年・令和１２年の経営体

数はそれぞれ４７３経営体・４０６経営体となります。 

 

 

 

・また，次表のとおり宮城県全体の沿岸漁船漁業で創出できる利益と経営体数から１経営

体当たりの漁業所得を算出し，令和７年・令和１２年の漁業所得の目標値はそれぞれ４

５７万円・５７８万円としました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●養殖業の目標所得及び新規就業者数 

 

 

 

 

 

・時点修正等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・項目名追加 

 

・時点修正 

 

 

・算出手順に沿った項目名に修正      本文 p.69 

 

・時点修正 

 

・算出手順に沿った項目名を追加 

 

 

・時点修正 

 

 

・中間見直しでの検討内容を追記 

 

 

 

 

 

 

本文 p.70 

 

・目標値の算出手順、方法についての説明を追記 
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定された「宮城県養殖振興プラン」に合わせる形で、目標値を更新しています。 

 

①将来（令和 20 年）における主な養殖種ごとの目標水揚金額と利益、所得から適正経営

体数を設定 

※令和 12 年における水揚金額が維持されるものと仮定 

・養殖業においては、浜プランの目標値等を参考として、主な養殖種ごとに目標とする水

揚金額と漁業経費、所得を設定し、適正経営体数を算出することとしました。 

・各養殖種により創出できる利益から、それぞれの目標所得を分配できる最大の経営体数

を算出して合計し、６７６経営体を適正経営体数としました。 

 

②将来（令和 20 年）における養殖業全体の目標所得を設定 

・養殖業全体としての目標所得（平均値）は各養殖種の適正経営体数を考慮して加重平均

し、９１９万円（適正化完了時）と算出しました。 

 

 

③将来（令和 20 年）における適正経営体数を確保するために必要な年間新規就業者数

を、主な養殖種ごとに算出して合算 

・養殖業については、主な養殖種ごとに適正経営体数に移行するモデルを検討し、令和２

０年までに適正経営体数に移行するに当たって必要な新規就業者数を算出しました。

（考え方は沿岸漁船漁業と同様） 

・算出したカキ、ノリ、ギンザケ、ワカメ、ホヤ、ホタテガイの新規就業者数を合計し、

養殖業における新規就業者数の目標値は年間３３人としました。なお、新規就業者数の

集計期間は年度としています。 

 

④必要な年間新規就業者数を確保した場合の各目標年における経営体数を算出 

・沿岸漁船漁業と同様、就業者対策を講じた場合、令和１２年の経営体数は９４０経営体

となります。 

 

⑤各目標年における養殖業で創出する利益と経営体数から、１経営体当たりの漁業所得

を算出 

・次に、次表のとおり宮城県全体の養殖業（カキ、ノリ、ギンザケ、ワカメ、ホヤ、ホタ

テガイ）により創出できる利益と経営体数から１経営体当たりの漁業所得を算出し、令

和１２年の漁業所得の目標値は６６０万円としました。 

 

 

 

〈中間見直し時点での状況〉 

・養殖業の新規就業者数は、新型コロナウイルス感染症拡大以降、他産業と競合したこと

などにより、令和３年から令和４年にかけて減少傾向にありましたが、令和５年には増

 

 

（将来の漁業所得及び適正経営体数） 

 

 

・養殖業においては，浜プランの目標値等を参考にできることから，主な養殖品目ごとに

目標とする所得，適正経営体数を算出することとしました。 

各養殖品目により創出できる利益から，それぞれの目標所得を分配できる最大の経営体

数を算出して合計し，６４０経営体を適正経営体数としました。 

 

 

また，養殖業全体としての目標所得（平均値）は各養殖品目の適正経営体数を考慮して

加重平均し，７４７万円（適正化完了時）としました。 

 

 

（新規就業者数） 

 

・養殖業については，主な品目ごとに適正経営体数に移行するモデルを検討し，令和２０

年までに適正経営体数に移行するに当たって必要な新規就業者数を算出しました。（考

え方は沿岸漁船漁業と同様。次の例はカキ養殖におけるモデルを例示したもの。） 

・主な養殖品目（カキ，ノリ，ギンザケ，ワカメ，ホタテガイ）の新規就業者数を算出し，

養殖業における新規就業者数の目標値は年間２４人としました。なお，新規就業者数の

集計期間は年度としています。 

 

（目標年の漁業所得） 

・沿岸漁船漁業と同様，就業者対策を講じた場合，令和７年・令和１２年の経営体数はそ

れぞれ１，０４５経営体・８９６経営体となります。 

 

 

 

・次に，次表のとおり宮城県全体の養殖業（カキ，ノリ，ギンザケ，ワカメ，ホヤ，ホタ

テガイ）により創出できる利益と経営体数から１経営体当たりの漁業所得を算出し，令

和７年・令和１２年の漁業所得の目標値はそれぞれ３９８万円・５３４万円としました。

なお，一部の品目（ワカメ）において，令和２０年においても適正経営体数への移行が

完了しないことから，令和２０年の漁業所得は７２９万円となります。 

 

 

 

 

 

 

・算出手順に沿った項目名に修正 

 

 

・文言修正 

 

 

・時点修正 

 

・算出手順に沿った項目名を追加 

・文言修正 

・時点修正 

 

本文 p.71 

・算出手順に沿った項目名に修正 

・文言修正 

 

 

 

・時点修正 

 

 

本文 p.73 

・算出手順に沿った項目名に修正 

・時点修正 

 

 

・算出手順に沿った項目名を追加 

 

 

 

・時点修正 

・（旧）中間見直し時点における試算では、令和２０

年までに適正経営体数への移行が完了できる算出

結果となったため、削除 

・中間見直しでの検討内容を追記 
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加に転じました。しかしながら、令和５年の実績値は２１人と、中間目標値の２４人に

達していない状況です。 

・また、養殖業の漁業所得は、計画策定以降、増加傾向にあり、令和５年の実績は４００

億円と、中間目標値の３９８億円を達成しています。 

・近年、飼料価格や燃油価格等の高騰・高止まりが生じており、養殖業に与える影響が大

きいことから、今後の動向を注視しながら、目標値の達成を目指します。 

 

（３）水産加工品出荷額 

 

〈計画策定時の目標値〉 

・目標値は、近年の社会情勢（人口減少等）や全国及び県内における品目別の動向を参考

とし、そこから期待できる製造品目ごとの出荷額の合計として算出しました。 

・全国では、海藻加工及び冷凍水産物が増加傾向であり、水産缶詰・瓶詰は横ばいとなっ

ています。また、これらの３品目について、県内では増加傾向となっています。この傾

向を考慮し、３品目については今後も成長が望まれるものとして、製造品出荷額等を伸

ばしていく品目としました。 

・平成３０年の金額を基準とし、令和 3 年度以降は品目ごとに毎年一定の成長率で推移

すると仮定したため、令和７年・令和１２年の目標値はそれぞれ２，３８９億円・２，

４５５億円としました。 

 

〈中間見直しの検討〉 

・水産加工品出荷額は、計画策定以降、増加傾向にあり、令和４年の実績値は２，５８６

億円と、中間目標値の２，３８９億円を達成しています。 

・ただし、国際情勢の不安定化などにより、今後の原材料費や電気料金等の価格動向が不

透明なことから、目標値は現状維持として、今後、原料価格や電気料金等の動向を注視

していきます。 

 

（４）水産加工業付加価値額 

 

〈計画策定時の目標値〉 

・付加価値額の算出には、「生産額」や「原材料使用額等」等が大きく関わっています。

そこで、「生産額」の主要素である「製造品出荷額等」の増加を目指す３品目（水産缶

詰・瓶詰、海藻加工、冷凍水産物）については、その増加を反映させて目標値を算出し

 

 

 

 

 

 

 

（３）水産加工品出荷額 

 

●目標値の算出 

・目標値は，近年の社会情勢（人口減少等）や全国及び県内における品目別の動向を参考

とし，そこから期待できる製造品目ごとの出荷額の合計として算出しました。 

・全国では，海藻加工及び冷凍水産物が増加傾向であり，水産缶詰・瓶詰は横ばいとなっ

ています。また，これらの３品目について，県内では増加傾向となっています。この傾

向を考慮し，３品目については今後も成長が望まれるものとして，製造品出荷額等を伸

ばしていく品目としました。 

・平成３０年の金額を基準とし，令和 3 年度以降は品目ごとに毎年一定の成長率で推移

すると仮定したため，令和７年・令和１２年の目標値はそれぞれ２，３８９億円・２，

４５５億円としました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）水産加工業付加価値額  

 

●目標値の算出 

・付加価値額の算出には，「生産額」や「原材料使用額等」等が大きく関わっています。

そこで，「生産額」の主要素である「製造品出荷額等」の増加を目指す３品目（水産缶

詰・瓶詰，海藻加工，冷凍水産物）については，その増加を反映させて目標値を算出し

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本文 p.74 

 

・項目名修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・中間見直しでの検討内容を追記 

 

 

 

 

 

本文 p.75 

 

 

 

 

 

・項目名修正 

 

 

 

現状値 

（平成３０年） 

中間実績値 

（令和４年） 

目標値 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

２，３２７億円 ２，５８６億円 ２，３８９億円 ２，４５５億円 

 

現状値 

（平成３０年） 

中間実績値 

（令和４年） 

目標値 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

６７１億円 ６７１億円 ６９０億円 ７７１億円 

 

現状値 

（平成３０年） 

目標値 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

２，３２７億円 ２，３８９億円 ２，４５５億円 

 

現状値 

（平成３０年） 

目標値 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

６７１億円 ６９０億円 ７７１億円 
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ました。 

・また、前浜原料（海藻以外）を活用する見込みのある４品目（塩干・塩蔵品、冷凍水産

物、冷凍水産食品、その他水産食品）については、令和７年以降、資源管理の高度化に

より原料となる水産物の単価減少が見込まれることから、令和１２年の「原材料使用額

等」に単価減少率５％を反映させて目標値を算出しました。 

・水産練製品は輸入原料が多く、前浜原料の依存度が低い品目であることから、「原材料

使用額等」の低減効果を見込まずに平成３０年の値を基準とし、現状を維持することを

目標としました。 

・各業種の目標額を合算し、令和７年・令和１２年の目標値はそれぞれ６９０億円・７７

１億円としました。 

 

〈中間見直しの検討〉 

・水産加工業付加価値額は、計画策定以降、増加傾向にあるものの、令和４年の実績値は

６７１億円と、中間目標値の６９０億円に達していない状況です。 

・水産加工品出荷額が中間目標値を達成しているのに対して、水産加工業付加価値額が達

成していないことから、原材料費や電気料金等が高騰・高止まりするなど水産加工品出

荷額に占める製造コストの割合が増加傾向にある一方、販売価格への転嫁が追いつい

ておらず、事業者の負担となっている状況にあると考えられます。 

・ただし、今後の原材料費や電気料金等の価格動向が不透明なことから、目標値は現状維

持として、今後、原料価格や電気料金等の動向を注視していきます。 

 

（５）世帯１人当たりの年間魚介類等の購入額 

 

〈計画策定時の目標値〉 

・家計調査（総務省）の結果では、世帯１人当たりの年間魚介類等の購入額は全国的に減

少傾向にありますが、世帯１人当たりの年間魚介類等の購入額において、仙台市は東日

本大震災後の平成２５年、２６年及び令和元年に全国１位を獲得しています。今後も全

国トップクラスの魚食習慣が根付いている県を目指し、令和７年・１２年の目標値は共

に購入額３万３千円（全国平均＋２０％）としました。 

 

〈中間見直しの検討〉 

・仙台市における世帯１人当たりの年間魚介類等の購入額については、計画策定以降、減

少傾向にあり、令和５年の実績値は２万７千円と、中間目標値の３万３千円を大きく下

回っています。 

・また、全国平均値を下回っている状況にあることから、目標値は現状維持として、魚食

普及の取組を一層推進していきます。 

ました。 

・また，前浜原料（海藻以外）を活用する見込みのある４品目（塩干・塩蔵品，冷凍水産

物，冷凍水産食品，その他水産食品）については，令和７年以降，資源管理の高度化に

より原料となる水産物の単価減少が見込まれることから，令和１２年の「原材料使用額

等」に単価減少率５％を反映させて目標値を算出しました。 

・水産練製品は輸入原料が多く，前浜原料の依存度が低い品目であることから，「原材料

使用額等」の低減効果を見込まずに平成３０年の値を基準とし，現状を維持することを

目標としました。 

・各業種の目標額を合算し，令和７年・令和１２年の目標値はそれぞれ６９０億円・７７

１億円としました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）世帯１人当たりの年間魚介類等の購入額 

 

●目標値の算出 

・家計調査（総務省）の結果では，世帯１人当たりの年間魚介類等の購入額は全国的に減

少傾向にありますが，世帯１人当たりの年間魚介類等の購入額において，仙台市は東日

本大震災後の平成２５年，２６年及び令和元年に全国１位を獲得しています。今後も全

国トップクラスの魚食習慣が根付いている県を目指し，令和７年・１２年の目標値は共

に購入額３万３千円（全国平均＋２０％）としました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・中間見直しでの検討内容を追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本文 p.76 

 

 

 

 

・項目名修正 

 

 

 

 

 

 

 

・中間見直しでの検討内容を追記 

 

 

 

 

現状値 

（平成２８年～令和元年平均） 

中間実績値 

（令和５年） 

目標値 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

約３万１千円 約２万７千円 約３万３千円 約３万３千円 

 

現状値 

（平成２８年～令和元年平均） 

目標値 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

約３万１千円 約３万３千円 約３万３千円 
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（６）産業と環境の調和に貢献する海藻養殖の増産・藻場の造成及びＣＯ2 削減効果 

 

 

 

 

・海藻養殖は、増産が見込まれるワカメについて、令和１２年の増産目標を対現状比＋３，

１７５ｔ（生産量は２０，０００ｔ）としました。 

また、１ｔの養殖生産によってワカメは年間０．０１ｔのＣＯ２を吸収・固定する効果

があるという知見から、ワカメ養殖の増産により年間３２ｔのＣＯ２削減効果が得られ

るものと算定しています。 

なお、計画策定時に目標値設定の対象としたコンブについては、近年、高水温の影響に

より生産量が大きく減少し、今後の増産が見込めないことから、目標値から除外しまし

た。 

・また、藻場について、県では、現在進行している磯焼け対策をまとめた「宮城県藻場ビ

ジョン」を策定し、令和１１年までに藻場面積を現状の２倍超（藻場全体面積１，７７

１ｈａ）まで回復させることとしています。このため、令和１２年の藻場造成面積は「宮

城県藻場ビジョン」の目標を達成するために必要な＋９０３ｈａとしました。 

・藻場によるＣＯ２の吸収・固定量は、海藻の種類や被度により異なりますが、宮城県で

一般的に見られるガラモ場の１ｈａ当たり年間２．７１ｔという知見から、藻場の造成

により年間２，４４７ｔのＣＯ２削減効果が得られるものと算定しています。 

・上述の海藻養殖の増産や藻場の造成による令和１２年のＣＯ２削減効果の合計は年間

２，４７９ｔとなります。 

 

〈中間見直し時点での状況〉 

・ワカメの生産量は、計画策定以降、増加傾向にあり、令和５年の実績値は、対現状比＋

８，７００ｔ（生産量２５，５２５ｔ）と、中間目標値の対現状比１，５８８ｔ（生産

量１８，４１２ｔ）を達成している状況です。 

・一方、海洋環境の変化による養殖期間の短期化や栄養塩不足、植食性の暖水性魚類の増

加による食害が懸念されることなどから、目標値は現状維持として、高成長・高温耐性

 

 

（６）産業と環境の調和に貢献する海藻養殖の増産・藻場の造成及びＣＯ2 削減効果 

 

 

●目標値の算出 

・ワカメ・コンブそれぞれ１ｔの生産及び藻場１ｈａの造成により，ワカメ生産では０．

０１ｔ，コンブ生産では０．０４ｔ，藻場の造成では２．７１ｔのＣＯ２削減効果が知

られています。 

海藻養殖は増産を見込んでおり，令和１２年の増産目標をワカメは対現状比＋３，１７

５ｔ（生産量は２０，０００ｔ），コンブは現状比＋２２７ｔ（生産量は１，０００ｔ）

とし，これによるＣＯ２削減効果（対現状比）はそれぞれ年間３２ｔ，９ｔになります。

なお，海藻の生産量は漁期生産量（１漁業期間（１シーズン）分の漁業生産量を集計し，

最盛期が属する年度の漁業生産量実績としたもの）としています。 

・また，県では，現在進行している磯焼け対策をまとめた「宮城県藻場ビジョン」を策定

し，令和１１年までに藻場面積を現状の２倍超（藻場全体面積１，７７１ｈａ）まで回

復させることとしています。このため，令和１２年の藻場造成面積は「宮城県藻場ビジ

ョン」の目標を達成するために必要な＋９０３ｈａとします。また，これによるＣＯ２

削減効果（対現状比）は年間２，４４７ｔとなります。 

 

 

・上述の海藻養殖の増産や藻場の造成による令和１２年のＣＯ２削減効果の合計は年間

２，４８９ｔとなります。なお，令和７年の目標値は現状値と令和１２年目標との中間

値としました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

本文 p.77 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・海藻養殖に関する目標値算出の方法について、コン

ブを除外する旨を追記した上で、全体の書きぶりを

調整 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・藻場による固定量算出に当たり、ガラモ場の係数を

採用している旨の説明を追記した上で、全体の書き

ぶりを調整 

 

・コンブを算定から除外したため数値修正 

・時点修正 

 

・中間見直しでの検討内容を追記 

 

 

 

 

 

区分 現状値※１ 
中間実績値 

（令和５年）
 

目標値※２ 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

海藻養殖 

ワカメ 
増産量 － ＋８，７００ｔ ＋１，５８８ｔ ＋３，１７５ｔ 

生産量 １６，８２５ｔ ２５，５２５ｔ １８，４１２ｔ ２０，０００ｔ 

コンブ 
増産量 － － ＋１１４ｔ － 

生産量 ７７３ｔ － ８８７ｔ － 

藻場 
造成面積 － － ＋４５２ｈａ ＋９０３ｈａ 

全体面積 ８６８ｈａ － １，３１９ｈａ １，７７１ｈａ 

ＣＯ２削減効果（対現状比） － － 年間１，２44ｔ 年間２，４７９ｔ 

 

区分 現状値※１ 
目標値※２ 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

海藻養殖 

ワカ

メ 

増産量 － ＋１，５８８ｔ ＋３，１７５ｔ 

生産量 １６，８２５ｔ １８，４１２ｔ ２０，０００ｔ 

コン

ブ 

増産量 － ＋１１４ｔ ＋２２７ｔ 

生産量 ７７３ｔ ８８７ｔ １，０００ｔ 

藻場 
造成面積 － ＋４５２ｈａ ＋９０３ｈａ 

全体面積 ８６８ｈａ １，３１９ｈａ １，７７１ｈａ 

ＣＯ２削減効果（対現状比） － 
年間１，２４４

ｔ 

年間２，４８９

ｔ 
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系統種苗の開発や、食害対策の検討・実施等により、生産量の維持・増大を目指します。 

・藻場については、多額の経費を要することから、計画策定以降、全県的な藻場面積調査

を実施しておらず、現状値を把握できていませんが、高水温の影響により多年生の海藻

が枯死するなどの影響が見られることから、引き続き「宮城県藻場ビジョン」に基づき、

藻類着定基質の設置による藻場造成や、漁業者を中心とした藻場保全の取組を推進し、

目標値の達成を目指します。 

 

（７）漁港施設の長寿命化対策（長寿命化対策を実施した施設の割合） 

 
 

〈計画策定時の目標値〉 

・対象漁港は、宮城県圏域総合水産基盤整備事業計画で設定している流通拠点 5 漁港

（全て県管理）、生産拠点漁港 56 漁港（県管理 19 漁港、市町管理 37 漁港）とし、

現行の漁港漁場整備長期計画の最終年度である令和８年度までに保全工事を実施する

こととしました。 

 

〈中間見直しの検討〉 

・令和６年度末における長寿命化対策を実施した施設の割合は、３２．２％となってい

ます。引き続き、現行の漁港漁場整備長期計画の最終年度である令和８年度までに保

全工事を実施することとします。 

・ただし、国の次期漁港漁場整備長期計画の改訂が令和８年度に見込まれており、合わ

せて宮城県圏域総合水産基盤整備事業計画を改訂する予定としていることから、目標

年度・対象施設については、これらの改訂作業に合わせて検討します。 

 

（８）主要５漁港の水揚量・額 

 

〈計画策定時の目標値〉 

・全国屈指の宮城の水産業を将来にわたって維持していくためには、水産物の水揚の核

となる主要５漁港（気仙沼、石巻、塩釜、女川、志津川）の市場において、市場流通

を担う卸売業者の経営が安定していることが重要です。しかしながら、東日本大震災

の影響に加え、一部の魚種の極端な不漁等により、卸売業者の経営環境は非常に厳し

い状況になっています。 

・近年の主要５市場の卸売業者の営業損益額は、マイナス約１億５，６００万円（平成２

 

 

 

 

 

 

 

（７）漁港施設の長寿命化対策（長寿命化対策を実施した施設の割合） 

 
 

●目標値の算出 

・対象漁港は，流通拠点 5 漁港（全て県管理），生産拠点漁港 56 漁港（県管理 19 漁

港，市町管理 37 漁港）とし，次期漁港漁場整備長期計画の最終年度である令和８年

度までに保全工事を実施することとします。なお，対象施設の選定については，宮城

県の圏域計画の改訂作業に合わせて検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）主要５漁港の水揚量・額 

 

 

●目標値の算出 

・全国屈指の宮城の水産業を将来にわたって維持していくためには，水産物の水揚の核

となる主要５漁港（気仙沼，石巻，塩釜，女川，志津川）の市場において，市場流通

を担う卸売業者の経営が安定していることが重要です。しかしながら，東日本大震災

の影響に加え，一部の魚種の極端な不漁等により，卸売業者の経営環境は非常に厳し

い状況になっています。 

・近年の主要５市場の卸売業者の営業損益額は，マイナス約１億５，６００万円（平成２

 

 

 

 

 

 

 

本文 p.78 

 

 

 

 

・項目名修正 

・漁港の分類の根拠となる計画名を追記 

 

・時点修正 

 

 

・中間見直しでの検討内容を追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・項目名修正 

 

 

 

 

 

 

 
現状値※ 

（令和２年） 

中間実績値 

（令和６年） 

目標値※
 

（令和８年） 

０％ ３２．２％ １００％ 

 

区分 
現状値 

（平成２８年～令和元年平均） 

中間実績値 

（令和６年） 

目標値 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

水揚量 ２４３，２４８ｔ １９０，８３３ｔ ２４３，２４８ｔ ３３８，００６ｔ 

水揚額 ５６３億円 ６２８億円 ５６３億円 ６１９億円 

 
現状値※ 

（令和２年） 

目標値※
 

（令和８年） 

０％ １００％ 

 
区分 

現状値 

（平成２８年～令和元年平均） 

目標値 

中間（令和７年） 最終（令和１２年） 

水揚量 ２４３，２４８ｔ ２４３，２４８ｔ ３３８，００６ｔ 

水揚額 ５６３億円 ５６３億円 ６１９億円 
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８年－令和元年平均）となっています。仮に、この損益額を卸売業者が収受する手数料

（約３％と仮定）で補うとすると、 

水揚を更に５２億円増やす必要があります（５２億円×３％＝１億５，６００万円）。

このため、現状値の５６３億円に５２億円を加えた６１５億円以上の水揚を見込むこ

とができる目標を立てることとしました。 

・主要５漁港のうち特定第３種漁港である気仙沼・石巻・塩釜に加え第３種漁港である

女川については、全国の漁船が利用することから、県内船と県外船に分けて目標値を

算出しました。 

・県内船については、令和７年までは資源管理に努め、水揚量は現状値の１２３，９６

３ｔを目標とします。水揚額は近年の単価の高止まりが持続すると仮定し、直近４年

の平均単価（２４２円／Ｋｇ）を用いて３００億円を目標値としました。令和１２年

は回復した資源を活用することから、水揚量は水揚が安定していた期間（Ｈ１９～Ｈ

２２平均）の水準である１７４，３６１ｔを目標としました。水揚額は、水揚が安定

していた当時の単価（１８２円／Ｋｇ）に落ち着くと仮定し、３１７億円を目標値と

しました。 

・県外船については、漁船誘致活動等に取り組み、水揚量の増加に努めますが、県の施

策が反映しにくいことや、全国主要漁港の水揚量が近年減少傾向にあることを踏ま

え、令和７年までの水揚量は現状値の１１９，２８６ｔを目標としました。水揚額は

近年の単価の高止まりが持続すると仮定し、直近４年の平均単価（２２０円／Ｋｇ）

を用いて２６２億円を目標値としました。令和１２年は、全国的にも資源管理の高度

化が進みますが、県の施策が反映しにくいことを踏まえ、水揚量の目標値は水揚が安

定していた期間（Ｈ１９～Ｈ２２平均）の５％減の水準である１６３，６４５ｔとし

ました。水揚額の目標値は、単価が水揚の安定していた当時（１８５円／Ｋｇ）に落

ち着くと仮定し、３０２億円としました。 

・県内船、県外船の値を合計し、令和７年・１２年の主要５漁港の水揚量の目標値はそ

れぞれ２４３，２４８ｔ・３３８，００６ｔ、水揚額は５６３億円・６１９億円とし

ました。 

 

〈中間見直しの検討〉 

・主要５漁港の水揚量は、計画策定以降、現状値と比較し、低く推移しており、令和６

年の実績値は１９０，８３３ｔと、中間目標値の２４３，２４８ｔに達していない状

況です。一方、水揚額は、計画策定以降、全国的な不漁等による魚価高に支えられ増

加傾向にあり、令和６年の実績値は６２８億円と、中間目標値の５６３億円を達成し

ています。 

・こうした状況の中、魚価高が今後、継続するかは不透明であることから、目標値は現

状維持として、魚価等の動向を注視していきます。 

 

８年－令和元年平均）となっています。仮に，この損益額を卸売業者が収受する手数料

（約３％と仮定）で補うとすると， 

水揚を更に５２億円増やす必要があります（５２億円×３％＝１億５，６００万円）。

このため，現状値の５６３億円に５２億円を加えた６１５億円以上の水揚を見込むこ

とができる目標を立てることとしました。 

・主要５漁港のうち特定第３種漁港である気仙沼・石巻・塩釜に加え第３種漁港である

女川については，全国の漁船が利用することから，県内船と県外船に分けて目標値を

算出しました。 

・県内船については，令和７年までは資源管理に努め，水揚量は現状値の１２３，９６

３ｔを目標とします。水揚額は近年の単価の高止まりが持続すると仮定し，直近４年

の平均単価（２４２円／Ｋｇ）を用いて３００億円を目標値としました。令和１２年

は回復した資源を活用することから，水揚量は水揚が安定していた期間（Ｈ１９～Ｈ

２２平均）の水準である１７４，３６１ｔを目標としました。水揚額は，水揚が安定

していた当時の単価（１８２円／Ｋｇ）に落ち着くと仮定し，３１７億円を目標値と

しました。 

・県外船については，漁船誘致活動等に取り組み，水揚量の増加に努めますが，県の施

策が反映しにくいことや，全国主要漁港の水揚量が近年減少傾向にあることを踏ま

え，令和７年までの水揚量は現状値の１１９，２８６ｔを目標としました。水揚額は

近年の単価の高止まりが持続すると仮定し，直近４年の平均単価（２２０円／Ｋｇ）

を用いて２６２億円を目標値としました。令和１２年は，全国的にも資源管理の高度

化が進みますが，県の施策が反映しにくいことを踏まえ，水揚量の目標値は水揚が安

定していた期間（Ｈ１９～Ｈ２２平均）の５％減の水準である１６３，６４５ｔとし

ました。水揚額の目標値は，単価が水揚が安定していた当時（１８５円／Ｋｇ）に落

ち着くと仮定し，３０２億円としました。 

・県内船、県外船の値を合計し、令和７年・１２年の主要５漁港の水揚量の目標値はそ

れぞれ２４３，２４８ｔ・３３８，００６ｔ、水揚額は５６３億円・６１９億円とし

ました。 
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・言い回し修正 

 

 

 

 

 

 

・中間見直しでの検討内容を追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


